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Ⅰ. 建学の精神・大学の基本理念、使命・目的、大学の個性・特色 

 

１．デジタルハリウッド大学の建学の精神 

デジタルハリウッド大学は、平成 16(2004)年に構造改革特別区域法に基づく規制の特例

措置として認定され設立した株式会社立大学である。 

当初は、大学院大学(専門職大学院)として開学し、翌平成 17(2005)年には、4 年制大学

の設置を行い、現在に至っている。 

本学を設立した目的および経緯は設置認可申請書に記載されている。背景として 20 世

紀後半から始まった、世界のあらゆる“知”のデジタル化によって、それまで独立してい

た産業の融合が進み、コンピュータとインターネットが、人類の生活に無くてはならない

社会基盤となった今、デジタルコミュニケーションの本質を理解した人材を育成すること

が急務である、という想いである。 

この想いのもと、デジタルハリウッド大学は設立され、建学の精神を以下のように定め

ている。 

 

(1)建学の精神 

知の創造と伝授こそ、人類の歴史を単なる生物の営みでなく、高度な文明と文化を持

つ生物の歴史として成らしめているものと言えよう。知を表現し他者に伝えることがで

きるという人間が持つ特徴的な能力を、更に進歩させうる人材育成を行うことこそが、

未来に渡り人類の繁栄を確かなものとするために、必要かつ欠くべからざるものである

という信念のもと、ここに大学を開学する。 

 

(【資料 F-9】大学院等の設置の趣旨及び特に設置を必要とする理由を記載した書類) 

(【資料 F-10】学部等の設置の趣旨及び特に設置を必要とする理由を記載した書類) 

 

２．使命・目的、教育研究目的 

本学は、平成 16(2004)年に大学院大学として開学し、その後デジタルコンテンツ学部の

設置に至った。その経緯から学部・大学院において、それぞれ使命・目的を定めている。 

 

(1)デジタルハリウッド大学の使命・目的 

本学は、教育基本法に則り、学校教育法の定める大学として、真偽、善悪、美醜の 3

つの概念を基礎にした高等教育により、広く人類社会の発展に寄与する人材を育成する

と共に、それに付随する研究開発を行うこととし、これをもって文化向上と社会発展に

寄与することを使命とする。 

 

(2)デジタルハリウッド大学院の使命・目的 

本大学院は、教育基本法に則り、学校教育法の定める専門職大学院として、人類が産

み出す無数の知から、新たな知の関係を創造・構築することにより、広く人類社会の発

展に寄与する人材を養成すると共に、それに付随した高度かつ実践的な研究開発を行う
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こととし、これをもって文化向上と産業発展に寄与することを使命とする。 

 

この使命・目的は、建学の精神で掲げている“知”に対して、4 年制大学では、真偽、

善悪、美醜の 3 つの概念を基礎にした人材育成・研究開発をその使命として掲げ、大学院

では、新たな知の関係を創造・構築することにより、広く人類社会の発展に寄与する人材

養成・高度かつ実践的研究開発を行うことをその使命として定められている。 

 

また、学部・大学院共に使命・目的に基づき、下記の通り教育研究目的を定めている。 

(1)デジタルコミュニケーション学部の教育研究目的 

デジタルコミュニケーション学部は、クリエイティビティ、ＩＣＴ(Information 

Communication Technology)、英語を教育の基軸に置き、教養と専門的な学術を教授研

究することにより、「判断力」「創造力」「コミュニケーション力」を有し、国際社会に

貢献できる人材を育成することを目的とする。 

 

(2)デジタルコンテンツ研究科の教育研究目的 

デジタルコンテンツ研究科は、ビジネス、クリエイティビティ、ＩＣＴの融合こそが、

これからの社会において重要かつ欠かすことのできない要素であるとの認識のもと、深

く専門の学術を教授研究し、実学に根ざす卓越した応用力と実践力に富む人材を養成す

ることを目的とする。 

 

３．本学の個性・特色 

本学の最大の個性・特色は、構造改革特別区域法(平成十四年十二月十八日法律第百八

十九号)第 12 条第 1 項に規定されている学校教育法の特例として、学校設置会社による大

学設置の認定を受け設立されている点にある。 

それと共に、文部科学省関係構造改革特別区域法第二条第三項に規定する省令の特例に

関する措置及びその適用を受ける特定事業を定める省令(平成十五年三月三十一日文部科

学省令第十八号)第6条及び第7条に規定されている大学設置基準などの特例を受けており、

開学当初は、空地及び運動場に係る要件の弾力化を受けていた。 

 

本学の設立にあたっては、秋葉原という立地にキャンパスを構えることが最重要事項の一

つであった。日本のコンテンツ産業の中心地として発展・進化を続けている秋葉原で教育

を行い、実社会で起こっている最先端の事例、刺激を日常生活の中で目の当たりにするこ

とが、学生の知的好奇心を喚起し、教育効果を最大化するために必須であるとの確信があ

ったためである。 

 その後、秋葉原メインキャンパス、秋葉原セカンドキャンパス、秋葉原サードキャンパ

ス、御茶ノ水キャンパスの４つのキャンパスを有したが、近隣とは言えキャンパスが４箇

所に点在していたため、学生や教員が授業の合間にキャンパス間を移動するのに時間がか

かる等、利便性が課題とされていたことから、キャンパスの一箇所への集約を検討し、2012

年 7 月より。秋葉原より徒歩圏の駿河台キャンパスへ移転および統合を行った。これによ

り、学生や教職員の利便性を向上させるだけでなく、余分な数の教室を無くし、もう一つ
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の課題としていた図書室の面積の拡大やカフェテリアの設置等の施設の充実を実施するこ

とが出来た。 

また、「デジタルハリウッド大学の建学の精神」の冒頭でも述べた本学の想いは、平成

14(2002)年 7 月に知的財産戦略会議により取り纏められた「知的財産戦略大綱」において

も同様の趣旨が盛り込まれており、「知的財産を生み出す人材の育成」「優れたデジタルコ

ンテンツを今後とも世界に供給していくための基盤確保」など国家戦略としての喫緊の課

題であるとの方針が示された。 

その後の知的財産基本法の制定や知的財産戦略本部の設置、知的財産推進計画の策定と

いった一連の動きは周知のことだが、本学の設置会社は平成 6(1994)年の設立時からデジ

タルコンテンツを生み出す人材の育成を目的としており、国家の一員としてその戦略・方

針にいち早く貢献したいという強い想いから、スモールパッケージでの設立が可能であっ

た特例措置を受けての大学・大学院の設置申請を行うこととした。 

現在受けている特例措置は下記の通りであるが、運動場については、平成 18(2006)年度

より八王子制作スタジオに保有している。 

 ・学校設置会社による学校設置事業 

 ・空地に係る要件の弾力化による大学設置事業 

 ・運動場に係る要件の弾力化による大学設置事業 

 

大学院大学及び学部の設置に際しては、当然のことながら、大学設置・学校法人審議会

大学設置分科会の審査を受け設置認可されており、大学設置基準などの適用は受けている

が、私立学校法のように、主に学校法人に関して規定された法令の適用は直接的には受け

ていない。会計処理に当たっても同様で、学校法人会計基準ではなく、企業会計が適用さ

れる。 

従って、通常の学校法人立の私立大学が享受し得る、私学助成や税制上の優遇措置を本

学は受けることができない。また、大学教育・学生支援推進事業をはじめとする国公私立

大学を通じた大学教育改革の支援プログラムなども募集の対象外となっており、学生納付

金のみをその原資として、大学運営を行っている。 

そのため、限られた原資の中で、高等教育機関としての使命を果たすためには、「如何

に今ある資源を効率的、有効的に活用し、教育、研究、社会貢献などといった高等教育機

関としての本質、責務を果たすか。」という視点を常に持ち続けることが重要であり、その

ことに開学当初から注力し続けている。現状では、人材育成への資源配分を最優先として

おり、特に施設・設備などに関しては、他の学校法人と比して、見劣りする点も否めない

が、高等教育機関の本質を踏まえた運営が行われていると認識している。 

近年、中央教育審議会の答申において、社会や学生からの多様なニーズに対応する大学

教育の在り方の重要性が指摘されているが、本学では、開学当初より株式会社立ならでは

の「顧客主義」を大学運営に取り入れている。 

それを実現するための種々の取組みは、基準ごとの記載に委ねるが、顧客たる学生に提

供する教育の質向上こそが、現状取り得る大学運営の最重要課題と認識し、それを経営方

針としている。 

今後は、その方針を堅持しつつも、経営の更なる改善・効率化を推進し、研究によりも
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たらされた新たな知の社会への積極的な還元、学内での研究費補助の拡充による研究環境

や施設設備などの学修・学生生活環境面の更なる充実などにも注力することで、文化の向

上・社会の発展に寄与していきたい。 

 

そこで、上述した設立の根底に流れる想いやその使命・目的などを達成するため、本学

では、以下のような施策を講じている。 

 

(1)実務経験を有する教員による授業 

本学では、学則第 1 条に定めている使命・目的のひとつに社会発展・産業発展に寄与

することを掲げているが、その使命・目的を実現するための特徴ある取組みとして実務

の経験を有した教員を多く配置している。 

学部においては、専門科目を担当する教員の多くは実務経験を有しており、また、大

学院では、学則第 4 条の 2 教育目的において「実学に根ざす」とする旨を謳っている通

り、ほぼすべての科目において、実務家教員を採用している。 

これは、コンテンツ産業や関連したＩＴビジネスの業界は、技術革新に伴い既存の知

識が陳腐化するスピードが早く、常に最先端の情報を把握し、教育内容に活かす必要が

あるためである。そのため、最新の事例を踏まえた授業を行うことができ、知識修得だ

けではとどまらない最先端の実務に即した内容修得を可能としている。 

学生にとっても、実際にその業界の最前線にいる実務家教員と接することにより、将

来希望する業界についての最新の情報、希望する業界に進むための指導、助言をもらえ

るなど、キャリア形成の観点からも実務家教員による授業の効果は非常に高い。 

 

(2)学部における分野横断的な履修を可能にした教育課程 

教育研究上の目的である「判断力」「創造力」「コミュニケーション力」を養うため、

本学学部はデジタルコミュニケーション学部デジタルコンテンツ学科の1学部1学科に

より構成され、分野横断的な履修を可能としている。 

世界のあらゆる“知”のデジタル化によって、それまで独立していた産業の融合が進

み、コンピュータとインターネットが、人類の生活に無くてはならない社会基盤となり

つつある現在では、誰もが大量の情報を瞬時に入手することが可能となった。このよう

な社会環境において、文化向上、社会発展に寄与する人材を育成するためには、①社会

に溢れる多種多様な情報から、必要な情報のみを取捨選択し有効に活用する力(判断力)、

②情報を使いやすく・判りやすく他者へ伝えるための発想・表現する力(創造力)、③自

己が得た情報を、他者に適切に、的確に伝える力(コミュニケーション力)が必要となる。 

この 3 つの力を修得するには、経済、社会、工学、美術といった多領域に渡る学問を

融合的に学ぶことが求められるため、このような教育課程・学部の構成としている。 

なお、専門領域での史実や知見を用いることによって、それぞれの学問領域の本質を

学べるよう一般教養科目も履修年次を限定せず、学士に相応しい高い教養を修得できる

よう構成している。 
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(3)大学院における分野融合的な教育課程 

社会人が多く学ぶ本学では、教育研究目的である、「ビジネス」「クリエイティビティ」

「ＩＣＴ」の融合を実現するために、これら 3 分野とその融合領域を学生自身の経験や

キャリアプランにあわせて学ぶことのできる教育課程編成となっている。 

それを効率化するための教育手法として、異なる専門領域を持つ複数の教員により指

導を行う「クロスティーチング」や、授業の進行や課題に当該学習領域において企業や

行政と連動し、実存する課題に取組む「プロジェクトベース教育」を行っている。 

結果、あらゆる「メディア」「コンテンツ」「産業」をデジタル技術や表現手法によっ

て繋げ、新たなコンテンツ、ビジネス、サービスを創造できる高度専門職業人材「次世

代プロデュース人材」の育成を行っている。 

 

(4)教育研究の成果と産業や社会への貢献 

本学はデジタルコンテンツ分野における先端的な教育研究を行う大学・大学院であり

高度デジタル化社会における豊かさの追求とそれに対する貢献こそ、本学の使命とであ

ると認識している。そのため、産業や社会に有益で実効性のある成果を生み出すと共に、

その成果を発信・提案することに注力している。 

端的な取組みとしては、専門職大学院における各種成果発表会があげられる。例えば

毎年 2 月に行われる「デジタルハリウッド大学大学院 成果発表会」では、学生が作成

した本学の教育研究領域に関連するビジネスプランを、毎年 100 人以上の来場者(投資

家、企業、各種団体)に対し発表・提案している。提案の核となるデモコンテンツの制

作が義務付けられた発表は実効性が高く、来場者とのマッチングや経済産業省からの助

成金獲得を経て事業化するという実績に結びついている。 

この他、企業や外部団体との共同研究やプロジェクトにより、それらが抱える問題解

決にも貢献し、産業や社会の活性化に貢献している。 

 

(5)大学運営に深く関わる職員 

本学の職員の業務は事務処理だけにとどまらず、大学運営の企画・実施に深く関わっ

ている。 

これは日本国内の大学を取り巻く「大学全入時代」や「多様化する学生の価値観」と

いった社会的背景に対応するために、教員や経営者だけでなく、一般職員でも大学とし

てのビジョンや使命、経営的視点を強く認識し、日々の行動の指針とする必要があると

いう考えに基づく。 

そのため、本学では、大学運営における重要事項を決議する「学部教授会」「大学院

教授会」や教員の教育力向上のための教員研修、「ファカルティ・ディベロップメント

委員会」、並びに各種委員会などへ、職員を陪席若しくは構成員として参加させている。

そこでは、会議資料の作成や議事録作成に留まらず、各種施策の基本方針案の策定やフ

ァシリテーションなども行っており、大学における意思決定に主体性を持ち臨むことで、

視座が高まり、資質向上へと繋がっている。 

また、体制面においては、現状、教務課、学生課といった分業制を採らず、学生には

「大学事務局」として窓口を一本化している。これにより学生の利便性向上、並びにワ
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ンストップサービスを行うことによる学生情報の一元化を実現し、より学生視点に立っ

た大学運営の企画・実行を可能としている。 

さらに、教員が教育と実務(研究)に専念できるように、学生の出席管理や授業準備補

助などは、職員が行っている。これにより、日々行われている授業の情報をより深く収

集することを可能としている。 

経営の効率化を念頭に置きながら、大学の使命・目的の実現を目指すという株式会社

社員としての使命を実現するためにも上記の施策は不可欠である。職員が大学での意思

決定に構成員として参画することを可能にしているのは、大学事務局が、すべての学

生・すべての教員の意見・要望・状況などを隈なく収集・把握しているためである。 

 

(6)顧客主義の大学運営 

本学の設置会社は、平成 6(1994)年の設立時からデジタルコンテンツを生み出す人材

の育成を目的として、専門スクールを運営してきた。そこでは、「顧客(受講生)に、よ

り良いサービス(教育)を提供する。」という株式会社として当然の行動指針があった。

大学院大学設置までの約 10 年間で醸成・蓄積された、その指針及び風土は、本学の設

置にあたっても引き継がれ、開学当初から「教育の質向上」を常に意識した取組みを継

続して実施している。 

例えば、授業改善アンケート「エヴァリエーションシート」によって、顧客である学

生の意見・提案などを全科目、毎回の授業において回収している。それら意見・提案は、

当該担当科目の教員のみならず、大学事務局や「学部教授会」「大学院教授会」「ファカ

ルティ･ディベロップメント委員会」などにおいて周知され、検討・改善されている。 

また、改善・工夫がなられている授業は、教員研修の際に、ティーチング・シェアリ

ングとして、他の教員にも共有されており、大学全体とて教育力の向上が図られている。  
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Ⅱ. デジタルハリウッド大学の沿革と現状 

１．沿革(斜体は設置会社に係わる事項) 

1994 年 10 月 デジタルハリウッド株式会社設立 専門スクール開校 

2004 年 2 月 デジタルハリウッド大学院大学 設置認可 

 4 月 
デジタルハリウッド大学院大学(専門職大学院：デジタルコンテンツ研

究科デジタルコンテンツ専攻) 開学 

 4 月 デジタルハリウッド大学院大学 初代学長杉山知之 就任 

 11 月 デジタルコミュニケーション学部(四年制大学) 設置認可 

2005 年 4 月 

四年制大学(デジタルコミュニケーション学部デジタルコンテンツ学

科) 開学  

デジタルハリウッド大学に名称変更 

 4 月 デジタルハリウッド大学 初代学長杉山知之 就任 

 4 月 大阪サテライトキャンパス 設置 

 7 月 日本経済団体連合会(日本経団連) 入会 

 7 月 附属研究機関 メディアサイエンス研究所 設立 

  海外の大学 15 校と単位互換に関する基本協定 締結 

2006 年 4 月 秋葉原セカンドキャンパス 設置 

 7 月 八王子制作スタジオ 設置 

  海外の大学 4 校と単位互換に関する基本協定 締結 

2007 年 4 月 秋葉原サードキャンパス 設置 

 4 月 附属研究機関 国際アニメ研究所 設立 

 4 月 
デジタルコミュニケーション学部デジタルコンテンツ学科 収容定員

増認可(入学定員 190 人を 250 人に変更) 

 12 月 明治大学と交流連携事業に関する基本協定 締結 

  海外の大学 1 校と単位互換に関する基本協定 締結 

2008 年 4 月 キャリアセンター 設立 

 3 月 
デジタルハリウッド大学大学院 外部認証評価委員会による認証評価

を受け、「基準に合致している」と評価される 

  海外の大学 5 校と単位互換に関する基本協定 締結 

2009 年 2 月 産学官連携センター 設立 

2010 年 4 月 同窓会組織 デジタルハリウッド校友会 設立 

  海外の大学１校と単位互換に関する基本協定 締結 

2011 年  中国・上海に「デジタルメディア芸術学院」 設置 

2013 年 4 月 駿河台キャンパス 移転 
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２．現状 

(１)大学名 

デジタルハリウッド大学 

 

(２)所在地 

・駿河台キャンパス 

東京都千代田区神田駿河台 4-6 御茶ノ水ソラシティ アカデミア 3F／4F 

・八王子制作スタジオ(八王子キャンパス) 

東京都八王子市松が谷 1 番地 

・大阪サテライトキャンパス 

大阪市北区鶴野町 4-11 朝日プラザ梅田ビル 2F 

 

(３)学部・大学院構成 

・学部：デジタルコミュニケーション学部 デジタルコンテンツ学科 

・大学院(専門職大学院)：デジタルコンテンツ研究科 デジタルコンテンツ専攻 

 

(４)学部・大学院の学生数 

デジタルコミュニケーション学部 デジタルコンテンツ学科 

1 学年 2 学年 3 学年 4 学年 合計 

278 人 266 人 315 人 241 人 1,100人

 

デジタルコンテンツ研究科 デジタルコンテンツ専攻 

1 学年 2 学年 合計 

70 人 208 人 278 人 

 

(５)教員、職員数 

教員 教授 准教授 講師 合計 

デジタルコミュニケーション学部 17 人 11 人 5 人 33 人 

デジタルコンテンツ研究科 12 人 5 人 1 人 17 人 

合計 29 人 16 人 6 人 51 人 

 

職員 
事務系 合計 

30 人 30 人 
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Ⅲ. 「基準」ごとの自己評価 

 

基準 1. 建学の精神・大学の基本理念及び使命・目的 

(教育の理念・目的・目標、大学の個性、特色等) 

 

1-1. 建学の精神・大学の基本理念が学内外に示されていること。 

＜1-1 の事実の説明(現状)＞ 

1-1-① 建学の精神・大学の基本理念が学内外に示されているか。 

建学の精神の学外への周知方法としては、本学のＷｅｂサイトへ掲載することにより、

広く社会に公表している。また、資料請求者や入学検討者に対し配布しているパンフレッ

ト(学校案内) などに記載すると共に、学校説明会や個別相談会などで直接伝えることによ

り、周知を図っている。 

学内への周知方法としては、教員に対する取組みとして 1 年ごとに契約を交わす業務委

託契約書と併せて書面で配付している。 

また、学生に対しては入学時に配付する「学生ガイドブック」に記載すると共に入学式

や卒業式などの公式行事において、学長自らが大学の建学の精神を語る場を設け周知を図

っている。 

 

建学の精神を記載しているＵＲＬ 

学 部：http://www.dhw.ac.jp/profile/about/ 

大学院：http://gs.dhw.ac.jp/profile/about/ 

 

＜1-1 の自己評価＞ 

本学では主要な広報媒体や学内資料において建学の精神を公表している。 

また、入学検討者に対し本学の建学の精神を理解したうえでの入学を願っており、その

ため入学前の学校説明会や個別相談会などで本学の建学の精神を伝えている。 

 

＜1-1 の改善・向上方策(将来計画)＞ 

今後とも、前述の方法を継続し、建学の精神を学内外に示していく。保護者に向けても

提示していく。 

 

1-2. 大学の使命・目的が明確に定められ、かつ学内外に周知されていること。 

＜1-2 事実の説明(現状)＞ 

1-2-① 建学の精神・大学の基本理念を踏まえた、大学の使命・目的が明確に定められて

いるか。 

本学は、平成 16(2004)年に大学院大学として開学し、その後デジタルコミュニケーショ

ン学部の設置に至った。その経緯から学部・大学院にてそれぞれ使命・目的を定めている。 

 

(1)デジタルハリウッド大学の使命・目的 

本学は、教育基本法に則り、学校教育法の定める大学として、真偽、善悪、美醜の 3
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つの概念を基礎にした高等教育により、広く人類社会の発展に寄与する人材を育成する

と共に、それに付随する研究開発を行うこととし、これをもって文化向上と社会発展に

寄与することを使命とする。 

 

(2)デジタルハリウッド大学院の使命・目的 

本大学院は、教育基本法に則り、学校教育法の定める専門職大学院として、人類が産

み出す無数の知から、新たな知の関係を創造・構築することにより、広く人類社会の発

展に寄与する人材を養成すると共に、それに付随した高度かつ実践的な研究開発を行う

こととし、これをもって文化向上と産業発展に寄与することを使命とする。 

 

この使命・目的は建学の精神で掲げている知の創造と伝授こそ、人類の歴史を単なる生

物の営みでなく、高度な文明と文化を持つ生物の歴史として成らしめているものである、

という考えから、学部では知に対する真偽、善悪、美醜の 3 つの概念を基礎にした高等教

育が使命とし掲げられた。大学院はそれらの無数の知から、新たな知の関係を創造・構築

することにより、広く人類社会の発展に寄与する人材を育成することを目的としている。 

 

1-2-② 大学の使命・目的が学生及び教職員に周知されているか。 

基準 1-1 で述べた建学の精神と同様、使命・目的も学生、教職員に向けそれぞれ周知を

図っている。 

また、基準 3-1 で述べる本学の教育研究目的は使命・目的を踏まえ作られたもので、教

育課程の編成方針にも反映されている。そのため、教員はその編成方針に沿って授業を計

画し、実施している。 

  

1-2-③ 大学の使命・目的が学外に公表されているか。 

学外に向けては、本学のＷｅｂサイトやパンフレット(学校案内) などで公表している。 

 

学部の使命・目的のＵＲＬ：http://www.dhw.ac.jp/profile/about/ 

大学院の使命・目的のＵＲＬ：http://gs.dhw.ac.jp/profile/about/ 

 

＜1-2 の自己評価＞ 

学内、学外共に主要な広報媒体や学内資料を通じて使命・目的を公表している。 

学内に設置している産学官連携センターにおける企業や官公庁との取組みも、日常の教

育研究活動では接触のない企業又は官公庁に対して本学の使命・目的の周知を行うのに寄

与している。 

 

＜1-2 の改善・向上方策(将来計画)＞ 

今後も主要な広報媒体や学内資料、及び教育そのものにおいて本学の使命・目的を継続

的に周知していく。 
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[基準 1 の自己評価] 

建学の精神、使命・目的共に、主要な広報媒体や学内資料により、学内外に対して適切

に公開・周知している。そして、それらが教育課程の編成方針においても十分反映された

ものになっている。 

また、学長自ら学部・大学院の必修科目を担当することにより、本学の建学の精神及び

使命･目的を全学生に伝えている。 

建学の精神、使命・目的をより周知させるために、その趣旨を反映した「すべてをエン

タテインメントにせよ！(Entertainment! It’s everything.)」というスローガンを掲げ、

キャンパス内に掲示している。 

 

[基準 1 の改善・向上方策(将来計画)] 

今後とも本学の建学の精神及び使命・目的を継続的に公表・周知し、産業界のみならず、

広く社会に貢献することを目指す。 
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基準 2. 教育研究組織 

 

2-1. 教育研究の基本的な組織(学部、学科、研究科、附属機関等)が、大学の使命・目的

を達成するための組織として適切に構成され、かつ、各組織相互の適切な関連性が

保たれていること。 

＜2-1 の事実の説明(現状)＞ 

2-1-① 教育研究上の目的を達成するために必要な学部、学科、研究科、附属機関等の教

育研究組織が、適切な規模、構成を有しているか。 

学部の教育研究上の目的は、学部学則第 3 条の 2 に明記の通りであり、大学院の教育研

究上の目的は、大学院学則第 4 条の 2 に明記の通りである。 

この目的を達成するための教育研究上の基本組織として、学部・大学院を下図の通り設

置している。 

 

【図 2-1-1】基本組織図 

  

 

本学は、学部においてデジタルコミュニケーション学部デジタルコンテンツ学科を設置

し、大学院はデジタルコンテンツ研究科デジタルコンテンツ専攻を設置している。 

学部・大学院とも共通の研究対象である「デジタルコンテンツ」を総合的に研究し、そ

の成果を循環させ、活性化させるという目的からすべての研究室活動を束ねる組織として、

メディアサイエンス研究所を設置している。 
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【図 2-1-2】組織概念図(研究所の位置付け) 

 

 

さらに、本学の教育研究活動の基盤体制の強化と国際的で先進的な研究活動を行うとの

目的から国際アニメ研究所を設置している。また、大学が社会で公共的な役割を担うとい

う社会貢献の意味から、産学官連携センターを設置している。 

 

以下、本学の教育研究組織を記載する。 

(1)学部 

テレビ、ラジオ、映画、新聞、雑誌などあらゆるメディアのデジタル化により、それ

まで独自に発展してきた各産業が融合され、「コンテンツ産業」が誕生した。その急速

な発展により、この産業を支える人材は圧倒的に不足している。本学はコンテンツ産業

の発展に寄与する人材を輩出するため、デジタルコミュニケーション学部デジタルコン

テンツ学科の 1 学部 1 学科を設置した。 

デジタルコンテンツという学術分野は先進的な融合分野であり、その内容は芸術、経

済、工学など多領域に渡っている。このような様々な学問領域を融合的に学べる 1 学部

1 学科制は教育研究上の目的である「判断力」「創造力｣「コミュニケーション力」を養

ううえで重要な役割を担っており、本学の特色となっている。 

学部の入学定員は 245 人(平成 22(2010)年度より入学定員245人、編入学定員5人)、

合計収容定員数は 1,000 人である。専任教員の数は 33 人で、大学設置基準を満たして

いる。 
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(2)大学院 

平成 14(2002)年に日本政府が知的財産立国を宣言して以来、「わが国の優れたコンテ

ンツが幅広くユーザーに楽しまれ、関係者に適正な収益をもたらすためには、国際的に

も活躍できるプロデューサーの育成が喫緊の課題」と報告されており、そのためには従

来の研究者養成の大学院ではなく、欧米型の経営学大学院(ＭＢＡ)などに見られるよう

な高度の専門性が求められる職業を担うための深い学識、卓越した能力を培うことを目

的とした専門職大学院の必要性が提言されたことを受け、本学では大学院にデジタルコ

ンテンツ研究科デジタルコンテンツ専攻の 1 研究科 1 専攻を、修士課程(専門職)として

設置している。 

デジタルコミュニケーションが加速度的に発達する 21 世紀にリーダーシップを発揮

できるのは、デジタル技術とコンテンツによって産業や文化にイノベーションを起こせ

る人材である。大学院はこうした力を身につけた人材を「次世代のビジネスプロデュー

サー」と定義し、ビジネス、クリエイティビティ、ＩＣＴ(Information Communication 

Technology)の 3 分野を理解し融合できる能力の証明として、修了者に対しデジタルコ

ンテンツマネジメント修士(専門職)という学位を授与している。 

大学院の入学定員は 80 人、合計収容定員数は 160 人である。専任教員数は 17 人(専

門職大学院設置基準(平成 15 年文部科学省令第 16 号)附則第 2 項の規定により、大学院

設置基準を満たしている。 

 

(3)メディアライブラリー(図書館) 

本学における教育研究の水準維持と発展を図るために、学生の学習及び教養の涵養に

必要な資料を収集・保管し、教育研究の基盤となる蔵書を備え、その情報提供に努めて

いる。 

 

(4)メディアサイエンス研究所 

学部・研究科の研究室を有機的に結びつけ、研究成果の価値の最大化を図る役割を担

っている。それら研究から得られた知見は教育課程のみならず、産業界や社会にも還元

されている。 

主な実績としては、文部科学省の「平成 19 年度 経済産業省近畿経済産業局 アジ

アコンテンツプロデューサー人材育成事業」において本研究所の研究テーマが研究開発

プロジェクトとして採択された。 

 

(5)国際アニメ研究所 

日本のアニメを世界へ発信する監督やプロデューサーの後継者不足、制作工程の海外

アウトソーシングに伴う産業空洞化といった問題に対応すべく平成 19(2007)年 4 月に

設置した。 

主な実績としては、アニメ業界を中心とした様々な企業を招いたアニメ・ビジネス・

フォーラムを定期的に開催している。 
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(6)産学官連携センター 

民間企業・自治体との共同研究などを通じた研究成果の社会還元、新産業の創出及び

地域産業の活性化を推進するため、平成 21(2009)年 2 月に産学官連携センターを設立

した。活動内容としては、産学官連携による共同研究の仲介、ＩＣＴ人材育成に関する

産業界・自治体への企画提案、産学官連携に関する情報発信・交流などを実施している。 

 

主な実績は、以下の通り。 

① スタイラスペンのセーラー万年筆株式会社との共同開発（三淵啓自研究室） 

② 平成 23(2011)年度経済産業省関東経済産業局補助事業である国際競争力のあるコ

ンテンツやクリエイティブ産業の新市場、新商品、新サービスの創出を目指すビジ

ネスネットワーク基盤構築プロジェクト「Creative Connection Tokyo」における本

学教員による研究会 

 

なお、メディアサイエンス研究所、国際アニメ研究所、産学官連携センターについて

は、物理的な施設を伴わず、各々の目的を果たすための機能として存在している。 

 

2-1-② 教育研究の基本的な組織(学部、学科、研究科、附属機関等)が教育研究上の目的

に照らして、それぞれ相互に適切な関連性を保っているか。 

本学の基本的な組織が教育目的に照らして適切な関連性を保つために、以下のような組

織間の取組みを行っている。 

デジタルコミュニケーションの本質を理解した人材を育成し、そのような人材をデジタ

ルコンテンツ業界に輩出していくということは、学部・大学院共通の本学の想いである。 

具体的には、学部では、クリエイティビティ、ICT、英語を教育の基軸に置き、教養と

専門的な学術を教授研究することにより、国際社会に貢献できる人材の育成を目的とし、

大学院では、デジタルコンテンツ業界において、デジタル技術とコンテンツによって、ビ

ジネスをプロデュースできる人材の育成を目的としており、それぞれの目的別に教育研究

組織を設けたうえで学部と大学院で一貫性を持った教育を行っている。近年では、より社

会に貢献できる人材となるために、学部から大学院へ進学する学生が増加傾向にある。 

また、学部においては、国際アニメ研究所と連携を図っている。学部に在籍するアニメ

関連科目の担当教員と国際アニメ研究所が協働し、デジタルによるアニメ制作教育にまつ

わる書籍の執筆を行なうなど、アニメ制作についての知見を集約し、アニメ関連産業への

還元に努めている。 

開学以来、大学院においては、企業の課題解決や新しい取組みの提案を目的に「プロジ

ェクト科目」を開講し、実務に即した教育研究を行ってきた。平成 21(2009)年に産学官連

携センターが設置されたことで、より企業、産業、社会の課題やニーズを把握できるよう

になり、それらの情報は学内で共有され、学部・大学院の教育課程編成に活かされるよう

になった。 

メディアサイエンス研究所においては、基準 2-1-①の通り、学部・研究科の研究室を有

機的に結びつけ、研究成果の価値の最大化を図る役割を担っている。 
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＜2-1 の自己評価＞ 

学部・大学院は、規模、構成の両面において、大学設置基準を満たしており適切である。

また、基準 2-1-②の通り、本学の教育研究目的に照らして、それぞれの組織が相互に適切

な関連性を保っている。 

なお、本学の附属研究所は専有の施設を有していない。そもそも本学の研究所とは、物

理的施設そのものを指すものではなく、各教員が研究した成果を有機的に結びつけ価値の

最大化を図るための機能を持った組織を指すものである。 

 

＜2-1 の改善・向上方策(将来計画)＞ 

本学の教育研究上の目的を達成するため、附属機関の活動は重要である。これらを更に

実際の教育へ展開し充実させていくために、運営体制を整備していく方針である。 

 

2-2. 人間形成のための教養教育が十分できるような組織上の措置がとられていること。 

＜2-2 の事実の説明(現状)＞ 

2-2-① 教養教育が十分できるような組織上の措置がとられているか。 

本学は、基準 2-1-①の通り、1 学部 1 学科の小規模な単科大学であり、教養教育に特化

した組織は設置していない。しかしながら、教養教育をはじめとしたカリキュラムの運営、

改善は、「学部教授会」のもとに設置された「カリキュラム検討委員会」にて検討されてい

る。カリキュラム策定にあたっては、学長や教員の意見もさることながら、就職支援や各

授業担当教員の補助を行っている職員も参加し、カリキュラム策定の際に大きな判断材料

となっている。 

学部では国際的に活躍できる人材の育成を教育研究上の目的として掲げており、一般教

養科目だけでなく、充実した留学プログラムが設置されており、「留学委員会」により運営

されている。また、大学事務局内に留学を専門に担当する職員を配置し、留学先や留学希

望者の情報を「留学委員会」にて共有している。 

その他、本学に在籍している外国人留学生への日本語教育も実施しており、日本語科目

の担当教員と留学生担当職員がワーキンググループとして「日本語検討委員会」を編成し、

「カリキュラム検討委員会」と協力しながら教養教育の充実を行っている。 

さらに、将来の目標の設定と自己実現に主体性を持って取組むことを目的とした「セル

フディベロップメント科目群」を設置している。 

 

 

2-2-② 教養教育の運営上の責任体制が確立されているか。 

教養教育のみを統括する特別組織は構成されていないが、「カリキュラム検討委員会」

がその役割を担っている。本委員会には学長が委員長として参加しており、教養教育の内

容面での責任体制はもとより、運営上の責任体制は確立されている。 

 

＜2-2 の自己評価＞ 

「カリキュラム検討委員会」で教養教育を含めた定期的な議論を行っており、学長が委

員長を務めているため責任体制は明確である。「カリキュラム検討委員会」には、教員だけ
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でなく、就職支援や学生の授業運営サポートを行っている職員も参加しているため、多角

的な意見を取り入れることができている。 

 

＜2-2 の改善・向上方策(将来計画)＞ 

人間形成のための教養教育は、学部の教育研究目的からみても重要であり、社会の状況

を鑑みながら「カリキュラム検討委員会」の主導のもと見直しを行っていく。 

 

2-3. 教育方針等を形成する組織と意思決定過程が、大学の使命・目的及び学習者の要求

に対応できるよう整備され、十分に機能していること。 

＜2-3 の事実の説明(現状)＞ 

2-3-① 教育研究に関わる学内意思決定機関の組織が適切に整備されているか。 

本学の教育研究に関する意思決定の組織図は下記の通りである。 

 

【図 2-3-1】教育研究の基本的な組織図 

 

 

 

学部では、学則第 14 条に定める審議事項については「学部教授会」で審議し、決議を

行っている。また、「学部教授会」の下部組織として「デジタルハリウッド大学教員会規則」

第 9 条に基づき「カリキュラム検討委員会」「学務委員会」「留学委員会」「入試委員会」「教

員選考委員会」が設置され、専門委員会ごとに審議事項・決議事項を定め、「学部教授会」

で報告又は決議を行っている。 

大学院では、学則第 46 条に定める審議事項については「大学院教授会」で審議し、決
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議を行っている。また、「大学院教授会」の下部組織として「デジタルハリウッド大学大学

院教授会規則」第 6 条に基づき「カリキュラム検討委員会」「入試委員会」「教員選考委員

会」が設置され学部と同様の体制を設けている。 

附属機関などでの決定事項は、「学部教授会」「大学院教授会」において報告し、全学的

な意思統一と連携を図っている。 

大学運営を円滑に行うため、「利益相反マネジメント専門委員会」「ファカルティ・ディ

ベロップメント委員会」「自己点検委員会」を設置している。これらの委員会は全学的な委

員会として位置付けている。 

 

2-3-② 教育研究に関わる学内意思決定機関の組織が大学の使命・目的及び学習者の要求

に対応できるよう十分に機能しているか。 

教育研究に関する意思決定は、「学部教授会」「大学院教授会」で行っている。また、学

習者の要求については次に示す方法によって組織的に把握している。 

 

（1） 学部、大学院共に、毎回の授業で行う「エヴァリエーションシート」と学期終了後

に実施しているアンケートを通して、教育課程や授業満足度に関する意見要求を集

約している。 

 

（2） 学部では、職員による「ゼミ担任制」により、担当職員が直接学習者とコミュニケ

ーションをとることによって情報収集を行っている。 

 

（3） 大学院では、各ラボ(ゼミ)のリーダーを務める学生による「ラボ長会」の開催を定

期開催している。 

 

これらを全学的に集約する職員が「学部教授会」「大学院教授会」に陪席し、教員と情

報を共有することにより適切に対応している。 

 

＜2-3 の自己評価＞ 

学内意思決定機関の組織は、「学部教授会」「大学院教授会」が設置されている。また、

「学部教授会」及び「大学院教授会」の下部組織として、各種委員会が設置され、適宜審

議・決議されており、適切に機能している。そこには専任教員に加え、職員も構成員や陪

席者として参画し、大学事務局で集約した学生や教員の要望・意見に基づいた提案を行っ

ており、それらは本学の意思決定において重要な要素になっている。 

 

＜2-3 の改善・向上方策(将来計画)＞ 

教育研究に関わる学内意思決定機関の組織が大学の使命・目的及び学習者の要求に対応

できる体制が整備されているため、これを維持継続していく。今後とも職員が積極的に意

見などの集約を行い、学内の意思決定過程に貢献していく。 
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［基準 2 の自己評価］ 

本学の教育研究の組織は適切な規模と構成で設置され、大学設置基準及び専門職大学院

設置基準を満たしている。 

小規模大学という特性を活かし、学長が「学部教授会」「大学院教授会」をはじめ、主

要な委員会に参加し、リーダーシップを発揮しながらも、教職員の建設的な意見も交えた

大学運営が適切に行われている。学長が主要な委員会に参加できる現在の環境は、大学全

体の経営方針や目指すべき方向性を直接的に共有することを可能とし、教育研究に関わる

学内意思決定過程においてその効果は大きい。 

教育研究を支える運営上の組織として、「学部教授会」「大学院教授会」及び各種委員会

などが適切に整備されており、これらの組織の円滑な連携と運営に職員が積極的に関わる

ことにより、相互に適切な関連性を保ちながら意思決定及び業務執行が行われている。 

また、学習者からの要求も基準 2-3-②の通り、大学事務局から全学的に情報集約が行わ

れることにより、適切に対応できている。 

 

［基準 2 の改善・向上方策(将来計画)］ 

本学の教育研究上の目的を達成するため、附属機関の活動は重要である。これらを更に

実際の教育へ展開し充実させていくために、運営体制を整備していく方針である。 

また、今後とも職員が積極的に学内の意思決定過程に貢献していく。 
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基準 3. 教育課程 

 

3-1. 教育目的が教育課程や教育方法等に十分反映されていること。 

＜3-1 の事実の説明(現状)＞ 

3-1-① 建学の精神・大学の基本理念及び学生のニーズや社会的需要に基づき、学部、学

科又は課程、研究科又は専攻ごとの教育目的が設定され、学則等に定められ、か

つ公表されているか。 

本学の教育目的は、学部は学則第 3 条の 2、大学院は学則第 4 条の 2 に定められ、それ

ぞれのＷｅｂサイト、又は学内グループウェアにより公表されている。 

基準 1 の通り、「知を表現し他者に伝えることができるという人間が持つ特徴的な能力

を、更に進歩させうる人材育成を行うこと」を不可欠としているのが建学の精神であり、

これを実現する人材育成を行うことを教育研究目的として掲げている。 

具体的には、学部は広く知に対するリテラシーを有し国際社会に貢献できる人材の育成、

大学院は専門の学術を他分野と融合させ実践することのできる人材の養成、以上がそれぞ

れの教育研究目的となる。 

また、知の表現の多くがデジタルコンテンツとして扱われている現代社会において、そ

の表現手法の発展、ビジネスへの応用は必要不可欠であり、知的財産戦略本部や日本経団

連における近年の報告書においても本学の研究目的に適った内容がまとめられている。 

 

(1)学部の教育研究目的 

デジタルコミュニケーション学部は、クリエイティビティ、ＩＣＴ(Information 

Communication Technology)、英語を教育の基軸に置き、教養と専門的な学術を教授研

究することにより、「判断力」「創造力」「コミュニケーション力」を有し、国際社会に

貢献できる人材を育成することを目的とする。 

 

(2)大学院の教育研究目的 

デジタルコンテンツ研究科は、ビジネス、クリエイティビティ、ＩＣＴの融合こそが、

これからの社会において重要かつ欠かすことのできない要素であるとの認識のもと、深

く専門の学術を教授研究し、実学に根ざす卓越した応用力と実践力に富む人材を養成す

ることを目的とする。 

 

3-1-② 教育目的の達成のために、課程別の教育課程の編成方針が適切に設定されている

か。 

学部教育課程においては、基準 1 で述べた大学の使命・目的や、基準 3-1-①で述べた学

部の教育研究目的に則り、判断力、創造力、コミュニケーション力を有し、国際社会に貢

献できる人材を育成すべく、以下の編成としている。 

 

（1） 基礎的なコミュニケーション力として英語力を重要視し、語学科目を「国際コミュ

ニケーション科目群」として設置している。特に、実践的な英語力を養うために多

くの科目を少人数クラスとして設けており、また、留学プログラム自体をカリキュ
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ラムのひとつとして組み入れ、グローバルなコミュニケーション力を育成する。 

 

（2） すべての学生を対象に、自己の将来の可能性と目指す方向性を見つけ出し、それを

達成することを目的とし、「セルフディベロップメント科目群」を設置している。本

学での学習に必要な能力だけではなく、溢れる情報に惑わされず、直面する問題を

多角的な視点から見つめ、問題の本質を見抜いて積極的に解決していく判断力とコ

ミュニケーション力を養成する。 

 

（3） デジタルコンテンツにおける各専門領域の専門科目群(「専門基礎科目群」「専門応

用科目群」「専門アナログ演習科目群」「専門デジタル演習科目群」)を、一つの学科

内に並存させることにより、すべての学生が、関心のある科目を幅広く履修し、複

数領域へ視野を広げ多角的な視点を養えるように、領域横断型の学びを推奨する。 

 

（4） デジタルコンテンツが表現対象とするものは、人間が知るところのすべての知と捉

え、その基盤として「一般教養科目群」を設置している。学習意欲を喚起する方法

論として、専門領域での史実や知見を用いることによって、それぞれの学問領域の

本質を学び、創造力につながる判断力が養われることを目指す。 

 

（5） 専門領域における表現能力を、文化向上・産業発展にまで寄与させる能力を学ぶ「コ

ンテンツビジネス科目群」を設置している。表現をするだけではなく、表現したも

のをどのように情報発信するかが重要であるとし、各専門領域におけるプロデュー

ス能力の修得を目指す科目を多く設置し、高度なコミュニケーション力を育成する。 

 

（6） これらを通した 4 年間の学びの集大成が卒業制作課題であり、「研究科目群」として

設置している。大学で身に付けた知識、思考力、表現力などを駆使して、その成果

を結実させられるよう、少人数のゼミ形式で個別指導を含めて行うこととする。 
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【表 3-1-1】 学部における科目の体系 

科目群 科目種別 
最低履修 
単位数 

国際コミュニケーション科目 

必修 

6 選択必修 

自由選択 

セルフディベロップメント科目 

必修 

10 選択必修 

自由選択 

一 般 教 養 科 目 

経営・経済系 選択必修 

6 情報・自然科学系 選択必修 

芸術・人文科学系 選択必修 

専門基礎科目 
必修 

8 
自由選択 

専門応用科目 自由選択 0 

専門アナログ演習科目 自由選択 0 

専門デジタル演習科目 

ＣＧ・映像関連科目 
選択必修 

12 

自由選択 

Ｗｅｂ関連科目 
選択必修 

自由選択 

デザイン関連科目 

必修 

選択必修 

自由選択 

エンジニア関連科目 
選択必修 

自由選択 

アニメ関連科目 自由選択 

コンテンツビジネス科目 自由選択 0 

研究科目 必修 8 

 

大学院教育課程においては、大学院の使命・目的や、研究科の教育研究目的に則り、「ビ

ジネス」「クリエイティビティ」「ＩＣＴ」の 3 分野を理解し、融合できる人材を養成すべ

く、以下の編成としている。 

 

（1） ビジネス、クリエイティビティ、ＩＣＴの 3 分野の基礎としての、デジタルコミュ

ニケーション時代をリードする人材にとって基盤となる知識、感性、能力などを広

い視野から俯瞰し体現する科目として「基盤科目」を設置している。 

 

（2） ビジネス、クリエイティビティ、ＩＣＴの各分野、及び複数分野の融合領域におけ

る専門知識や実践的手法を修得する「専門科目」を設置している。 

 

（3） 研究成果物を創造する過程を通じて、実行力、融合力、人間力を会得する「研究実

践科目」を配置し、「次世代プロデュース人材」の養成を実践している。 

 

（4） 研究成果を実務の見地から論理的にまとめる「修了課題」を設置している。テーマ

を、新規性があり、かつ、専門職側、業界側からのニーズに適した、理論と実務を

架橋するものとすることにより、「実学に根ざす卓越した応用力と実践力に富む人材

を養成」を実現する。 
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なお、本学ではこのような知識や能力を修得した人材を「次世代プロデュース人材」と

定義している。 

 

【表 3-1-2】 大学院における科目の体系 

科目群 科目種別 
最低履修 
単位数 

基 盤 科 目 

イントロダクション 必修 2 

アビリティ 選択必修 1 

ナレッジ 
必修 2 

自由選択 0 

スキル 選択必修 1 

専 門 科 目 

Ｂ（ビジネス） 選択必修 2（※1） 

Ｃ（クリエイティブ） 選択必修 2（※2） 

I（ＩＣＴ） 選択必修 1（※3） 

Ｂ＋Ｃ 自由選択 0 

Ｂ＋Ｉ 自由選択 0 

Ｃ＋Ｉ 自由選択 0 

研 究 実 践 科 目 

Ｂ 

選択必修 6 

Ｃ 

I 

Ｂ＋Ｃ 

Ｂ＋Ｉ 

Ｃ＋Ｉ 

Ｂ＋Ｃ＋Ｉ 

ＰＪＴ 自由選択 0 

修了課題制作 必修 6 

※1 Ｂ系入学者以外の場合（Ｂ系入学者の場合は自由選択） 

※2 Ｃ系入学者以外の場合（Ｃ系入学者の場合は自由選択） 

※3 Ｉ系入学者以外の場合（Ｉ系入学者の場合は自由選択） 

 

【図 3-1-1】大学院カリキュラム構造概略図 
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また、学問の対象領域に先端的な分野が多いため、その日進月歩の進化に対応できるよ

う、学長を長とする「カリキュラム検討委員会」を随時開催することで、柔軟にカリキュ

ラムの見直しを行っている。 

教育課程の編成方針の公表方法としては、履修ガイダンスや個別履修説明会において職

員が説明し、資料を配付している。 

(【資料 3-5】履修モデル) 

 

3-1-③ 教育目的が教育方法等に十分反映されているか。 

本学の教育目的については、入学前には学校説明会や入学検討者への個別相談会におい

て、学生に対しては、入学式、入学後のガイダンスや、履修時のガイダンスや資料内にお

いて周知を行っている。教員に対しては、業務委託契約締結時に、契約書に添付して配付

している。このようにして、定期的に学生と教職員に理念を浸透させる機会を持ち、教育

に反映するよう徹底している。 

教育研究目的において謳われている判断力、創造力、コミュニケーション力を育成する

ための基盤となる教育手法として、学ぶ技術であると同時に教える技術である「アクティ

ブラーニング」を積極的に取り入れている。学生の自己成長力を引き出すことで、カリキ

ュラム全体の効果を高めるという工夫を行っている。教員への「アクティブラーニング」

手法の共有についても、年に 3 回開催している教員研修にて、教員のデモンストレーショ

ン授業とそれに対する意見交換を通じて、積極的に行われている。 

また、コミュニケーション力を養う方法として、多くの授業でグループワークを行わせ

ている。入学直後の授業から、専門的な演習科目まで、様々な場面でグループでの作業を

行い、共同作業を通じてコミュニケーションに対する経験を積ませている。 

学部ではこれらの教育方法により、デジタルコンテンツ業界はもちろん、その他の分野

でも広く国際社会に貢献できる人材の育成を行っている。 

また、大学院においては以下の教育方法も用い、実学に根ざす卓越した応用力と実践力

に富む人材の養成を行っている。 

 

(1)クロスティーチング 

大学院では、「プロデュース能力開発演習」や「Ｗｅｂ事例研究」「Ｗｅｂプランニン

グ演習」などの科目及び修了課題指導において、二人以上の教員が指導を行うクロステ

ィーチングを採用している。特に修了課題においては、ビジネス、クリエイティブ、Ｉ

ＣＴの分野ごとに指導教員を配置することで、多角的な指導を行い、かつ分野を融合し

た成果を生み出すことに注力している。 

 

(2)プロジェクトベース教育 

高度専門職業人の養成には、理論に加え実務に限りなく近い経験が不可欠であること

から、「Ｗｅｂプランニング演習」「ビジネスモデル演習」「キャラクターマーケティン

グ」などの多くの専門科目と研究実践科目、及びプロジェクト科目において、実務家教

員が持ち込むコンテンツビジネスやネットビジネスに関連した実存する課題解決型案

件に取組んでいる。 
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＜3-1 の自己評価＞ 

学部、大学院共に、教育目的が教育課程や教育方法に反映されている。 

学部においては、複数の専門領域を学べる多角性や、一般教養など、専門科目以外への

広がり、留学プログラムやセルフディベロップメント科目群の設置など、教育研究目的を

体系的に修得できる体制が整っている。 

大学院においても、ビジネス、クリエイティビティ、ＩＣＴの融合を重視し、複数の専

門領域を横断して修得できる科目群の構成や、異なる分野を専門とする教員のクロスティ

ーチングを筆頭に、多角的かつ実践的に教育研究目的を実現できる教育方法を採用してい

る。 

最大の特徴は、実務経験を有する教員を重視して配置していることであると考えており、

学部、大学院共に、学生の起業実績や、最先端の事例を学ぶという点で大きく貢献してい

る。 

 

＜3-1 の改善・向上方策(将来計画)＞ 

教育課程の編成方針に則り、教育目的が教育課程や教育方法などに十分反映されている

ため、これを維持する。 

 

3-2. 教育課程の編成方針に即して、体系的かつ適切に教育課程が設定されていること。 

＜3-2 の事実の説明(現状)＞ 

3-2-① 教育課程が体系的に編成され、その内容が適切であるか。 

学部教育課程は、以下のように体系的な編成を行っている。 

まず、各科目群に必修科目又は選択必修科目を置き、必要な知識などを一つの領域に偏

ることなく修得できるよう配慮をしている。 

専門科目においては、「専門基礎科目群」及び「専門応用科目群」を設置し、順序立て

て修得できる流れとなっている。主に作品制作について学ぶ「専門デジタル演習科目群」

については、ＣＧ・映像・Ｗｅｂ・グラフィックなど、どの分野においても必要とされる

スキルを「グラフィックデザイン演習Ⅰ」に集約し、1 年次前期の必修科目としている。 

一般教養においては、「経営・経済系」「情報・自然科学系」「芸術・人文科学系」の 3

つの系統に分け、それぞれの系統の中で選択必修単位数を指定し、偏りのない教養が身に

付く配慮をしている。また、履修年次を 1 年次から 4 年次と在学中すべての期間とし、専

門科目と併行して学ぶことで、学生自身がより一般教養修得の必然性を実感したうえで履

修することを狙いとしている。 

学生の人間力の醸成を促す「セルフディベロップメント科目群」の必修科目については、

大学生活の前半である 1 年次前期から留学開始前の 2 年次前期までの間に、社会人基礎力

を培う 3 科目を設置しており、留学が終了した 3 年次後期にも 1 科目を設置し、卒業後の

進路について見つめ行動する機会としている。 

大学院教育課程は、基盤科目、専門科目、研究実践科目、修了課題制作の 4 層構造とな

っている。このなかで特筆すべきは、入学者の経験や能力により、入学者ごとに選択必修

科目が異なることである。具体的には、ビジネス、クリエイティブ、ＩＣＴの 3 分野の中
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での入学者各々の得意分野を入試時に判断し、それ以外の分野を一定数以上履修すること

を義務づける仕組みにすることで、本学の教育研究目的である「ビジネス、クリエイテイ 

ティブ、ＩＣＴの融合」を実現するための教育課程編成となっている。 

なおこれらの教育課程に、より実効力を持たせるべく、履修登録時には職員が入学者全

員と面談することで、本人の意思やキャリアプランに応じた履修計画の作成を指導してい

る。 

 

3-2-② 教育課程の編成方針に即した授業科目、授業の内容となっているか。 

教育課程は編成方針に即した科目を配置しており、学部教育課程においては、各科目群

の内容は次の通りである。 

 

(1)国際コミュニケーション科目群 

英語科目を中心として、中国語、韓国語、外国人留学生のための日本語が科目として

設定されている。特に、国際社会への貢献という教育研究目的に従い、国際共通語であ

る英語科目をその中心として設定している。英語科目は、実践的な英語力を重視してい

るため、英会話授業を中心とし、留学や就職のためのＴＯＥＦＬⓇ・ＴＯＥＩＣⓇ対策

科目、またビジネス英語科目まで設置し、少人数教育を行っている。 

 

(2)セルフディベロップメント科目群 

本学での学習に必要な能力を醸成する「アクティブラーニング」や、判断力・コミュ

ニケーション力の基礎である「情報リテラシー」「日本語文章表現基礎」、社会に出てか

らの人間力を醸成する「社会人基礎力」「キャリアガイダンス」「社会人基礎力実習」、

より高次な判断力・コミュニケーション力を醸成する「ロジカルシンキング」「リーダ

ーシップ論」を設置している。 

 

(3)一般教養科目群 

「経営・経済系」「情報・自然科学系」「芸術・人文科学系」の 3 つの領域を設け、そ

れぞれ専門領域での史実や知見を用いることによって、それぞれの学問領域の本質を学

べるよう科目を設置している。また、それぞれの領域において歴史から学ぶということ

に重きを置き、史実から様々な教養を深める科目も多く設置している。 

 

(4)専門科目群 

「専門基礎科目」「専門応用科目」「専門アナログ演習科目」「専門デジタル演習科目」

の 4 つの科目群を設置している。「専門基礎科目」「専門応用科目」は、デジタルコンテ

ンツ各領域の概論から各論までを、年次を追って高度になる形で配置している。「専門

アナログ演習科目」は、デジタルコンテンツ各領域における表現力の基礎となる、アナ

ログでの表現技術を身に付ける演習授業が配置されており、コンピュータを使った表現

力を身に付ける「専門デジタル演習科目」で修得する能力の基盤、かつ、補完となる科

目配置としている。 
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(5)コンテンツビジネス科目群 

3 年次から 4 年次にかけて設置しており、自身の表現を効果的に情報発信するための

様々な能力の修得を目指す。デジタルコンテンツ各領域のプロデュース論から、企業論

やマーケティング論についての科目を設置している。 

 

(6)研究科目 

4 年間の集大成として、「卒業制作課題」と、それを制作するためのゼミを設置して

いる。このゼミについては、3 年次後期から受講させることにより、卒業制作について

十分な理解と準備を行い、4 年次に臨むよう指導している。 

 

大学院教育課程においては、各科目群の内容は次の通りである。 

 

(1)基盤科目群 

デジタルコミュニケーション時代をリードする人材にとって基盤となる知識、感性、

能力などを広い視野から俯瞰しつつ体得することを目的とし設置している。「デジタル

コミュニケーション原論」等による「イントロダクション」をはじめ、「プロデュース

能力開発演習」3 科目からなる「アビリティ」、「コンテンツビジネスにおけるライツ」

「コンテンツ振興政策概論」ら 4 科目からなる「ナレッジ」、「デジタルコンテンツ表現

演習」「Ｗｅｂプログラミング演習」ら 4 科目からなる「スキル」の 4 モジュール、合

計 14 科目にて構成され、その名の通り本課程の基盤をなしている。 

 

(2)専門科目群 

ビジネス、クリエイティビティ、ＩＣＴの 3 分野に各々の融合領域を加えた計 6 モジ

ュール、合計 37 科目にて構成されている。 

具体的には「ビジネス系モジュール」では「ビジネスプランニング演習」をはじめと

する 7 科目、「クリエイティブ系モジュール」では「デジタルコンテンツ表現手法」を

はじめとする 5 科目、「ＩＣＴ系モジュール」では「ＩＣＴソリューション導入手法」

をはじめとする 4 科目、「ビジネス＋クリエイティブ系モジュール」では「ヒットコン

テンツ事例研究」をはじめとする 10 科目、「ビジネス＋ＩＣＴモジュール」では「イン

ターネットマーケティング」をはじめとする 6 科目、「クリエイティブ＋ＩＣＴ系モジ

ュール」では「未来のインターフェイス」をはじめとする 5 科目にて編成されている。

いずれも高度専門職業人に必要な実践的内容となっており、本課程の中核を担っている。 

 

(3)研究実践科目群 

研究成果物を創造する課程を通じて、「デジタルコンテンツマネジメント修士(専門

職)」に必要な、実行力、融合力、人間力を会得するための科目である。具体的には 14

のラボからなっており、学生各自が基盤科目や専門科目での学修を活かし、各々のテー

マに沿って 1 年間研究活動を行う。 
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(4)修了課題制作 

修了課題制作は、本課程の集大成として、新規性があり、かつ、専門職側、業界側か

らのニーズに適した、理論と実務を架橋するテーマについて、企画書もしくは論文形式

でまとめるものである。 

 

3-2-③ 年間学事予定、授業期間が明示されており、適切に運営されているか。 

学部では、年間の行事予定や授業期間は、「学年暦」としてＷｅｂサイトやグループウ

ェア上で公開している。これは、学生用のガイドブックにも記載しており、毎年 4 月のガ

イダンス時にも配布している。 

大学院においても、大学院生用のガイドブックに記載しており、グループウェア上で公

開している。 

年次途中で変更が生じる場合は、学生全体への告知を行い、変更内容の周知徹底を行っ

ている。 

また、各科目については、グループウェア上で公開しているシラバスに、実施期間、授

業計画とその概要などを記載している。 

 

3-2-④ 単位の認定、進級及び卒業・修了の要件が適切に定められ、厳正に適用されてい

るか。 

本学における、すべての科目の成績評価方法は、当該科目のシラバスに記載されている。

成績は、5 段階評価(学部：秀、優、良、可、不可／大学院：Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ)で表し、

秀～可／Ｓ～Ｃまでを合格とし、不可／Ｄを不合格としている。素点による基準は、秀／

Ｓから 100～90 点、89～80 点、79～70 点、69～60 点、59 点以下としている。 

学部の進級要件は、3 年次を終えた時点での取得単位数が 90 単位以上かつ、3 年次まで

に配当されている必修・選択必修科目のすべてを修得している。 

卒業要件は、4 年の修業年限を満たし、必修・選択必修科目をすべて修得し、合計 124

単位以上取得することが条件となっている。 

大学院では修了要件を 34 単位と定めている。ただし、学則第 7 条第 2 項に規定されて

いる通り、本学では、教育内容に関連するＩＣＴ又はコンテンツ関連分野(Ｗｅｂ・映像・

放送・出版・ゲーム・マーケティングなど)での職務経験 3 年以上、若しくは同等の能力を

有すると本学が判断した場合は、特例として 1 年で修了することを認めている。なお、こ

の場合は、入学前の願書提出時にその旨を願い出ると共に、入試選考時に別途審査を受け

ることが必須となっている。 

また、教育研究目的に謳われている各分野(ビジネス、クリエイティビティ、ＩＣＴ)の

融合を実現するために、自身の専門分野の「修了課題制作」に対して、他の分野の教員か

らの指導と評価が入る、「クロスティーチング」を実施している。 

なお、卒業、修了にあたっては、学部は卒業判定会議、大学院は修了判定会議を以て全

学生の判定を行い、「学部教授会」「大学院教授会」で最終決裁を行うという形で厳正な運

用を行っている。 
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3-2-⑤ 履修登録単位数の上限の適切な設定など、単位制度の実質を保つための工夫が行

われているか。 

学部では、自身の学習成果を把握し、計画的に履修を進めることができるように、GPA

（グレード・ポイント・アベレージ）制度の導入を行っている。 

また、これまで半期で履修できる最大履修単位数を 30 単位としていたが、単位制度の

実質化の観点から、半期で 22 単位とした。ここで GPA 制度を活用し、GPA が 3.5 以上の学

生は 30 単位を、GPA3.0 以上は 26 単位を履修可能としている。 

 そのほか一部の演習科目については、適切な学習量が保てるよう、半期に 2 科目までの

制限を設定している。 

 

【図 3-2】学部履修単位の上限設定 

（2 年次～4 年次） 

GPA 基準 本来の半期上限単位数 緩和された半期上限単位数 

累積 GPA3.5 以上 22 単位 30 単位 

累積 GPA3.0 以上 22 単位 26 単位 

（1 年次後期） 

GPA 基準 本来の半期上限単位数 緩和された半期上限単位数 

累積 GPA3.5 以上 26 単位 30 単位 

累積 GPA3.0 以上 26 単位 30 単位 

※1 年次前期は上限単位数の緩和は無い。 

 

大学院においては、1 年間 25 単位を上限としている。(1 年制の場合は 36 単位) 

  

3-2-⑥ 教育内容・方法に、特色ある工夫がなされているか。  

学部および大学院共通での取組みは、次の通りである。 

 

(1)実務経験を有する教員による授業 

本学では、数多くの実務経験を有する教員が授業を担当しており、実際の社会で同時

進行的に起こっている現象や事例が教材になることにより、学生に対して強い刺激を与

えている。特に、デジタルコンテンツを取り巻く環境は日進月歩であり、常に最新の情

報を入手することが重要になるため、学生にとっては大きな利点となる。 

 

(2)授業改善アンケートの活用 

本学では、すべての毎回の授業後に、「エヴァリエーションシート」という授業改善

アンケートを学生から取得しており、これは授業の効果測定としての機能だけではなく、

教員と学生が協同で授業を活性化させることを最大の目的とした取組みとして、機能し

ている。 
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(3)著名人による特別講義の実施 

正課教育とは別に、ほぼ月に 1 度の頻度で、様々な業界の著名人などによる特別講義

を実施し、学生へ公開している。実績として、国内外の映画監督・プロデューサー、Ｗ

ｅｂディレクター、ＣＧクリエイターはもちろん、外務大臣から科学者まで、最先端で

活躍する姿を学生に伝えることで学習意欲や就業意識の喚起を促している。 

 

学部独自の取組みとしては次の通りである。 

 

(4)分野横断的な履修 

1 つの学科の中で、複数の専門領域の授業を行っているが、これをあえてコース化し

ていないことも大きな特徴である。高校卒業後の、まだ進路が明確に定まっていない学

生に対して、新しい可能性と出会い、自分の将来像を描くことを助けるために、分野横

断的な履修をすることができる。 

 

(5)英語教育 

力を入れている英語教育を担当する教員には、外国人教員を配置している。また、Ｔ

ＯＥＦＬⓇやＴＯＥＩＣⓇは学生のレベル別に目標点数を設定し、細かく指導を行って

いる。 

また、学内において「英語スピーチコンテスト」を開催し授業で学んだことを活かす

場を設けているが、他大学の学生も参加可能とすることで、学生が自分の英語力につい

て相対的な実力を把握できるようにしている。 

 

(6)留学プログラム 

協定校への留学をプログラムとして用意している。原則として留学期間も本学での休

学扱いとはせず、1 年間留学に行っても 4 年間で卒業できる仕組みとなっている。学費

に関しても、本学との協定校(7 カ国 19 校)への派遣留学の場合は、協定校の学費 100

万円を上限として本学への通常の学費納入のみで留学でき、協定校以外への留学におい

ても最大 70 万円の奨励金を支給することで、学生の経済的負担を軽減している。 

更に大きな特徴として、留学の手続きなどを外部業者に委託せず、専任の職員がすべ

て行っており、きめ細かく学生への留学相談を行っている。また、留学した学生には、

専任職員が学生からの定期的な報告をもとに生活等のアドバイスをしたり、必要に応じ

て留学先大学の留学生担当職員と連携し、様々なケアを行っている。 

また、留学した先輩の学生の体験談を聞く機会を、英語科目の授業内で設定している。 

 

(7)新入生海外研修 

学部におけるカリキュラム上の重要科目である英語の必要性を入学直後の時点で理

解させ、かつ、コンテンツ産業の世界最前線であるアメリカ ハリウッドの映画関連産

業など、海外でのコンテンツ制作機関に触れる機会を設けることで入学後の意欲向上を

図るため、新入生は原則参加として実施している。 

また、現地滞在中には学長の特別講義を実施し、大学の建学の精神などを伝えると共
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に、これからのデジタルコンテンツ産業及び社会の展望、そこで活躍すべき人材に求め

られる姿勢などを新入生に対して伝えている。 

 

(8)実践的な課題 

授業内で提示する課題に、企業から提供されたテーマやコンテスト応募を目的とした

題材を取り入れ、全学生の創作意欲を刺激するよう工夫している。学生は、企業の前で

プレゼンテーションをする機会を与えられる。実際にポスターや映像が採用されて、就

職のための実績として活用されている。 

企業による提供テーマは教員のネットワークから持ち込まれることもあり、実務経験

を有する教員を多く抱える本学の特徴でもある。 

 

(9)インターンシップの推進 

学生である間に、学びの内容が社会でどのように役立つかを知ることができ、近い将

来の就職活動においても役立つ社会経験を積むべく、インターンシップを正課科目であ

る「社会人基礎力実習」として設置している。インターンシップは本学キャリアセンタ

ーを通じて応募をする形式の他に、学生自らが受入先企業や、ＮＰＯ、自治体など様々

な団体に対してアプローチする方法を取ることができる。また、学生が応募する際には、

担当教員及び職員が応募書類の指導からマナー指導までを行い、不安なく取組めるよう

対応している。 

 

大学院独自の取組みは次の通りである。 

 

(10)クロスティーチング 

教育研究目的に謳われている融合を実践するために、「プロデュース能力開発演習」

や「Ｗｅｂ事例研究」「Ｗｅｂプランニング演習」などの科目、及び修了課題指導にお

いて、2 人以上の教員が指導を行うクロスティーチングを採用している。特に修了課題

においては、ビジネス、クリエイティビティ、ＩＣＴの分野ごとに指導教員を配置する

ことで、多角的な指導を行い、かつ分野を融合した成果を生み出すことに注力している。 

 

(11)プロジェクトベース教育 

高度専門職業人の養成には理論に加え実務に限りなく近い経験が不可欠であること

とから、「Ｗｅｂプランニング演習」「ビジネスモデル演習」「キャラクターマーケティ

ング」などの多くの専門科目と研究実践科目、及びプロジェクト科目において、実務家

教員が持ち込む本学の教育研究領域に関連した実践的な案件に取組んでいる。特にプロ

ジェクト科目においては、企業や諸団体、アーティストなどとの実際のビジネス案件を

そのまま科目として開講することも可能としている。また、産学官連携センターは、積

極的に学外に働きかけることで前述のような案件の獲得にも貢献している。 

 

(12)起業家育成のためのプログラム 

デジタルコンテンツマネジメント関連分野における起業家育成に積極的に取組んで
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いる。具体的には、「アントレプレナーシップ」を配置した専門科目ビジネス系モジュ

ールにて、起業マインドの高揚、ベンチャーキャピタルの理解、経営シミュレーション

などを実施させ、研究実践科目の「プロジェクト科目」などによって、具体的な事業計

画の策定を行っている。これらの取組みの成果として、開学以来の 9 年間で 33 社の起

業実績を残している。 

(【資料 3-7】大学院生起業実績) 

 

(13)英語による授業の開催 

グローバル化の波における本学の試みとして、英語による専門分野の授業が行なわれ

ている。具体的には、「アニメビジネス研究」と「ゲームデザイン」の授業が開催された。 

 

(14)数多くの学外への成果発表機会 

投資家、企業、各種団体などから毎年 100 人以上の来場者がある「デジタルハリウッ

ド大学大学院 成果発表会」や、メディアサイエンス研究所に所属する各研究室の優れ

た成果を発表する「メディアサイエンス研究所研究発表会」をはじめ、外部ゲストを招

聘して行われる各授業内での成果発表など、本学では、学生が学外にその成果を発表で

きる機会を数多く設けている。 

 

(15)プライマリープログラムによる若年層支援 

近年、本学の教育研究領域の重要性が広く認識されるにつれ、学部及び他大学からの

進学者や若年層、留学生が増加している。社会のデジタル化、グローバル化に歩をあわ

せて育ち、優れた感性を持つものの、ビジネス経験の浅い彼らの本学における学修・研

究活動を支援するために、「プライマリープログラム」を入学前のプログラムとして平

成 21(2009)年度より実施している。主な内容は、キャリアプランの構築とビジネス及

びコミュニケーションスキルを補完するための講義及び体感型のプログラムである。 

 

(16)新入生を対象とした合宿 

本学の教育研究目的を理解し、学生間の交流・融合を促進するために、入学直後の 4

月の年 1 回実施している。内容は修了時のイメージの明確化、ビジネスプラン作成グル

ープワーク、コミュニケーション演習などである。 

 

(17)メディア補講 

研究実践科目を除くすべての授業を映像で保存しており、授業を欠席した学生は、後

日その授業をＤＶＤなどにて視聴することができるようにしている。 

 

＜3-2 の自己評価＞ 

学部、大学院共に、教育課程の編成方針に即して、体系的かつ適切に教育課程が設定さ

れている。 

各自の将来のキャリア、研究分野を視野に入れ、各科目や分野を十分に理解したうえで

の履修が重要であるため、履修登録説明には重きを置き、体系的な履修計画が立てられる
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よう指導している。学部では、大学生活 4 年間の計画的な目標設定という観点を与えるた

めの履修モデル･キャリアデザイン説明会だけでなく、職員が質問を受け付ける履修相談会

も開催している。大学院でも、全体説明会と相談会の 2 段階で設定しており、特に相談会

は入学者全員と行い、本人の意思やキャリアプランに応じた履修計画の作成を指導してい

る。 

 

＜3-2 の改善・向上方策(将来計画)＞ 

教育課程の編成方針に即して、体系的かつ適切に教育課程が設定されているため、これ

を維持継続していく。 

 

 

3-3. 教育目的の達成状況を点検・評価するための努力が行われていること。 

＜3-3 の事実の説明(現状)＞ 

3-3-①  学生の学習状況・資格取得・就職状況の調査、学生の意識調査、就職先の企業ア

ンケートなどにより、教育目的の達成状況を点検・評価するための努力が行われ

ているか。 

(1)学習状況 

1．エヴァリエーションシート 

本学では、日々の点検方法として、全授業後に学生に対して「エヴァリエーションシ

ート」を配信しており、これにより、学生がいかに授業に能動的に臨んだか、理解を出

来たか、興味を持っているか、不明な点はないか、などをデータとして取得し、学習状

況を点検・評価している。集計結果は、毎月の「学部教授会」「大学院教授会」、教員と

共有を行い、その場で話し合われる。また、学内グループウェアを使って、全教員と担

当職員は、常時閲覧が可能である。 

さらに、大学院においては、「エヴァリエーションシート」から回収された意見を職

員がまとめ、教員にその要約と共にメール配信するようになっている。また、「エヴァ

リエーションシート」に「満足度」という項目を設け、この数値によって、教員評価を

行っている。各学期に満足度上位 3 科目の教員を表彰しているが、これにより教員間に

競争原理をもたらし、教育の質を高める努力がなされている。 

 

2．科目別の到達目標確認と結果の振り返り 

学部において各専門科目を担当する教員は、各期の開始時及び終了時に、到達目標の

確認と結果や改善方法について共有するワーキンググループを実施している。 

大学院においては、各教員が次期の授業に改善できるよう、「エヴァリエーションシ

ート」とは別に、科目ごとに学期末アンケートを実施している。 

 

3．卒業制作課題・修了課題の進捗発表の場の設定 

学部、大学院共に、卒業制作課題及び修了課題について、中間発表を行う場を設けて

おり、学生の修得状況を確認することができる。大学院においては、それに加え、他分

野を専門とする教員による指導「クロスティーチング」を行い、多角的に進捗の確認及
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び学生への指導ができる体制を整えている。 

 

4．学生の意識調査 

年に 2 回、各期末に学生の学期末アンケートを配信し、各学生の学習上の悩みや不満

を把握し、改善すべき点には当該学生に連絡をとるなどの対策を講じている。 

 

(2)資格取得 

学部では、一部の英語科目において、ＴＯＥＩＣⓇの点数を成績評価に取り入れ、目

標点数を明示して授業を行っている。また、入学時にもＴＯＥＩＣⓇを受検させ、その

点数により必修英語科目のレベル分けを行っている。この時採取した点数から、1 年後

に点数がどの程度変化したかを指標として点検し、授業内容の評価を行っている。また、

選択必修科目である「日本語文章表現基礎」では、日本語検定の受検結果を、成績評価

に取り入れている。 

 

(3)就職状況の調査 

キャリアセンターの職員は、就職希望者全員と個別面談を行い、個々人に合った就職

指導を行うとともに、最終学年である毎回ゼミのクラスに足を運び、定期的なアンケー

トや学生との直接対話で、ゼミ生全員の就職活動状況を把握している。 

大学院においては、修了生に対して、年に 2 回の進路調査アンケートを行い、新たな

起業情報なども収集している。 

 

(4)インターンシップ研修評価 

学部での科目「社会人基礎力実習(インターンシップ)」においては、受入先企業の教

育担当者より、研修評価表として、期間中のビジネスマナー、モチベーション、コミュ

ニケーション、プロフェッショナリズム、ビジネススキルの 5 つの大項目について、そ

れぞれ 3 項目ずつ 4 段階での評価と、学生へのコメントを収集している。 

また、これを一つの資料として、「社会人基礎力実習」の担当教員は学生と面談を行

い、単位認定を行っている。 

 

＜3-3 の自己評価＞ 

毎回の授業で配信される「エヴァリエーションシート」の運用は、学習状況の点検や授

業の改善に役立っている。 

また、学期末アンケートも併せて、定期的に学生の状況を調査して、教育目的の達成状

況を点検する取組みを行っている。 

本学における、学生の最終的な達成状況の点検・評価は、卒業制作課題・修了課題の内

容が指標となっており、今後の教育方法などを改善する際の大きな要素となっている。 

就職状況の調査に関しても、学部は独自の「ゼミ担任制」を採っており、教員や学生と

日々密に接することによって、最新の状況を把握しており、その状況に添ってキャリアセ

ンターが対策を講じている。 
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＜3-3 の改善・向上方策(将来計画)＞ 

「エヴァリエーションシート」の学部生における回答率向上策を検討するため、「ファ

カルティ･ディベロップメント委員会」の議題とし、今後も引き続き検討を図っていく。 

 

[基準 3 の自己評価] 

本学の教育目的は、建学の精神、使命・目的に基づいて定められており、教育課程及び

方法はその教育目的を達成するために採られている。 

学部・大学院共に、過去の卒業生にＩＣＴやコンテンツに関わる産業に就職又は起業し

た者が多い点や、その他の産業にて本学で修得した知識を活かして活躍していることを鑑

みても、本学の教育課程は十分な効果を得ていると考える。 

平成 25(2013)年度 3 月末時点での起業者数 33 人である。その他、起業、転職に至らず

とも、所属している勤務先において、当該専門職大学院にて修得した知識を活かし得る部

署に配置転換され、新部署やサービスを立ち上げた者も多数いることから、教育課程は十

分な効果を得ている。 

加えて、実務経験を有した教員を多数配置しているため、日進月歩の技術や事例につい

て、最新の情報が授業に反映されることは、大きな強みである。 

 

[基準 3 の改善・向上方策] 

「エヴァリエーションシート」の回答率向上策を検討するため、「ファカルティ・ディ

ベロップメント委員会」の議題とし、今後も引き続き検討を図っていく。 
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基準 4. 学生 

 

4-1. アドミッションポリシー(受入れ方針・入学者選抜方針)が明確にされ、適切に運用

されていること。 

＜4-1 の事実の説明(現状)＞ 

4-1-① アドミッションポリシーが明確にされているか。 

本学のアドミッションポリシーは教育研究目的のもと、学部・大学院にそれぞれに設け

ている。 

 

(1)学部のアドミッションポリシー 

1.サマー・トライアウトＡＯ(アドミッションズ･オフィス)入学試験（夏期講習・課題

方式） 

本学部は、クリエイティビティ、ＩＣＴ(Information Communication Technology)、

英語を基軸に、教養と専門的な学術を学習・研究することにより、「判断力」「創造力」

「コミュニケーション力」を身に付け、国際社会に貢献することを希望している人材に

広く門戸を開くこととする。本試験方式では、本学部での専門的な学習を行うために必

要な、高等学校での幅広い教科における基礎的な学力を有する者や、本学部が重視する

特定の教科(本学部での学習において全般的な基礎となる「国語」、クリエイティビティ

を学ぶうえで基礎となる「芸術」、ＩＣＴを学ぶうえで基礎となる「情報」、国際コミュ

ニケーションを学ぶうえで基礎となる「外国語」の 4 教科の科目)のいずれかに秀でて

いる者を対象とし、デジタルコンテンツに高い関心を有することが、デジタルコンテン

ツ学への高い学習意欲につながるという観点から将来デジタルコンテンツに関する技

術や知識を活用し、世界を視野に活躍することを明確な目標として主張することができ、

本学部の使命・目的と教育研究目的を理解し、適性、特性、将来性、人間性においても

優れた人物を求める。 

 

2.サマー・トライアウトＡＯ(アドミッションズ･オフィス)入学試験（夏期講習・課題

方式）特待生[芸術型・国際型・情報型]選抜 

[芸術型]本学部は、クリエイティビティ、ＩＣＴ、英語を基軸に、教養と専門的な学術

を学習・研究することにより、「判断力」「創造力」「コミュニケーション力」を身に付

け、国際社会に貢献することを希望している人材に広く門戸を開くこととする。本試験

方式では、クリエイティビティにおいて高い基礎能力を有し、学習意欲、適性、特性、

将来性、人間性においても優れている人物を求める。 

[国際型]本学部は、クリエイティビティ、ＩＣＴ、英語を基軸に、教養と専門的な学術

を学習・研究することにより、「判断力」「創造力」「コミュニケーション力」を身に付

け、国際社会に貢献することを希望している人材に広く門戸を開くこととする。本試験

方式では、英語によるコミュニケーションにおいて高い基礎能力を有し、学習意欲、適

性、特性、将来性、人間性においても優れている人物を求める。 

[情報型]本学部は、クリエイティビティ、ＩＣＴ、英語を基軸に、教養と専門的な学術

を学習・研究することにより、「判断力」「創造力」「コミュニケーション力」を身に付
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け、国際社会に貢献することを希望している人材に広く門戸を開くこととする。本試験

方式では、ICT において高い基礎能力を有し、学習意欲、適性、特性、将来性、人間性

においても優れている人物を求める。 

3.ＡＯ(アドミッションズ･オフィス)入学試験 

本学部は、クリエイティビティ、ＩＣＴ、英語を基軸に、教養と専門的な学術を学習・

研究することにより、「判断力」「創造力」「コミュニケーション力」を身に付け、国際

社会に貢献することを希望している人材に広く門戸を開くこととする。本試験方式では、

本学部での専門的な学習を行うために必要な、高等学校での幅広い教科における基礎的

な学力を有する者や、本学部が重視する特定の教科(本学部での学習において全般的な

基礎となる「国語」、クリエイティビティを学ぶうえで基礎となる「芸術」、ＩＣＴを学

ぶうえで基礎となる「情報」、国際コミュニケーションを学ぶうえで基礎となる「外国

語」の 4 教科の科目)のいずれかに秀でている者を対象とし、デジタルコンテンツに高

い関心を有することが、デジタルコンテンツ学への高い学習意欲につながるという観点

から将来デジタルコンテンツに関する技術や知識を活用し、世界を視野に活躍すること

を明確な目標として主張することができ、本学部の使命・目的と教育研究目的を理解し、

適性、特性、将来性、人間性においても優れた人物を求める。 

 

4.自己推薦入学試験 

本学部は、クリエイティビティ、ＩＣＴ、英語を基軸に、教養と専門的な学術を学習・

研究することにより、「判断力」「創造力」「コミュニケーション力」を身に付け、国際

社会に貢献することを希望している人材に広く門戸を開くこととする。本試験方式では、

本学部での専門的な学習を行うために必要な、高等学校での幅広い教科における基礎的

な学力を有する者や、本学部が重視する特定の教科(本学部での学習において全般的な

基礎となる「国語」、クリエイティビティを学ぶうえで基礎となる「芸術」、ＩＣＴを学

ぶうえで基礎となる「情報」、国際コミュニケーションを学ぶうえで基礎となる「外国

語」の 4 教科の科目)のいずれかに秀でている者を対象とし、様々な個性が集まること

が新たな創造を促進するという観点から、様々な長所や特技、経験など各個人固有の特

性を持ち、学習意欲、適性、将来性、人間性においても優れている人物を求める。 

 

5.特待生入学試験(芸術型) 

本学部は、クリエイティビティ、ＩＣＴ、英語を基軸に、教養と専門的な学術を学習・

研究することにより、「判断力」「創造力」「コミュニケーション力」を身に付け、国際

社会に貢献することを希望している人材に広く門戸を開くこととする。本試験方式では、

クリエイティビティにおいて高い基礎能力を有し、学習意欲、適性、特性、将来性、人

間性においても優れている人物を求める。 

 

6.特待生入学試験(国際型) 

本学部は、クリエイティビティ、ＩＣＴ、英語を基軸に、教養と専門的な学術を学習・

研究することにより、「判断力」「創造力」「コミュニケーション力」を身に付け、国際

社会に貢献することを希望している人材に広く門戸を開くこととする。本試験方式では、
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英語によるコミュニケーションにおいて高い基礎能力を有し、学習意欲、適性、特性、

将来性、人間性においても優れている人物を求める。 

 

7.指定校推薦入学試験 

本学部は、クリエイティビティ、ＩＣＴ、英語を基軸に、教養と専門的な学術を学習・

研究することにより、「判断力」「創造力」「コミュニケーション力」を身に付け、国際

社会に貢献することを希望している人材に広く門戸を開くこととする。本試験方式では、

本学部の使命・目的や教育研究目的、学習内容を理解していると本学が指定した高等学

校に所属し、本学部で専門的な学習を行うために必要な高等学校での幅広い教科におけ

る基礎的な学力を有する者や、本学部が重視する特定の教科(本学部での学習において

全般的な基礎となる「国語」、クリエイティビティを学ぶうえで基礎となる「芸術」、Ｉ

ＣＴを学ぶうえで基礎となる「情報」、国際コミュニケーションを学ぶうえで基礎とな

る「外国語」の 4 教科の科目)のいずれかに秀でている者を対象とし、学習意欲、適性、

特性、将来性、人間性において優れている人物を求める。 

 

8.一般入学試験 

本学部は、クリエイティビティ、ＩＣＴ、英語を基軸に、教養と専門的な学術を学習・

研究することにより、「判断力」「創造力」「コミュニケーション力」を身に付け、国際

社会に貢献することを希望している人材に広く門戸を開くこととする。本試験方式では、

本学部での学習において全般的な基礎となる「国語」の基礎力を審査する｢作文試験｣、

クリエイティビティを学ぶうえで基礎となる「芸術」の基礎力を審査する｢デッサン試

験｣、国際コミュニケーションを学ぶうえで基礎となる「外国語」の基礎力を審査する｢英

語試験｣、本学での学習意欲、適性、特性、将来性、人間性を審査する｢面接試験｣の 4

科目から選択した最も得意な 2 科目の組み合わせにより、総合的に秀でた資質を有する

人物を求める。 

 

9.大学入試センター試験利用入学試験 

本学部は、クリエイティビティ、ＩＣＴ、英語を基軸に、教養と専門的な学術を学習・

研究することにより、「判断力」「創造力」「コミュニケーション力」を身に付け、国際

社会に貢献することを希望している人材に広く門戸を開くこととする。本試験方式では、 

当該年度の大学入試センター試験を受験している者を対象に、高等学校で学ぶ様々な科

目がデジタルコンテンツを学習するうえでの基礎となるという観点から、同試験の全科

目から自由に選択した 2 科目の成績による審査により、高等学校での学習全般において、

いくつかの秀でた学力を有する人物を求める。 

 

10.外国人留学生入学試験 

本学部は、クリエイティビティ、ＩＣＴ、英語を基軸に、教養と専門的な学術を学習・

研究することにより、「判断力」「創造力」「コミュニケーション力」を身に付け、国際

社会に貢献することを希望している人材に広く門戸を開くこととする。本試験方式では、

本学での勉学を目的とし、入学後は「出入国管理及び難民認定法」による在留資格「留
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学」を取得又は更新でき、日本語能力試験 2 級若しくは日本留学試験(日本語)200 点以

上、若しくは相当する能力のある者を対象とし、将来日本で学んだデジタルコンテンツ

に関する技術や知識を活用し、国際的な視野で活躍することを明確な目標として主張す

ることができ、適性、特性、将来性、人間性においても優れた人物を求める。 

 

11.3 年次編・転入学試験 

本学部は、クリエイティビティ、ＩＣＴ、英語を基軸に、教養と専門的な学術を学習・

研究することにより、「判断力」「創造力」「コミュニケーション力」を身に付け、国際

社会に貢献することを希望している人材に広く門戸を開くこととする。本試験方式では、

短期大学や専修学校の専門課程(専門学校)の卒業生及び卒業見込み者、4 年制大学の 2

年次修了者などを対象とし、本学の 3 年次の課程から学ぶために必要な基礎能力を有し、

学習意欲、適性、特性、将来性、人間性においても優れている人物を求める。 

 

(2)大学院のアドミッションポリシー 

21 世紀、デジタルコミュニケーションは、一般生活者の常識を遙かに越えて発達を

続けている。これを支えるコンピュータとネットワーク技術は、科学者たちの予測通り

に、着実に進化し、その勢いはいまだ止まる気配をみせていない。デジタルコミュニケ

ーションが発達した近未来社会のモデルとして世界的に認知されるようになった日本

においては、生活のデジタル化は、様々な企業活動をベースに、一般社会に広がってき

ている。しかし、デジタルコミュニケーションの利用については、スタートラインが見

えたといえる状況であり、これからが超高度情報化社会を創造する時期に入る。本格的

なデジタルコミュニケーションの利用が提案され実行されることにより、21 世紀から

の人類社会は、大きな変革を見せることとなる。その変革を起こす人材を育成する目的

で、学校教育法の定める専門職大学院として設立されたのが「デジタルハリウッド大学

院」である。 本大学院では、これからの社会のリーダーたちが持たなければならない

要素は、「ビジネス」、「クリエイティブ」、「ＩＣＴ」であると定義し、それぞれの分野

をバランス良く身に付け融合できる人材を育成するため、既存の大学院には見られない

革新的な教育課程を用意し、修了者に「デジタルコンテンツマネジメント修士」を付与

している。よって本大学院は、以下のような人材を募集する。 

1．「ビジネス」「クリエイティブ」「ＩＣＴ」のいずれかの分野において、実務経験を積

んでいる。あるいは、基盤となる教育(4 年制大学卒など)を受けている人。 

2．以下の 3、4、5 のいずれかを実現するために、本学において、主体的に学習し、積

極的に活動する意志と意欲を持つ人。 

3．クリエイティビティを核として、ビジネスにイノベーションを起こす意志と意欲を

持つ人。 

4．デジタルコミュニケーションを基盤として、新しい産業や新しい文化を創造する意

志と意欲を持つ人。 

5．これからの社会を牽引するリーダーとして、よりよい人類社会の構築に取組む意志

と意欲を持つ人。 
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アドミッションポリシーの周知方法としては、学部・大学院共に本学のＷｅｂサイト、

学生募集要項などの広報媒体や本学が受験検討者やその保護者向けに定期的に開催してい

る入試相談会や、大学説明会などにおいて周知を図っている。 

 

(1)学部のアドミッションポリシーのＵＲＬ 

http://www.dhw.ac.jp/entrance/exam/ 

(2)大学院のアドミッションポリシーのＵＲＬ 

http://gs.dhw.ac.jp/admissions/admission/ 

 

4-1-② アドミッションポリシーに沿って、入学要件、入学試験などが適切に運用されて

いるか。 

本学の入学要件、入学試験は、以下のようにアドミッションポリシーに沿って適切に運

用されている。 

 

(1)学部 

学部の入学試験では、本学部の使命・目的、教育研究目的を理解した人材を広く募集

するために、学力審査のみに頼らない、多様な入試形態を設けている。 

アドミッションポリシー、入試要件については「入試委員会」が審議及び決議し、「学

部教授会」に報告している。また、本学は外国人留学生の受入れも行っており、外国籍

を有し、外国において学校教育における 12 年の課程を修了した者、又はこれに準ずる

者で文部科学大臣の指定した者も、日本人学生と同様に本学の入学試験を受験できる。 

 

各入試制度の詳細は以下に記載する。 

1．サマー・トライアウトＡＯ(アドミッションズ･オフィス)入学試験（夏期講習・課題

方式） 

高等学校において全体の評定平均値が 3.0 以上若しくは、本学部が重視する特定の教

科(「国語」、「芸術」、「情報」、「外国語」の 4 教科の科目)のいずれか 1 つ以上の評定平

均値が 3.3 以上であり、本学部の使命・目的、教育研究目的を理解し、入学意欲の高い

ことを出願の要件としている。選抜方法は、高等学校の調査書、活動記録報告書、志望

理由書、自己推薦書(出願時に課している評定平均値に満たないが、それを補う自己ア

ピールを有する者にのみ課している)で評価する書類審査と、自己プレゼンテーション

を含めた面接試験(芸術型では制作作品のプレゼンテーション、国際型では英語による

プレゼンテーションも含む)を行い、受験生の学習意欲や適性、特性、人間性、将来性

などを多角的に判断したうえで出願可否を決定。出願可となった者が全員参加となる夏

期講習では、夏期講習では、デジタルコミュニケーションの可能性やデジタルコンテン

ツ業界に関する講座、将来に向けたキャリアプランや学習計画の具体的なたて方に関す

る講座、本学で学んでいくうえで基礎となる能力の磨き方に関する講座を開催し、出願

時に提出が必要となる「課題」と、「キャリアプアン＆学習計画表」の作成に必要とな

る基礎的な学習を 1 日かけて行う（2 日程から 1 日程を選択）。夏期講習で学んだこと

をベースに、本学での学習の基礎となる能力を高めていくための「課題」と、将来の目



 

43 

標や実現したいこと、目指す業界や職種など、業界・職種の調査を踏まえてキャリアプ

ランを設定し、入学までの学習計画を設定。高等学校現役生は「キャリアプラン＆学習

計画表」に担任教員の捺印を、現役生以外の者は保護者の捺印が必要となる。 

 

2．ＡＯ(アドミッションズ･オフィス)入学試験（面接方式） 

高等学校において全体の評定平均値が 3.0 以上若しくは、本学部が重視する特定の教

科(「国語」、「芸術」、「情報」、「外国語」の 4 教科の科目)のいずれか 1 つ以上の評定平

均値が 3.3 以上であり、本学部の使命・目的、教育研究目的を理解し、入学意欲の高い

ことを出願の要件としている。選抜方法は、高等学校の調査書、活動記録報告書、志望

理由書、自己推薦書(出願時に課している評定平均値に満たないが、それを補う自己ア

ピールを有する者にのみ課している)で評価する書類審査と、自己プレゼンテーション

を含めた面接試験を行い、受験生の学習意欲や適性、特性、人間性、将来性などを多角

的に判断したうえで合格者を決定している。 

 

3．自己推薦入学試験 

高等学校において全体の評定平均値が 3.0 以上若しくは、本学部が重視する特定の教

科(「国語」、「芸術」、「情報」、「外国語」の 4 教科の科目)のいずれか 1 つ以上の評定平

均値が 3.3 以上であることを、出願の要件としている。選抜方法は、高等学校の調査書、

活動記録報告書、志望理由書(出願時に課している評定平均値に満たないが、本学への

志望意欲が高い者にのみ課している)、自己推薦書で評価する書類審査と、自己プレゼ

ンテーションを含めた面接試験(芸術型では制作作品のプレゼンテーション、国際型で

は英語によるプレゼンテーションも含む)を行い、受験生の学習意欲や適性、特性、人

間性、将来性などを多角的に判断したうえで合格者を決定している。 

 

4．特待生入学試験(芸術型) 

作品の制作経験を有することを、出願の要件としている。選抜方法は、高等学校の調

査書、活動記録報告書、志望理由書(出願時に課している評定平均値に満たないが、本

学への志望意欲が高い者にのみ課している)、自己推薦書で評価する書類審査と、自己

プレゼンテーション、制作作品のプレゼンテーションを含めた面接試験を行い、受験生

の学習意欲や適性、特性、人間性、将来性などを多角的に判断したうえで合格者を決定

している。 

 

5．特待生入学試験(国際型) 

実用英語検定準 1 級相当の資格を有することを出願の要件としている。選抜方法は、

高等学校の調査書、活動記録報告書、志望理由書(出願時に課している評定平均値に満

たないが、本学への志望意欲が高い者にのみ課している)、自己推薦書で評価する書類

審査と、自己プレゼンテーション、英語によるプレゼンテーションを含めた面接試験を

行い、受験生の学習意欲や適性、特性、人間性、将来性などを多角的に判断したうえで

合格者を決定している。 
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6．指定校推薦試験 

本学の使命・目的や教育研究目的、学習内容を理解している高等学校を対象に、指定

校推薦入学試験制度を設けている。その本学が指定した高等学校に所属し、高等学校に

おいて全体の評定平均値が 3.0 以上若しくは、本学部が重視する特定の教科(「国語」、

「芸術」、「情報」、「外国語」の 4 教科の科目)のいずれか 1 つ以上の評定平均値が 3.3

以上で本学の入学を強く希望することを出願の要件としている。選抜方法は、高等学校

の調査書、活動記録報告書、志望理由書(出願時に課している評定平均値に満たないが、

本学への志望意欲が高い者にのみ課している)で評価する書類審査と、自己プレゼンテ

ーションにより受験生の学習意欲や適性、特性、人間性、将来性などを多角的に判断し

たうえで合格者を決定している。 

 

7．大学入試センター試験利用入学試験 

本学への入学を望んでいる者の中で、当該年度の大学入試センター試験を受験してい

るものを対象としている。選抜方法は、当該年度の大学入試センター試験の全科目の中

から 2 科目を選択し、その成績で審査する。また、高等学校の調査書は、選考時の参考

として活用している。 

 

8．一般入学試験 

本学への入学を希望している者を対象としている。選抜方法は、筆記試験(英語、作

文)又は実技試験(デッサン)、面接試験の中から 2 科目を選択し、その成績で審査する。

また、高等学校の調査書は、選考時の参考として活用している。 

 

9．外国人留学生日本国外入学試験 

外国において、学校教育における 12 年の課程を修了した者。又はこれに準ずる者で

文部科学大臣の指定した者で、入学後に「出入国管理及び難民認定法」による在留資格

「留学」を取得又は更新でき、日本語能力試験 2 級若しくは日本留学試験(日本語)200

点以上であることを出願の要件とし、日本国外に試験会場を設置し実施している。選抜

方法は、高等学校の卒業証明書及び成績証明書、志望理由書で評価する書類審査と、自

己プレゼンテーションを含めた面接試験を行い、受験生の日本語能力、学習意欲や適性、

特性、人間性、将来性などを多角的に判断したうえで合格者を決定している。 

 

10．3 年次編・転入学試験 

短期大学や専修学校の専門課程(専門学校)の卒業生及び卒業見込み者、4 年制大学の

2 年次修了者などを対象とし、本学の 3 年次の課程から学ぶために必要な基礎能力を有

すことを出願の要件としている。選抜方法は、出身校の成績や志望理由書などで評価す

る書類審査と、自己プレゼンテーションを含めた面接試験を行い、受験生の学習意欲や

適性、特性、人間性、将来性などを多角的に判断したうえで合格者を決定している。 

 

(2)大学院 

アドミッションポリシーに則り、入学要件を定め、入学試験(書類審査、面接審査)
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を実施している。書類審査では小論文、過去の研究実績、活動実績、志望動機等を総合

的に判断しており、面接審査では、自己プレゼンテーションを行い、キャリア、将来の

抱負、志望動機、研究テーマなどについて述べさせ、様々な視点から高度職業人として

の素養、及びアドミッションポリシーに合致した人物であるかを審査している。また口

頭試問により専門分野の基礎知識や考え､発想力を確認している。 

 

入学試験の実施体制については、学長を長とする「入試委員会」を中心に、教職員の協

力のもと運営している。 

試験日当日は、入試本部を構え、試験問題の配布、回収、管理を行うと共に不測の事態

に備えて入学試験が円滑に進むよう厳重に管理している。 

最終的な合否の判定は「入試委員会」での決議を経て学長が合格者を決定する。 

 

4-1-③ 教育にふさわしい環境確保のため、収容定員と入学定員及び在籍学生数並びに授

業を行う学生数が適切に管理されているか。 

学部では平成 20(2008)年に完成年度を迎えて以降、収容定員に対して適正な在籍学生数

になっている。また、より質の高い授業運営を行うために、語学科目(英語、日本語)にお

いては入学後にプレースメントテストを行い習熟度別に少人数クラスを設けている。学生

一人一人の進捗把握がより必要な演習科目についても、1 クラスにおける履修者数に一定

の定員を設け適正規模での授業運営を行っている。 

また、履修希望者が多い科目についてはクラス数を増設するなどして、履修者数を適正

に調整している。 

 

【表 4-1-1】学部の入学定員・在籍学生数(各年度 5 月 1 日現在) 

項目 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

入学定員 250 人 250 人 250 人 250 人 

収容定員 1,000 人 1,000 人 1,000 人 1,000 人 

在籍学生数 1,085 人 1,132 人 1,109 人 1,100 人 

定員超過率 108.5％ 132.2％ 110.9％ 110.0％ 

※ 収容定員内訳 

平成 22(2010)年度：1 年次 302、2 年次 264、3 年次 259、4 年次 260 人 

平成 23(2011)年度：1 年次 289、2 年次 287、3 年次 309 人、4 年次 309 人 

平成 24 年(2012)年度：1 年次 278、2 年次 278、3 年次 286、4 年次 267 人 

平成 25 年(2013)年度：1 年次 278、2 年次 266、3 年次 315、4 年次 241 人 

 

一方大学院では、多忙な社会人に配慮し「学費単位従量制」「10 年在籍可」といった制度

を採用していたことにより、学生の便宜は図れたものの標準年限である 2 年間で修了する

学生が著しく少ない状態が続き、結果として在籍者数が増加傾向にあった。そのため平成

22 年度より在籍可能期間を 5 年に短縮し、また学費を「入学時一括若しくは学期ごとの納

入」とした。それにより在籍学生数は平成 24 年度をピークに減少傾向にあり、今後徐々に
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定員に近づいていくと考える。また、在学 3 年目以降の学生一人当たりの年間履修授業数

は平均 2.26 科目であり、教育環境は適切水準を担保している。 

 

【表 4-1-2】大学院の入学定員・在籍学生数(各年度 5 月 1 日現在) 

項目 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

入学定員 80 人 80 人 80 人 80 人 

収容定員 160 人 160 人 160 人 160 人 

在籍学生数 269 人 279 人 294 人 278 人 

定員超過率 168.1％ 174.4％ 183.8％ 173.8％ 

 

＜4-1 の自己評価＞ 

本学は、教育研究目的に則ったアドミッションポリシーを明確にし、入学者選抜が適切

に運用されている。 

入学検討者には学校説明会でアドミッションポリシーを説明している。外国人学生に向

けては、海外で行われる日本留学イベントに参加し、アドミッションポリシーを説明して

おり、それに伴い、日本国外入学試験を利用する志願者数も増加している。2013 年度より、

タイでの現地入試を開始している。また、Web サイトも韓国語とタイ語も追加され、国外

からの学生にも理解できるよう努めている。 

また、入学者選抜の際は、アドミッションポリシーに合った学生を確保するために面接

試験を重視している。面接により、入学志願者の一人ひとりの個性、経験、将来性を確認

し、人物評価をして合否判定している。 

 

＜4-1 の改善・向上方策(将来計画)＞ 

アドミッションポリシーについては、引き続き学生募集要項や本学Ｗｅｂサイトなど

様々な広報媒体で積極的に公開し、入学志願者をはじめ高等学校の教員、保護者などに対

して十分に理解してもらう機会を増やしていく。 

大学院の収容定員超過は、基準 4-1-③の通り、平成 22(2010)年度より、学費を入学時

一括若しくは学期ごとの納入とし、在籍可能期間も 5 年に短縮したことで平成 24 年度をピ

ークに減少傾向にあり、今後も徐々に改善するものと考える。 

 

4-2. 学習支援への体制が整備され、適切に運営されていること。 

＜4-2 の事実の説明(現状)＞ 

4-2-① 学習支援への体制が整備され、適切に運営されているか。 

学部の学習支援のための組織体制は設置会社の組織として、学生支援グループが置かれ

ているが、学生や保護者向けには「大学事務局」として案内している。これは、学生の利

便性を考慮し、ワンストップサービスが行えるように、また、情報の共有化やスムーズな

伝達ができるように、一般的な大学で言う教務課、学生課のような分業制をとらず、窓口

を一本化している。 

学習面以外にも学生を支援していく組織(大学入試広報グループ、学務グループ)もある
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が、それらもこの「大学事務局」に内包し、即座の対応を可能としている。 

また、大学院の学習支援のための組織体制は設置会社の組織として、大学院グループが

置かれており、こちらも学生には「大学院事務局」として案内している。 

その他、本学では以下のような学習支援を実施しており、学生の満足度向上を目指して

いる。 

 

(1)学部 

1．新入生海外研修 

目的意識の明確化及び学習意欲の向上を狙いとし、入学直後に海外研修を実施してい

る。本研修では、英語を用いたフィールドワークや、海外のコンテンツ産業の最前線現

場の視察、及び現地で活躍する専門スクールの卒業生を招いた特別講義などを行ってお

り、入学直後のマインドセットとして大きな役割を果たしている。 

 

2．スタートアップウィーク 

新入生に対し、海外研修から帰国後の約 2 週間を「スタートアップウィーク」と称し、

学校生活、履修、留学、就職、奨学金、ＩＴ環境利用方法の各種ガイダンスや履修相談

会及び自ら「学ぶ力」を学び大学生活 4 年間のマニフェストを作成する必修科目「アク

ティブラーニング」を実施するなど、新入生が本学での学生生活を円滑にかつ向上心高

く開始できるようサポートしている。 

(【資料 4-6】平成 25(2013)年度スタートアップウィークのスケジュール) 

 

3．入学ガイダンス・履修ガイダンス 

上記「スタートアップウィーク」の中で、卒業後に進むべき進路や将来のゴール提示

などのキャリアデザインや、そのゴールに向かうための 4 年間の過ごし方、履修、勉強、

推奨する課外活動を入学時に説明し、日常の学生生活を送るうえでの指針としている。 

 

4．各分野説明会の開催  

本学では「グラフィック」「Ｗｅｂ」「3ＤＣＧ」「プログラミング」「映像」「アニメ」

といった演習を中心とした授業を選択必修科目として設定し、1 年次より履修登録を可

能としている。当科目群は学生の興味も高く、進路を模索する大きな要素となるため、

新入生には上記「スタートアップウィーク」の中で、各科目の授業目的や授業内容につ

いての説明会を行い、履修登録検討の際の一助としている。 

 

5．ホームルームによる一年次教育 

新入生対象に、教員が担任となるホームルーム制度（以下「ＨＲ」）を実施している。

2013 年度は 7 名の担任ごとにクラスに分かれ、大学への帰属意識を高めるとともに、

担任教員との面談で本学卒業後の進路や将来についてのキャリアデザインのアドバイ

スや、そのゴールに向かうために 4 年間どのような履修・勉強・課外活動を行うべきな

のかということを再度説明・確認している。休学や退学の相談の際も最初の窓口となっ

ており、学生が持つ問題を解決するためのサポートをしている。 
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6．外国人留学生のフォローアップ 

外国人留学生に対して、留学生用の履修相談、学生生活指導、レベル別日本語授業の

開催などを行っている。 

留学生ならではの不安の解消や、日本での学校生活を快適に過ごすために先輩がアド

バイスをする異文化理解ガイダンスや、日本人学生とも交友を深めるための交流会を実

施している。 

また、必須の演習科目においては、使用頻度の高い言葉を訳した専門用語集を作成・

配付している。多読サロンの設置や、日本語スピーチコンテストの開催など語学力アッ

プに繋がる施策も実施している。 

 

7．パソコン教室の開放及び自習専用パソコン教室の設置 

本学の学生は、アイデアを形にする基礎技術の修得という目的から一人につき一台ノ

ートパソコンの所有を義務付けているが、ＣＧや映像制作においては、より高い性能の

パソコンを使用することが望ましいため、デスクトップパソコンを設置した教室を完備

している。当教室は、授業が行われていない時間は課題制作や自主制作の時間として学

生に開放している。また、授業を行わない自習専用の教室も設置しており、学生は開館

時間内であればいつでも制作をすることができる。 

 

8．オールナイトフリータイム 

特に作品制作過程の終盤においては、レンダリングなど長時間連続してパソコンを利

用した作業をする必要があるため、週に 2 度、夜間にパソコン教室を開放する「オール

ナイトフリータイム」を実施している。 

 

9．保護者へ成績の送付 

期末ごとに発表される成績について、学生は学内グループウェアで確認が可能だが、

保護者に対しては書面で郵送し、情報の共有を図っている。 

 

10．学生表彰 

コンテストや起業・自主制作など、活躍が認められた学生を対象として、学長自らが

学生にねぎらいの言葉をかける学生表彰を行っており、学修意欲の向上・課外活動の活

発化へと繋がっている。 

 

11．卒業制作展の開催 

4 年次の必修科目として設置している「卒業制作課題」のクラスで制作された卒業制

作を一同に展示する展覧会。全作品を審査し、それぞれゼミごとにゼミ賞を決定してい

る。 

3 年次以下の在校生には卒業制作展への来場を促し、さまざまな作品を鑑賞すること

を通じて、将来の学習イメージを持たせると共に、学習意欲を高めるため実施している。 
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12．英会話初級セミナーの実施 

入学直後の海外研修への準備及び授業へのモチベーション向上のため、入学者にネイ

ティブ教員による基礎的な英会話講座を実施している。これは、ＡＯ入学試験などで合

格した入学決定者に対しての入学前教育も狙いとしている。 

 

13. パソコン初めて講座の実施 

授業のスムーズな開始を目的とし、「パソコンの電源の入れ方」、「フォルダの作り方」

など、今までパソコンに触れる機会が少なかった初心者を対象とした講座を開催してい

る。 

 

(2)大学院 

1．履修登録 

全体説明会と個別相談会の 2 段階で設定している。全体説明会においては、カリキュ

ラムの構造や意図の解説、履修登録方法の説明を実施し、個別相談会では、全体説明会

での不明点への回答や、本人のキャリアプランに応じた履修計画作成を支援している。

そのため個別相談会は入学者全員と行っている。 

 

2．メディア補講 

大学院においては、すべての講義型授業を録画し、授業に参加できなかった際や復習

目的の補講として、その映像データの閲覧が可能となっている。 

 

3．授業ごとメーリングリストの作成 

すべての授業において、1 つずつメーリングリストを作成している。担当教員、学生、

大学事務局がメンバーとなっており、授業以外での意見交換を促し、交流を促進してい

る。 

 

4．オールナイトフリータイム 

大学院生の研究・制作活動を推進するため、火曜日から土曜日の 5 日間、大学院生専

用の院生室を夜間に開放する「オールナイトフリータイム」を実施している。 

 

5．新入生合宿「フューチャーゲートキャンプ」 

毎年入学直後に、「フューチャーゲートキャンプ」と呼ばれる新入生を対象とした合

宿を行っている。自身のビジネスプラン・研究テーマを、議論を通じて深めることを目

的とし、多様な視点を通じ、ビジネスプラン・研究テーマの何が最もコアとなる価値な

のか、徹底して理解を深めている。 

 

6．デジタルハリウッド大学大学院 成果発表会 

優秀者は「デジタルハリウッド大学大学院 成果発表会」に出場し、コンテンツ産業

における超名人やベンチャーキャピタルの前で自身の研究成果を披露する。  

特に、近年においては、これまでＩＣＴとは無関係と思われていた農業やアパレルな
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どの流通業や小売業などの分野で、学生が活躍する事例も見られており、新たな事業を

創造することで社会に対する変革を起こす将来のビジネスプロデューサーを養成しつ

つある。  

 

7．プライマリープログラム 

毎年留学生向けに入学前研修として個人やグループでのワークを通して、デジタルハ

リウッド大学院で研究を進める上で必要な心構えや事前知識を習得する「プライマリー

プログラム」を行っている。 

 

(3)学部・大学院共通 

1.学内グループウェア 

学生への各種告知、授業資料や授業改善アンケートの配布・提出、履修登録、授業へ

の出席状況、成績発表や教員とのコミュニケーションなどを行うための学内グループウ

ェアを整備している。学生一人ひとりにＩＤとパスワードを発行し、ログインして使用

することにより、個人宛の情報も管理が可能となっている。また、携帯電話からのアク

セスも可能とし、いつでもどこからでも情報を確認することができるコミュニケーショ

ンツールとして機能している。 

(【資料 4-7】学内グループウェア 学部用「デジキャン」画面) 

(【資料 4-8】学内グループウェア 大学院用「デスクネッツ」画面) 

 

2.ティーチング・アシスタント 

演習科目においては、ティーティング・アシスタント(以下「ＴＡ」)を配置し授業を

円滑に進めるための体制を整えている。ＴＡの業務として、主に授業準備、授業内にお

ける学生のサポート、教員のサポートなどがある。 

 

3.八王子制作スタジオの貸出 

八王子制作スタジオには、パソコン教室、会議・プレゼンテーションなどを行えるプ

ロジェクトルーム、体育館やグラウンドなどを整備し、ゼミ合宿や映像撮影のロケーシ

ョン、サークル活動の場として学生に設備を貸し出している。 

 

4.機材貸出 

映像制作を学ぶ学生のため、デジタルビデオカメラやマイクなどを貸出している。ゼ

ミ生などより専門的に学ぶ学生には更にグレードの高い機材を貸し出している。また、

メディアライブラリーに３Ｄプリンタを設置し、自由に使用可能となっている。 

 

5.特別講義 

各業界を代表する著名人を招聘し、学生にその業界の最前線について、並びに、その

業界を目指す学生にメッセージを発信する特別講義を実施している。通常、特別講義は

本学学生のみを対象としているが、特例として、翌年度入学試験の合格者にも参加を呼

びかけ、希望者を参加させている。入学前に各業界の最前線で活躍する方の話を聞くこ
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とで、早期から将来のキャリアをイメージさせると共に、入学後の学習意欲を高めるた

めに実施している。 

 

6.デジタルフロンティアグランプリ 

年に一度、本学の設置会社デジタルハリウッドが運営するすべての教育機関(学部、

大学院、専門スクール、オンラインスクール)で制作されたクリエイティブ作品から優

秀作品を選出し、グランプリ(最優秀作品)を表彰する式典「デジタルフロンティアグラ

ンプリ」を実施している。Ｗｅｂ・ＣＧ／映像・グラフィックなど、あらゆるジャンル

のクリエイティブ作品を、業界の最前線で活躍する企業やアーティストなどが審査する。

入学式の後に続けて開催をしており、新入生各々の卒業時のゴールイメージを持たせる

役割も担っている。 

 

7.シーグラフツアー 

「シーグラフ」(Special Interest Group on Computer GRAPHics)とは、毎年アメリ

カにて開催される、コンピュータグラフィックスに関する世界最大級のカンファレンス

である。 

同カンファレンスでは、世界最先端の研究発表、ヴァーチャル・リアリティ技術、商

用映画の製作手法、アート表現などが発表され、ＣＧ及び映像関係の進路を目指す学生

には非常に有効な内容であるため、毎年参加する学生については、公欠となる旨を「学

部教員会」にて決議している。 

同ツアーには学長も同行し、現地にて参加学生に知見を蓄積するポイントを指導する

ブリーフィングを行ったうえで参加をさせている。 

 

8．反転学習 

平成 25 年にＷｅｂの授業、３ＤＣＧの授業において一部導入を始め、カリキュラム編成に

組み込む準備をしている段階である。 

 

4-2-② 学士課程、大学院課程、専門職大学院課程において通信教育を実施している場合

には、学習支援・教育相談を行うための適切な組織を設けているか。 

(該当なし) 

 

4-2-③ 学生への学習支援に対する学生からの意見等を汲み上げる仕組みが適切に整備

されているか。 

本学では主に以下の方法で学生からの意見などを汲み上げている。 

 

(1)エヴァリエーションシート 

全授業、毎回の授業において授業改善アンケート「エヴァリエーションシート」を実

施している。この「エヴァリエーションシート」は、学生がその日の授業を評価する以

外にも、教員や大学事務局に対しての意見を気軽に記載することができる。記載された

内容は、職員・教員間で学内グループウェアや「学部教授会」「大学院教授会」にて共
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有され、問題解決へ向けて素早く対応できる体制を取っている。 

 

(2)個別面談 

新入生を対象に、教員が担任となるホームルームを実施し、担任教員との面談で本学

卒業後の進路や将来についてのキャリアデザインのアドバイスや、そのゴールに向かう

ために 4 年間どのような履修・勉強・課外活動を行うべきなのかということを再度説

明・確認している。休学や退学の相談の際も最初の窓口となっており、学生が持つ問題

を解決するためのサポートをしている。 

また、小規模大学の特性を活かし、ホームルーム担当教員以外でも教員や職員が普段

から学生と直接コミュニケーションを取ることが多く、そこで得た学生からの意見など

についても、上記の通り共有を図っている。 

 

(3)大学事務局メールアドレスの一元化 

学生に公表している本学のメールアドレスは、部署ごとや内容ごとに分けることなく、

一元化している。職員全員がそれを毎日確認することにより問題の早期解決、情報の周

知を円滑に実施している。 

 

(4)進路アンケート 

キャリアセンターでは学部 4 年生の 4 月、7 月、10 月、1 月と進路調査のアンケート

の実施している。回収はキャリアセンターとゼミ担当職員が連携し、最終的に収集した

本人の希望や就職活動状況をキャリアセンター、ゼミ担当職員、教員間で共有化し、就

職活動の支援に繋げている。 

 

(5)学期末アンケート 

大学院では学期末に大学院生活や環境といった全体に関するアンケート「学期末アン

ケート」を実施し、学生の満足度、意見などを汲み上げる仕組みを構築している。この

アンケートも学内グループウェア上で回答されるため、各担当に情報が共有される仕組

みとなっている。 

 

(6)留学中の学生とのサポート 

学部の留学プログラムで留学する学生に対しては、日ごろからメールを通してコミュ

ニケーションをとり、フォローアップを行っている。定期的に報告書の提出を受けるこ

とで、留学中のメンタルサポートや、現地で生活するうえで発生したトラブルにも対応

できるように配慮している。 

 

本学では以上のような、学生からの意見などを汲み上げる仕組みを設けており、より高

い学生の満足度、より効果的な学習へのサポートを実施している。 

 

＜4-2 の自己評価＞ 

本学は様々な学習支援体制を持ち、適切に運営されている。特に「エヴァリエーション



 

53 

シート」においては、毎回の授業後に取得しており、学生の理解度・興味度の把握や意見

の汲み上げに大きく寄与している。また、学生との距離が近いという小規模大学ならでは

の長所を活かし、対面でのコミュニケーションやメールでの問い合わせなど、学生一人ひ

とりの意見に対して細やかに対応している。 

 

＜4-2 の改善・向上方策(将来計画)＞ 

現在の学習支援体制及び学生からの意見を汲み上げる仕組みを維持・継続していく。学

修意欲の向上・課外活動の活発化へと繋がる学生表彰も活性化していく。加えて、保護者

への情報提供も行っていく。 

 

4-3. 学生サービスの体制が整備され、適切に運営されていること。 

＜4-3 の事実の説明(現状)＞ 

4-3-① 学生サービス、厚生補導のための組織が整備され、適切に機能しているか。 

学生サービスを行う組織は、職員全員で取組んでいる。厚生補導に関する専門の組織は

設けていないが、基準 4-2-①の通り、学生の利便性を考慮し、ワンストップサービスが行

えるように、また、情報の共有化やスムーズな伝達ができるように、一般的な大学で言う

教務課、学生課のような分業制をとらず、基本的に窓口を一本化している。学生から大学

に相談・申し出がある場合、まずは大学事務局に問い合わせる仕組みである。職員はその

業務内容により、各担当へ割振りを行い、シームレスな対応を実現させている。学生サー

ビスの時間帯は本学グループウェアやキャンパス入口に掲示し、周知を図っている。メー

ルについては、受付時間以降も対応している。 

その他に以下のような学生サービスを行っている。 

 

(1)外国人留学生支援 

外国人留学生のフォローアップのため、専門の職員を配置し、ノウハウの蓄積を行っ

ている。外国人留学生については、毎週、各学生の出席状況の確認を行い、出席率が芳

しくない学生については、担当職員や日本語科目の担当教員から積極的に声をかけて出

席率の向上を促している他、入学時に日本で生活するうえでの注意事項などのガイダン

スの実施や、授業で用いる専門用語が翻訳された用語集を配るなど、細かな配慮をして

いる。 

 

(2)派遣留学生支援 

派遣・認定留学をする学生両方のフォローアップのため、専門の職員を配置し、ノウ

ハウの蓄積を行っている。出願の手配から、留学前ガイダンスや留学保護者会の実施や、

日本語の通じる医者の紹介などを行っている。 

 

(2)長期欠席者のサポート 

学部では各学生の出席状況の確認を行い、出席率が芳しくない学生や授業を長期間欠

席している学生に対し、職員から積極的に声をかけて出席率の向上を促し、卒業に向け

ての履修計画の立て方を指導している。必要があればＨＲの教員やゼミ教員にも連絡し、
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フォローアップしている。 

大学院では担当職員から連絡や面談を行ない、各学生の問題となっている要因解決の

サポートを行っている。 

 

(3)必要単位未修得者のサポート 

学部および大学院では、必要単位未修得者へ連絡をとり、状況を認識させて、必要単

位を満たすためのサポートしている。必要があれば、面談なども行なっている。 

 

(4)その他学生サービス・厚生補導支援 

学生生活支援全般に関しては、大学事務局の全職員で担当している。 

学生生活支援全般に関する審議は、週 1 回実施している会議で審議され、実行に移さ

れる。定例会議が少なくとも週に 1 回は実施されているため、問題に対して迅速な判断、

施策の実行が可能となっている。 

厚生補導の一環としては、基準 4-2-①と同じく、全新入生に対し、ＨＲを実施し、

学生生活への支障や大学への不満、進路へ不安を取り除き、学習に関するモチベーショ

ンの向上や安易な休学や退学を防止している。 

 

4-3-② 学生に対する経済的な支援が適切になされているか。 

本学では以下のような経済的支援を行っている。 

 

(1)奨学金など 

日本学生支援機構をはじめとした奨学金申込に関する窓口を設置し、学生に案内して

いる。特に学費の支払いの困難な学生に対しては、教育ローンの紹介を行う他、学部に

おいては「学費延納制度」や「学費特別分納制度」を設け、学生の状況に合わせた支援

を行っている。 

また、私費外国人留学生については、日本学生支援機構が設置している「外国人留学

生学習奨励費給付制度」に加え、学部・大学院共に学費の減免を実施している。さらに、

学部では本学独自の「私費外国人留学生奨学金制度」も設け、学生を経済的側面から支

援している。 

加えて、本学は株式会社立であり、主要株主のカルチュア・コンビニエンス・クラブ

株式会社代表取締役社長が経営しているマスダアンドパートナーズ株式会社より、勉学

意欲が高く、経済的に修学困難な学生の支援、もしくはそれに準ずる者で本学の教育理

念を体現する活動を行っていると認められる学生を支援する「ドリーム・チャレンジ奨

学金」を受けている。 

 

(2)留学プログラムでの学費支援 

学部の留学プログラムにおいては、学生が本学へ納付した学費の一部を留学先の大学

の学費に充当すると共に、「派遣留学生奨学金制度」を設定し、留学に係る費用負担の

支援を行っている。認定留学の場合も本学に納付する授業料から 35 万円を限度として

奨励金を支給している。 
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(3)ノートパソコンなどの低価格販売 

ノートパソコン及び所定のソフトウェアの所有を義務付けているが、入学時にそれら

を所有していない学生に対して、入学前に特別割引販売を実施し支援を図っている。販

売業者に対し、事前にそのスケールメリットを活かした価格交渉を行い、購入価格に反

映させている。 

 

(4)緊急時の学費減免 

また、入学予定者、在校生が災害などに見舞われた場合は、状況に応じ別途、学費の

減免や延納措置を講じることとしている。2011 年 9 月には学部学生に東日本大震災に

伴う学費納入に関する特別措置を行い、該当学生 1 名の学費を一部免除、返還した。2012

年度入試では、東日本大震災被災者支援入学試験を実施し、2 名が合格し、学費免除を

行っている。 

 

(5)進学者への学費支援 

学部から大学院に進学する学生に対しては「特別進学生制度」、学外から大学院に入

学した学生に対しては「特別奨学生制度」という制度を設け、経済的支援を行っている。

この制度の適用者については、選抜試験において特筆すべき能力があると認められたう

えで合格した者に対して行い、大学院の学費を減免している。また、設置会社株主の関

連企業より、主に経済的支援を目的に、「ドリーム・チャレンジ奨学金」を受けている。 

 

(6)卒業制作や起業への支援 

学部生の卒業制作や大学院生の起業にあたり、経済的支援を求める学生に対しては、

学長や大学事務局長、また設置会社による審査を実施し、その内容が本学の取組みとし

てふさわしく優秀であると認められた場合は、そのうち一部費用を支援している。 

 

(7)学生会館 

本学では独自に管理・運営する学生寮は有していないが、学生会館を持つ専門業者と

提携し、学生に情報提供している。月に 1 回、その業者から本学学生の入居者の生活状

況の報告を受けており、大学としての生活状況の把握もできている。なお、留学生につ

いては、国内学生と比べ月々安い部屋を提供できている。 

 

(8)その他 

2013 年 4 月のキャンパス移転に際し、専有の学生食堂を設置した。 

また、キャンパスの入るビル内の飲食店はテナントとして学生も割引価格での商品・

サービス提供を受けている。 

また、学生への経済的支援として、メディアライブラリーの受付は学生アルバイトを

採用している。 

 

4-3-③ 学生の課外活動への支援が適切になされているか。 
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本学では以下のような課外活動への支援を行っている。 

 

(1)ＯＪＴ案件の開拓・支援 

本学が主体的に行う学生の課外活動の主なものとしてＯＪＴがある。本学のＯＪＴと

は、企業や団体が実際に行っている業務と同等の要件で取組む体験型の教育プログラム

であり、本学のプロジェクトベース教育の根幹をなすものといえる。開学以来多くの案

件を学生に提供し、実際に企業や団体の公式のコンテンツの一部として発表されたもの

もある。ＯＪＴの実施時期に関しては特に配慮しており、正課の授業に影響のないよう、

実施時期を夏季休暇や春季休暇といった長期休暇の時期に限定して開催している。 

 

(2)自主制作などへの八王子制作スタジオ及び機材貸出 

正課とは別に映画などの自主制作に取組む学生やサークルに対し、八王子制作スタジ

オの設備や映像機材などの貸出を行っている。 

 

(3)コンテスト支援 

クリエイティブな活動を推進している本学としては各種コンテストへの応募支援を

実施している。各種コンテストの情報提供や申込サポートも行う他、案件によっては応

募前に教員が細かに指導する体制を取ることがある。 

その他、企画、運営、実施すべてを自主的に学生が執り行う「英語スピーチコンテス

ト」を実施している。この際、学生の自主性を削がない範囲で教員や職員が企画や運営

のサポートを行っている。 

 

(4)その他 

新入生や外国人留学生の交流として、入学直後に交流会を実施している。この運営に

は大学事務局だけでなく、先輩学生や教員も参加し、新入生間の交流、また、異なる学

年間の交流を図る最初の機会となっている。 

学生主体の新入生歓迎会は、各サークルの勧誘の場となっており、運営をサポートす

ることでサークルへの参加を支援している。大学が公認したサークルに対しては、キャ

ンパス内にあるロッカーの貸し出し、サークル活動を行うための教室貸し出しといった

支援を行っている。 

学生主体で運営している学園祭やイベントに対しても、担当職員がついての運営サポ

ートや、学生活動の打ち出し、リリースなど周知の支援も行っている。 

(【資料 4-9】ＯＪＴ実施状況一覧) 

(【資料 4-10】コンテスト受賞実績一覧) 

 

4-3-④ 学生に対する健康相談、心的支援、生活相談等が適切に行われているか。 

学生に対する健康相談は、キャンパス付近の医院と顧問契約を行っており、アドバイス

を求めることができる。また、一年に一度、学部生は全員、大学院生は希望者を対象に健

康診断を実施している。 

学部の生活相談の面では基準 4-2-①の通り、ＨＲ担当教員や職員が、学生が希望次第、
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随時面談を実施し、学生生活での相談に応じている。また、2013 年 4 月より、学生やその

保護者及び教職員とその家族を対象とした無料の 24 時間電話健康相談サービス、メンタル

ヘルスのカウンセリングサービスを導入した。医療の専門スタッフが対応し、希望によっ

ては対面のカウンセリングも行う。守秘義務により、プライバシーが厳守され、気軽に相

談することができる。 

大学院の生活相談の面においても基準 4-2-①の通り、学生が希望次第、大学院事務局に

おいて随時面談を実施し、学生生活での相談に応じている。 

 

4-3-⑤ 学生サービスに対する学生からの意見を汲み上げる仕組みが適切に整備されて

いるか。 

学生サービスに対する学生からの意見を汲み上げる仕組みについては、基準 4-2-③の通

り、大学窓口を「大学事務局」として一本化し、小規模大学ならではのメリットを活かし、

迅速な対応が可能となっている。 

また、同様に、4-2-③（1）の通り、日頃の授業の意見を汲み上げるエヴァリュエーシ

ョンシートを活用。学期末には大学生活や環境といった大学全体に関するアンケート「学

期末アンケート」を実施し、学生の満足度、意見などを汲み上げる仕組みを構築している。

このアンケートも学内グループウェア上でアンケート回答されるため、各担当に情報が共

有される仕組みとなっている。また、小規模大学ならではの小回りが利くことを活かし、

教員だけでなく職員も学生と多くのコミュニケーションをとっている。 

 

＜4-3 の自己評価＞ 

他大学に見られる学生課や保健センターといった組織は設置していないものの、学生の

学習状況や学生の生活態度、課外活動、就職活動の状況などを一括で把握するために、窓

口を一元化し、学生のトータルなケアを行う体制を整えている。 

 

＜4-3 の改善・向上方策(将来計画)＞ 

2013 年 4 月より、専門の医療機関と提携し、学生やその保護者及び教職員とその家族を

対象とした無料の 24 時間電話健康相談サービス、メンタルヘルスのカウンセリングサービ

スを導入したが、学校内で行なう定期的なカウンセリングサービスも、設置を検討してい

る。 

 

4-4. 就職・進学支援等の体制が整備され、適切に運営されていること。 

＜4-4 の事実の説明(現状)＞ 

4-4-① 就職・進学に対する相談・助言体制が整備され、適切に運営されているか。 

(1)相談・助言体制 

全学的な就職・進学に対する相談・助言体制の対策を行う組織としてキャリアセンタ

ーを設置している。キャリアセンターは、専任の職員を配置し、企業・求人情報開架、

個別面談ブースを 3 箇所設置している。業務としては、求人申込票発送、受付、公開、

就職活動の支援資料の作成、個別相談、企業訪問などを行い、全体の就職ガイダンス、

企業説明会の開催など学生の就職支援を行っている。 
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通常、教員は自らの専門領域の教育・研究について学生指導を行うのに対し、キャリ

アセンターは、学生の個性などを把握し、助言を与える者で、就職など学生生活のあら

ゆる問題に対して解決に向けた支援を行っている。教員と職員が連携し、お互いの役割

を相互に補完し、また常に学生情報を共有しながら学生一人ひとりきめ細かな学生支援

を行っている。具体的には今後の学生の就職活動に対して学生、職員、教員が卒業後進

路について相談や指導を行う三者面談、さらに、既に業界で活躍している専門家を招い

たゼミ別業界研究授業、企業訪問など各ゼミ内で教員と職員が様々な工夫を凝らして就

職支援を実施している。 

また、本学の特徴の二つ目として実務経験を有する教員の存在がある。これらの教員

は産業や各業界の現場で今必要な能力、人材、情報これらすべてを有しており、教員の

人的ネットワークを生かした求人案件やマッチング、現場訪問、就職指導など学生の就

職活動のために様々な支援を行っている。 

学部では入学直後からＨＲによる一年次教育の中で授業や生活面、今後の進路などに

いたるすべての面でサポートを行っている。在学途中で悩みを抱えた学生の個別相談は

随時行われている。 

さらに、既に業界で活躍している専門家を招いたゼミ別業界研究授業、企業訪問など

各ゼミ内で教員と職員が様々な工夫を凝らして就職支援を実施している。 

制作職希望者は面接時に自身の作品集である「ポートフォリオ」が必要となる。この

ポートフォリオの作成指導を行うほか、コンテスト・公募展での受賞・入賞は、就職活

動時において有利な実績になる上に、ポートフォリオに有効な裏付を持たせる事ができ

るため、学部生に対し積極的に各種コンテスト・公募展への参加を呼びかけている。有

力なコンテスト・公募展に受賞・入選する事は、就職活動で有利に作用するだけでなく

本学の特性でもあるクリエイティブ志向の強い学生にとって多大の教育効果を与える

ものである。 

また、キャリアセンターへ直接の訪問が困難な場合でも、迅速に相談が行えるよう、

専用のメールアドレスを開設している。 

 

(2)求人情報の公開 

学生への求人情報の公開は、設置会社であるデジタルハリウッド株式会社の運営する

専門スクールと共有して使用しているデジタルハリウッド独自の就職支援Ｗｅｂサイ

ト「Worket Career」を活用している。「Worket Career」は求人情報の閲覧から応募ま

で行うことができ、応募した企業への活動記録も残すことができる。また就業形態や就

業地域にとらわれずに業務請負としての仕事を受注することができる新規案件獲得支

援サービス「Smart Work」も利用できる。「Worket Career」「Smart Work」ともに卒業

後も使用でき、在学時代だけでなく、就職転職活動に利用できる。加えて、求人側で利

用することも出来るため、卒業生から求人が集まる仕組みができている。 

 

(3)企業説明会、見学会などの開催 

基準 4-4-①の(2)の通り、デジタルハリウッドの専門スクールの企業間ネットワーク

を活かし、企業説明会を学内で実施している。学生に広く就職情報やインターンシップ
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情報の提供を行い、学生と企業のマッチングを行っている。 

企業を知り、自らの志向性や価値観にあった自己実現を達成させるべく、通常の企業

説明会とは別に本学学生のみを対象とした特別企業見学会の実施や、本学の実務経験を

有する教員がその経験を活かして、業界を志す学生へアドバイスを行うと同時に就職の

マッチングも行っている。 

 

(4)大学院進学 

大学院への進学については、キャリアセンターはもちろんのこと、大学事務局が個別

で進学相談を受け、情報提供の支援や学生の自己実現に向けた助言を行っている。 

また、本学の大学院への進学希望者に向けては、大学院の入試担当者が進学ガイダン

スを年に数回開催し、詳細を説明している。 

加えて、本学の大学院は社会人を主な対象とした専門職大学院であり、その特性を十

分に理解させる必要があるため、学部から進学した学生に対しては一定の社会経験を積

んだ他の大学院生との差を埋めるよう「プライマリープログラム」として、社会で必要

な人間力や慣例などを身につけるための研修を行っている。 

 

(5)就職ガイダンス・就職サポート講座 

学部の就職ガイダンスは 3 年次前期から行っている。この就職ガイダンスは学生だけ

でなく、保護者に対しても同様のガイダンスを実施している。雇用環境や業界動向など

を説明し、家庭内での就職活動に対しても積極的なコミュニケーションを実施してもら

えるよう保護者への理解と啓蒙に努めており、学生の就職活動の意識を向上させ、自己

分析を行うと同時に内定獲得に向けた対策を行っている。 

 

(6)就職オフィスアワー 

就職に関する学生の質問に随時対応すべく、平日にオフィスアワーを設け、学生に告

知し運営している。就職オフィスアワーは予約が不要であり、面談場所も駿河台メイン

キャンパスの中に設けられ、気軽に立ち寄れる時間となっている。 

(【資料 4-11】平成 21(2009)年度就職関連行事) 

 

4-4-② キャリア教育のための支援体制が整備されているか。 

(1)各機関との連携 

学部では、将来の目標の設定及び自己実現に主体性を持って取組むことを目的とした

「セルフディベロップメント科目群」の設置もさることながら、ＣＧ・映像・Ｗｅｂな

ど、デジタルコンテンツに関する各専門領域について、多角的な視点を養うため、学生

自身が関心を持つ分野を複数に渡って横断的に履修することができるカリキュラムを

整備すると共に、それらを教授する教員自身が、自ら各専門領域においてキャリアを築

いてきた実務家であることから、本学の教育課程全体がキャリア教育であると言える。 

それを支える支援体制として、教員とキャリアセンターの連携が挙げられる。キャリ

アセンターは、「学部教授会」に毎回出席し、学生の就職状況を報告しており、その情

報をもとに、同会の中でキャリア教育についての議論も行われている。 
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その他、キャリアセンターと担当職員の定例会議では、キャリアセンターが行ってい

る学生サポート状況の共有が行われ、対策の検討が行われている。職員は、「学部教授

会」及び「カリキュラム検討委員会」の双方に陪席しているため、キャリア教育におけ

る議論の際に、当会議で共有された学生詳細情報の提示を行っている。 

 

(2)社会人基礎力実習(インターンシップ) 

学部では、学生の社会感覚を養い、今後の学修・進路の方向を明確にする一助とする

こと、また、実践的な能力を養成することを目的にインターンシップへの参加を推奨し

ている。インターンシップは自己の理想と現実のギャップを埋め、大学で学んでいるこ

とが、社会でどのように役立っていくのかを理解する場であり、近い将来の就職活動に

於いても役立つ実践的な機会である。参加する者には事前説明会やマナー研修など、円

滑な実施のための対策も行っている。 

インターンシップは正規の教育課程として「社会人基礎力実習(インターンシップ)」

という科目を設置した。2 年次という早期段階で履修を可能にしている。 

【表 4-4-1】インターンシップ実績 （各年度 3 月 31 日現在） 

 

年度 採用人数 

平成 22(2010)年度 41 

平成 23(2011)年度 37 

平成 24(2012)年度 20 

平成 25(2013)年度 46 

 

 

(3)留学プログラム 

学部では、2 年次後期から開始する留学プログラムを実施しており、専門の職員が留

学の促進及び希望者のサポートを行っている。海外での留学体験が学生のキャリア意識

醸成を促進させるという点で既に大きな効果を示しており、毎年、就職希望者のうち、

留学プログラム経験者は高い就職率を誇っている。 

 

(4)ＯＪＴ 

本学のＯＪＴとは、企業・団体が実際に行っている仕事と同様の環境で取組む体験型

のプログラムである。ＯＪＴに参加をすることで、実務に必要な知識や技能・経験の修

得や、働くということに対する価値観・達成感の醸成を目的とし、積極的に案件の開拓

及び学生への告知を行っている。 

 

(5)ＴＯＥＩＣⓇ 

本学では、入学直後にＴＯＥＩＣⓇの受験を必須としており、登校日初日に学内で実

施している。また、3・4 年次に設置されているＴＯＥＩＣⓇ科目では、期末に科目履修

者対象に団体受験を実施している。学生は入学直後から現在までの英語力の伸長率を確
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認することができ、特に留学プログラムを利用した学生においては、英語力が向上して

いる。 

 

(6)企業などとのマッチング 

大学院は、主に専門知識を有する者を対象とした専門職大学院であるため、キャリア

教育の必要性はないが、将来のキャリアデザインをするにあたっての一つの機会の獲得

を目的に、学修した成果発表の場のひとつとして「デジタルハリウッド大学大学院 成

果発表会」を開催している。 

デジタルハリウッド大学大学院 成果発表会とは、「デジタルコンテンツを活用した事

業やサービスのプラン」を、企業や投資家を招きプレゼンテーションを行うもので、開

学以来、毎年実施されている。特徴は、企画のみに終始するものでなく、デモコンテン

ツの制作、流通や配給先へのヒアリング、投資家への事前プレゼンテーションなどを行

い、実践的な事業計画実現を目指している点である。 

来場者も毎年、関連省庁や産業界から 100 人以上あるが、この会での発表を契機に経

済産業省から助成金を獲得した学生や、事業化するためのパートナーを見つける学生も

おり、学生に対して修了直前に提供する場として有効に機能している。 

 

＜4-4 の自己評価＞ 

学部の教育課程全体がキャリア教育であるといえる点は、本学の大きな特徴であり、強

みである。それを支える実務経験を有する教員は、本学の使命、目的を達成するうえでも

重要な存在である。「学部教授会」、キャリアセンター及び大学事務局間の連携体制も整備

されており、学生の状況を踏まえたキャリア教育や就職支援が行えている。 

また、本学のキャリア教育は、学生の自立力を促すものであり、就職に限らず起業やア

ーティスト希望者も対象とし支援している。 

大学院においては、社会で必要な人間力や慣例などを身につけるための「プライマリー

プログラム」を設置し、大学を卒業して間もない入学者の増加に対応している。 

 

＜4-4 の改善・向上方策(将来計画)＞ 

平成 25 年度（2013 年度）3 月末時点で、就職を希望する学生の就職内定率は、94.5％

であった。100％となることを目標とし、引き続き上記の体制で学生の支援を行っていく。 

また、校友会が出来、会員も増えているため、卒業生のネットワークも活かして支援を行

っていきたい。 

 

［基準 4 の自己評価］ 

本学のアドミッションポリシーは、入学前においては、パンフレット(学校案内)、Ｗｅ

ｂサイト上の説明だけでなく、学校説明会や個別相談会などで直接伝えることにより、周

知を図っている。入学試験においても、面接試験を重要視し、本学のアドミッションポリ

シーに適応するかどうかで受験生を選抜している。 

学習支援及び学生サービスついては、履修説明会や HR の実施、「エヴァリエーションシ

ート」の活用、大学事務局窓口の一本化など、学生一人ひとりに対して細やかなサポート



 

62 

行う方針及び体制であり、積極的に学生とコミュニケーションを取っている。就職支援に

ついても、教員、キャリアセンター、大学事務局間の連携が取れており、全学的にサポー

トが行える体制となっている。 

 

［基準 4 の改善・向上方策(将来計画)］ 

教員だけでなく、大学事務局やキャリアセンターなどの職員も学生の支援を多分に行っ

ているため、スタッフディベロップメントにも積極的に取組んでいく。また、就職を希望

する学生の就職内定率が 100％となることを目標とし、引き続き三者連携してサポートを

行っていく。 
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基準 5. 教員 

 

5-1. 教育課程を遂行するために必要な教員が適切に配置されていること。 

＜5-1 の事実の説明(現状)＞ 

5-1-① 教育課程を適切に運営するために必要な教員が確保され、かつ適切に配置されて

いるか。 

本学は学部・大学院共に、1 学部(研究科)1 学科(専攻)であり、学長が学部長、研究科

長を兼ねており、その責任体制は明確になっている。 

学部での専任教員数は、大学設置基準で定められている 33 人に対して、33 人を擁して

おり、基準を満たしている。このうち専任教授数は基準の半数以上と定められているが、

33 人の専任教員のうち、17 人が教授であり、基準を満たしている。なお、大学設置基準に

おける学部の種類について本学の学部が該当する分野が存在しないため、大学設置認可申

請時に大学設置・学校法人審議会大学設置分科会と相談のうえ、本学学部に関連のある、

経済学関係、社会学・社会福祉学関係、工学関係、美術関係の学部の値の合計から算出し

た平均値とすることとなり、その基準に則っている。 

大学院での専任教員数は、大学院設置基準及び専門大学院設置基準で定められている 16

人に対して、17 人を擁しており、基準を満たしている。このうち専任教授数は基準の半数

以上と定められているが、17 人の専任教員のうち、12 人が教授である。また、専任教員の

概ね 3 割以上は専攻分野における概ね 5 年以上の実務経験を有することとされているが、

専任教員 17 人のうち、17 人が 5 年以上の実務経験を有しており、基準を満たしている。

なお、学部と同様、大学院設置基準における専門分野の種類について該当する分野が無か

ったため、設置認可申請時に大学設置・学校法人審議会大学設置分科会に確認したところ、

規模・学際領域などを鑑み、16 人とする旨、回答を得た経緯がある。 

学部・大学院共に、コンテンツ産業に関わる分野やＩＴビジネスに関連する領域では実

務経験を有する教員を多数配置し、知識修得では終わらない、最新の事例を踏まえた授業

を行っている。 

また、学部の一般教養科目には、他大学で実績のある教員を数多く確保している。 

 

5-1-② 教員構成(専任・兼任、年齢、専門分野等)のバランスがとれているか。 

学部・大学院共に、50 歳以下の教員がほぼ半数を占めており、これはデジタルコンテン

ツ領域という比較的新しい領域での実務経験を有する教員を確保した結果であるとも言え

るが、科目の内容や特性、各々の教員のキャリアなどを踏まえ、国立大学をはじめとした

高等教育機関に所属している教授研究経験の豊富な教員の招聘や、産業界で顕著な業績を

有している人物を教員として登用しており、学生への教育効果を優先させた結果、バラン

スのとれた年齢構成となったものと認識している。 

また、教授・准教授・講師の別は、大学設置基準、大学院設置基準に定められている資

格に準じており、そのうえで実務の経験や産業界での実績、教育研究活動上の功績などを

総合的に考慮し決定している。 

専門分野別の教員構成については、学部・大学院共に、その教育研究目的に沿った構成

となっている。 
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【表 5-1-1】教員構成(専門分野別) 

学部 職位 教養 語学 
専門 専門 専門 専門 専門 

総計 

デジタル 

コミュニケー

ション学部 

教授 4 1 2 1 4 1 4 17 

准教授 0 0 0 1 0 1 3 5 

講師 0 4 1 2 3 1 0 11 

総計  4 5 3 4 7 3 7 33 

 

研究科 職位 専門 専門 専門 総計 

デジタルコン

テンツ 

研究科 

教授 3 3 7 13 

准教授 0 2 1 3 

講師 0 0 2 2 

総計  3 5 10 18 

 

＜5-1 の自己評価＞ 

教員の確保・配置・バランスは適切である。本学は実務家教員を多く擁しているが、語

学や一般教養科目については、大学など、他の教育機関で教授した経験の多い教員を採用

している。 

 

＜5-1 の改善・向上方策(将来計画)＞ 

実務経験を有する教員を安定的に確保する体制づくりについて、教職員の人的ネットワ

ークの活用はもとより、公募を積極的に実施するなど、幅広い教員採用を実施していく。

設置会社に企業との接点があり、実務を有する人物のデータが蓄積されているため、これ

をより豊かで幅広い採用に活用していく。また 2014 年度は、専門職大学院設置基準附則に

沿って、大学と大学院の専任教員の兼任を解消する。 

 

5-2. 教員の採用・昇任の方針が明確に示され、かつ適切に運用されていること。 

＜5-2 の事実の説明(現状)＞ 

5-2-① 教員の採用・昇任の方針が明確にされているか。 

教員の採用に関する方針は、デジタルコンテンツ領域やビジネス領域などの専門分野に

ついては、実社会で起きている様々な変化を教育研究へ反映させるため、実務経験を有し

ている人物を採用することである。一般教養や語学などの基盤となる分野については、科

目の内容や特性、各々のキャリアなどを踏まえ、高等教育機関に所属している教授研究経

験の豊富な教員や、産業界で顕著な業績を有している人物を教員として採用することであ

る。 

昇任に関する方針としては、大学設置基準などに定められている資格を踏まえたうえで、

実務の経験や産業界での実績、教育研究活動上の功績、大学運営などへの貢献などを総合

的に考慮している。 

(CG・ゲーム)(映像) (デザイン) (メディア・産業) (ビジネス) 

(ICT) (ビジネス)(ｸﾘｴｲﾃｨﾌﾞ) 
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5-2-②教員の採用・昇任の方針に基づく規程が定められ、かつ適切に運用されているか。 

基準 5-2-①で述べた方針に基づき、「デジタルハリウッド大学教員任用規則」が定めら

れており、科目の増設や欠員があった場合は、この規則に則り、教員の選考が行われる。

公募や教員による推薦のそれぞれの場合において、「教員選考委員会」を招集し、審議・選

考を行い、「学部教授会」「大学院教授会」で決定する。「教員選考委員会」は、学長と設置

会社の取締役および各専門分野を代表した専任教授およびその他学長が必要と認めた教職

員で構成され、学歴や職歴・教育歴、実務での業績や研究業績、著書、論文、受賞歴など

に大学運営への貢献や人物評価を加えて、審査・選考される。教員選考委員会における審

査にあたっては、書類の審査のほか、面接又は候補者の自己プレゼンテーションを行うこ

とができる。 

また、昇任に関しても、「教員任用規則」に則り、審査・選考が行われる。 

審査・選考された結果は、「学部教授会」「大学院教授会」に報告し、決議される。 

 

＜5-2 の自己評価＞ 

教員の採用、昇任に関する規則が明確に定められており、科目の内容や特性を踏まえた

教員の採用や昇任の審査などが行われている。また、「教員選考委員会」の構成員として学

長自らが選考、審査に加わることにより、本学教員として相応しい人材であるか否かを判

断することができており、適切に運用している。 

 

＜5-2 の改善・向上方策(将来計画)＞ 

今後とも、選考・審査の透明性を担保しつつ、本学の教育研究目的を実践する教員の登

用を行っていく。 

 

5-3. 教員の教育担当時間が適切であること。同時に、教員の教育研究活動を支援する体

制が整備されていること。 

＜5-3 の事実の説明(現状)＞ 

5-3-① 教育研究目的を達成するために、教員の教育担当時間が適切に配分されているか。 

基準 2-1-①の通り、学部では、教育研究目的に沿って、判断力、創造力、コミュニケー

ション力を養うために、学問領域を融合的に学べる 1 学部 1 学科制を採用し、学生に対し

て多様な教員と交わる機会を提供するべきであると考えている。そのため、演習科目では、

同一科目を複数の教員が開講することで、多様性を持たせている。また、学生への教育効

果を考慮し、特にデジタルコンテンツ領域やビジネス領域などの専門分野については、科

目内容ごとの専門家を配置することを本学の基本方針としている。そのため、一人の教員

が 1 科目のみを担当するにとどまることがあり、教員一人当たりの教育担当時間は他大学

と比べると相対的に少なくなる傾向があるが、科目に対して適切な教員を配置することで

教育研究目的を達成していると考えている。 

また、実務を有する教員を多数配置しており、そのような教員にとっては実務こそが研

究領域であるため、校舎への出勤のみをもって教育研究時間であるとは捉えていない。 

加えて、校舎内での教育担当時間以外でも、一部教員はメールアドレスを学生に公開し、
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随時質問や相談に対応できる環境を提供している。 

学内グループウェアにおいて、教員は、履修している学生との質疑応答や課題の出題・

提出、掲示板、オンラインテストの実施が可能である。またソーシャルネットワーキング

サービス（以降ＳＮＳ）を用いたコミュニティで、教員は、授業および学生活動のサポー

トを行っている。このような様々な機能やサービスを使って、教員と学生との接点を増や

す工夫をしている。 

大学院においても学部と同様の考えから、一人の教員が 1 科目のみを担当する場合が多

く、したがって統計的には教員一人当たりの教育担当時間は少ない。また、専門職大学院

であることから、大半の大学院生も平日の昼間は実務に従事しており、授業は平日の夜間

を主な時間帯としていることや、実務を有する教員を数多く登用しているため、教員の一

週間の出勤日数は自ずと少なくなる。しかし、学生からの質問・相談に対しては、全教員

に学生へのメールアドレスの公開を義務付けており、学部と同様にＳＮＳのコミュニティ

を活用して、学生に随時対応する体制は整えている。 

 

5-3-② 教員の教育研究活動を支援するために、ＴＡ・ＲＡ等が適切に活用されているか。 

演習科目においては、学生 10 人につき 1 人程度の割合でＴＡを配置し、授業の補助を

行っている。ＴＡの人選については、本学内外の大学院生や、設置会社の運営する専門ス

クールの卒業生、教員の勤務先企業の社員など、専門的な能力を有するものを確保してい

る。 

ＴＡに対しては、授業開始前にＴＡ会を行い、その中で具体的な補助内容の確認や、心

構えや過去に発生した問題点とその解決策の共有などを、事前に研修することによって、

万全に備えている。 

また、一部、該当授業を既に優秀成績で修めている学生の希望者に対しては、補助をさ

せることによる一層の教育効果を見込んで、学生ＴＡとして補助を行わせている。 

平成 25(2013)年度の実績としては、合計のべ 61 人を 51 クラスに配置した。 

 

5-3-③ 教育研究目的を達成するための資源(研究費等)が、適切に配分されているか。 

全専任教員に対して、各担当科目数に応じて研究費を支給している。平成 25(2013)年度

は実績として総額 12,700,008 円の研究費を支給した。 

外部研究資金の獲得についても、これまでに 39 の案件において受託事業を実施し、1 件

の科学技術振興調整費の給付を受けている。これらの案件を担当した職員を中心に、平成

21(2009)年より、産学官連携センターが組織され、より専門的に外部からの案件を獲得す

るべく活動している。 

また、教員の様々な教育研究活動に対する、人的・物的支援も行っている。保有する機

材はもちろん、学会や勉強会などのための会場の提供も行う。教員が教育と実務に専念で

きるように、学生の出席管理や授業準備補助などは、ＴＡ及び職員が行っている。職員の

一部は、設置会社であるデジタルハリウッド株式会社が 20 年間運営をしてきた専門スクー

ルの職員経験があり、その経験を活用して教員をサポートしている。 

 

＜5-3 の自己評価＞ 
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本学で擁している実務を有する教員は、実務が研究であるとみなされるということもあ

るため、自身の領域に対する研究時間は十分に確保されているといえる。また、教育研究

目的をかなえるために、一人の教員に複数の科目を担当させるのではなく、幅広い領域か

らそれぞれの科目領域の専門家を教員として招いているため、教育担当時間の少なくなる

教員もいる。その場合は、メールアドレスを学生に公開したり、学内グループウェアやＳ

ＮＳコミュニティを活用したりすることにより、学生とのコミュニケーションを取れる体

制を整え、工夫をしている。 

ＴＡの活用についても、学生をサポートし、教員をサポートする体制は十分に整ってい

る。 

教員の教育研究目的を達成するための資源については、本学は株式会社立大学であるた

め、国からの助成金応募の対象とならないことが多く、学生納付金のみで大学運営を行っ

ているが、いかに現在あるリソースを最大限使い、教育研究目的を達成するかという工夫

を日々行っている。その中で、対象となる外部研究資金の獲得のための体制を整えて、積

極的に行っている。 

 

＜5-3 の改善・向上方策(将来計画)＞ 

産学官連携センターでは平成 25 年に「風土雲人」（フードクラウド）など、安定的に実

用化される製品などを社会に送り出している。今後もより一層の案件獲得を図っていく。 

また、現在あるリソースを有効に使い、教育研究費の充実を図るべく努力していく。 

 

5-4. 教員の教育研究活動を活性化するための取組みがなされていること。  

＜5-4 の事実の説明(現状)＞ 

5-4-① 教育研究活動の向上のために、ＦＤ等の取組みが適切になされているか。 

「ファカルティ・ディベロップメント（以降ＦＤ）委員会」は、教員の教育研究活動を

活性化するための検討を行うと共に、職員による教育現場に関する情報の収集や他大学の

ＦＤ活動の研究、さらに学内での意見交換・会議を定期的に開催し、教育研究活動の向上

を目指す中心的活動を実践している。本学はこの「ＦＤ委員会」を教育研究活動の向上の

基盤体制組織と位置づけている。そのうえで本学は、二つの柱でＦＤの取組みを行ってい

る。 

一つ目は、学生が毎回の全授業終了後に行っている「エヴァリエーションシート（以降

ＥＳ）」であり、その内容に関しては担当教員と大学事務局で共有し、改善の必要性がある

場合は、次週開講までに措置を講じている。「学部教授会」と「大学院教授会」では、その

集計結果をもとに、更なる改善について議論し検証している。 

二つ目目は、教員の指導力の向上を図るため、学部・大学院合同で、年 3 回の教員研修

を実施している。教員研修においては、ティーチング・シェアリング（各教員が授業で試

みた事例を発表し、参加教員で考察し検証する試み)を実践し、外部教員を招聘して知見を

得ている。また大学院においては、毎回の授業のビデオ撮影を行い、希望する教員は、「Ｅ

Ｓ」評価の高い授業をＤＶＤにて閲覧することが可能になっている。 

  

5-4-②  教員の教育研究活動を活性化するための評価体制が整備され、適切に運用されて
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いるか。 

「ＥＳ」は毎回の全授業で行っており、問題点の抽出が即座に行えるシステムになって

いる。集計は学内グループウェアで行われ、学生が提出した「ＥＳ」を教員が閲覧できる

システムになっていることから、授業の状況や問題点に迅速に対応することが可能になっ

ている。 

大学院では、毎学期終了ごとに集計された各授業の「ＥＳ」結果から、評価が高かった

上位 3 授業を、その功績を称えるべく教員へ最優秀指導賞と評して学長より授与を行って

いる。 

また学部、大学院共に、「教員選考委員会」での評価の結果は昇任などに反映する。評

価項目は、研究業績、教育業績、大学への貢献、広報、社会貢献などからなり、昇任（職

位変更）は評価項目に基づいて総合的に評価する。 

 

＜5-4 の自己評価＞ 

「ＥＳ」を毎回の授業毎に実施し、次週の授業改善に繋げている。また、大学院では、

教員がお互いの「ＥＳ」評価を閲覧できる仕組みおよび表彰制度が設けられている。 

今後も、教育研究活動の更なる向上・発展のため、本学らしいＦＤ活動の充実に努めて

いく。 

 

＜5-4 の改善・向上方策(将来計画)＞ 

「カリキュラム検討委員会」で定める、望まれる人材の育成について、今後とも「ＦＤ

委員会」で方針や具体施策を実行していく。教員研修として行われる教員相互の授業見学・

参加、教育手法の共有を行うティーチング・シェアリングと本学の特徴である「ＥＳ」に

よる検証とフィードバックによる向上を中心に行なう。今後も実施方法や目的、内容を常

に検討し、教員との連動を図りながら結果を検証して改善を図っていく。 

 

[基準 5 の自己評価] 

採用・昇任の規程に関しては、「教員選考委員会」を中心に、適切な運用ができている。 

本学における実務経験を有する教員による教育研究は、本学の建学の精神を受けた教育

目的を達成するための重要な要素である。そのような教員を多数擁しているがゆえ、研究

としての実務から生まれた成果の教育への還流はなされており、教育研究体制は整備でき

ている。 

しかしながら、大学として研究に対する資金的援助が十分でない状況から、発明・開発

といった研究成果はまだまだ不十分である。また株式会社立大学であることから、外部研

究資金の獲得は困難を極めるが、これの対策として、平成 21(2009)年に産学官連携センタ

ーを設立し、より一層積極的に外部研究資金の獲得を図っている。 

本学のＦＤ活動は、実務経験を有する教員を実務だけではなく、教育者としても第一線

の教育ができるよう、教員研修と「ＥＳ」という手段を講じており、これを統括する体制

として、「ＦＤ委員会」が教育研究活動の向上を目指した取組みを行っている。 

 

[基準 5 の改善・向上方策(将来計画)] 
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教員の採用に関しては、非常勤の教員であっても、採用方針や教育効果などを鑑み、産

業界・教育業界において先端的活動をしている者を登用するよう、教職員の人的ネットワ

ークの活用はもとより、公募を積極的に実施するなど、幅広い教員採用を実施していく。 

教員の教育研究目的を達成するための資源については、学内資金を中心に担保していく。 

外部資金の獲得については、株式会社立大学であるために、公的助成金や各種競争的資

金の対象にならないことが多いため、いかに現在あるリソースを最大限活用したうえで教

育研究目的を達成するかという工夫を行っていく。また応募要件を満たす外部研究資金に

ついては、産学官連携センターを中心として引き続き積極的に獲得支援を行っていく。 
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基準 6. 職員 

 

6-1. 職員の組織編制の基本視点及び採用・昇任・異動の方針が明確に示され、かつ適切

に運営されていること。 

＜6-1 の事実の説明(現状)＞ 

6-1-① 大学の目的を達成するために必要な職員が確保され、適切に配置されているか。 

本学は、職員 56 人を各部署に配置し、大学の目的を達成するために必要な職員を確保

し、適切に配置し組織整備を図っている。 

なお、組織編制の特徴としては、学生の利便性を考慮し、教務課、学生課といった分業

制をとらず、窓口を一本化している。このことにより、実際の組織としては下記の通り複

数のグループに分かれているものの、情報の共有化やスムーズな情報伝達が可能となって

いる。 

人員配置としては、学部では、日々の授業運営や学生対応など学校運営全般に関わる業

務を担当する学生支援グループに正職員 9 人、契約職員 4 人、パート職員 4 人、学生募集

や入試関連業務、各種取材などを担当する入試広報グループに正職員 5 人、それらを統括

する学部事務局長 1 人を配置している。大学院では、正職員 4 人、大阪サテライトキャン

パスには正職員 1 人がおり、それを統括する大学院事務局長 1 人を配置している。学部・

大学院に共通する組織として、職員の主に事務業務支援を主に行う学務グループに正職員

5 人、パート職員１人、キャリアセンターに正職員 3 人、産学官連携センターに正職員 1

人(兼務)、学長秘書として正職員 1 人がいる。 

本学の設置会社においては、取締役 6 人をはじめ、組織全体に関する事務を扱い、管理部

門を統括する部長 1 人のもと、庶務、施設・設備管理、労務管理、教育・研修、契約法務

などをとりまとめる総務人事グループに正職員 2 人、契約職員 1 人を、資金繰りや出納な

どの財務管理、財務諸表作成などを担う財務経理グループには、正職員 3 人、派遣社員を

1 人配置している。さらに職員や学生用ＰＣ、組織全体のネットワークシステム、サーバ

ーなどを管理する情報システムグループには正職員 1 人、派遣社員 3 人を、新規事業を企

画・立案する経営企画室に正職員 3 人、Ｗｅｂサイトや広告媒体の制作をするクリエイテ

ィブ室には、正職員 4 人、対外的な広報を担当する広報室には正職員 2 人を配置し、管理

部門として本学の教学面を支えるための職員を配置している。 

 

6-1-② 職員の採用・昇任・異動の方針が明確にされているか。 

本学の設置会社における企業理念に基づき、「デジタルハリウッドが求める人材」とし

ての人事ポリシーを定めたうえで、教育事業に携わる者として人材育成に強い意欲のある

者の採用を行っている。 

また、本学がより高いレベルの人材育成を行い、広く世界へ人材を輩出できる機関とな

るために、職員一人ひとりが自己を高めることが重要であり、そのための人事施策として、

成果を生む行動特性として定めた「デジハリノート」に基づき、人事の昇任を行っている。 

さらに、社内人事制度として、「社内公募制度」や「ジョブローテーション制度」を設

け、大学運営に意欲的な人材配置や積極的な登用も行っている。 
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6-1-③ 職員の採用、昇任、異動の方針に基づく規則が定められ、かつ適切に運用されて

いるか。 

「就業規則」及び人事関連諸規程を基に人事管理を行っており、正職員に留まらず様々

な雇用形態で運用している。また、多様なニーズに対応すべく、これまでの職業経験や専

門知識・技能を評価する中途採用も行っており、即時に現場対応ができるよう柔軟な管理

を行っている。 

採用時には、「デジタルハリウッドが求める人材」の要件に照らした面接シートを用い、

「採用フロー」に従い、教育機関に適した人材の確保に努めている。 

昇任は、各部署の責任者が職員一人ひとりと面談を設け細かく評価を行い、期待値や実

績値に基づき、年に一回総合的に判定している。 

異動の運用としては、入社 3 年以上の正社員を対象とした臨時異動の他に、欠員補充や

新規プロジェクト発足時に実施される「社内公募制度」や、今後の成長が期待される人材

を対象とした「ジョブローテーション制度」を構築し、幅広い経験やスキル開発に努めて

いる。 

異動の際は、設置会社経営やその他運営面などで都度、異動(配置転換、転勤、出向)を

命じ、本人に同意・確認したうえで、それに応じた処遇をしている。 

その他、各人が持っている職業経験や専門知識・技能に関する情報を集め、データベー

ス化し、適材適所に努めている。 

 

＜6-1 の自己評価＞ 

大学を運営していくうえでの人員は適切に各部署に配置されており、「就業規則」や諸

規程は全職員がいつでも閲覧できるようデータ化され、専用サーバーにアップしているた

め、各自がいつでも確認できる仕組みになっており利便性が高い。また、この専用サーバ

ーについては、社内ＬＡＮからのみアクセスできる仕組みになっている。 

 

＜6-1 の改善・向上方策(将来計画)＞ 

開学より学部は 9 年、大学院は 10 年を経過したことで、職員の配置は適切に構築され

てきたが、更に幅広く優秀な人員を確保していく。 

 

6-2. 職員の資質向上のために取組みがなされていること。 

＜6-2 の事実の説明(現状)＞ 

6-2-① 職員の資質向上のための研修(セルフ・ディベロップメント[以降 SD]等)の取組み

が適切になされているか。 

本学では、株式会社として掲げる経営理念や中期経営計画に基づいて、各個人の目標を

半期ごとに設定をすることで、教育機関としてだけでなく、一企業としても職員全員が同

じビジョンを共有し、中長期的な観点、視点で業務を遂行することが出来ており、結果、

資質向上に大きく貢献している。 

その他にも、社内における管理職研修、経営者育成プログラム、各部署内における勉強

会の実施など、様々な取組みを設けている。さらに、設置会社が設立、運営している専門

スクールとの連携による研修も行っており、職員一人ひとりのスキルアップを図っている。 
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また、大学運営における会議資料の作成に留まらず、各種施策の基本方針案の策定など

の企画、提案やファシリテーションなども行っており、大学における意思決定に主体性を

持ち臨むことで、視座が高まり、資質向上へと繋がっている。 

さらに、各部署担当者が外部の研修会や説明会などへ参加している。 

(【資料 6-5】社内研修一覧)  

 

＜6-2 の自己評価＞ 

大学職員という面だけでなく、株式会社の社員として経営方針も反映した人材育成が行

われており、目標設定や評価制度が用いられている。また、採用、昇任、異動には、評価

と資質向上が連動されており、大学運営における場で職員は主体性を持って参加、職員の

資質向上のための取組みがなされている。 

 

＜6-2 の改善・向上方策(将来計画)＞ 

少子化による大学全入時代到来で、大学の淘汰が始まっている中で、教育的な視点だけ

ではなく、大学全体を考えるための経営的観点も、職員一人ひとりに必要である。そのた

めの研修は現状でも出来ているが、今後も大学職員として大学運営に関する専門知識の向

上を含め、ＳＤ活動に取組んでいく。 

 

6-3. 大学の教育研究支援のための事務体制が構築されていること。 

＜6-3 の事実の説明(現状)＞ 

6-3-① 教育研究支援のための事務体制 が構築され、適切に機能しているか。 

教育支援体制としては、日常において、授業資料の用意や教室準備、カリキュラムの集

約、教員の庶務など、教務担当職員による支援体制を敷いている。 

また、各授業に担当職員を配置するなど、教員と学生とのコミュニケーションをより活

発にしている。演習科目や専門科目における教育支援として、ＴＡ(ティーチングアシスタ

ント)を配置している。 

大学院では教員がより授業を円滑に進められるよう、毎月回収した「エヴァリエーショ

ンシート」から、特に注目すべきコメントを職員がまとめ、全教員に共有している。 

研究支援体制としては、大学事務局において各研究室の科学研究費補助金を受けるため

の経理処理を行っており、また、平成 21(2009)年 2 月に設置した産学官連携センターにお

いて、共同研究のコーディネート、ＩＣＴ(Information Communication Technology)人材

育成に関する産業界・自治体への企画提案、産学官連携に関する情報発信・情報交流など

を実施している。 

 

 ＜6-3 の自己評価＞ 

大学事務局と産学官連携センターにおいて、前述のように教育研究支援のための事務体

制は整備されており、適切に機能している。 

 

＜6-3 の改善・向上方策(将来計画)＞ 

今後も、本学は研究活動にも注力していく方針である。その研究活動の状況に応じて、
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産学官連携センターの事務体制も強化していく。 

 

[基準 6 の自己評価] 

本学は職員育成に対して、企業理念に基づいた行動指針や業務目標などを職員に徹底し

ており、自己成長を促す仕組みができている。また、職員の成長が会社、大学全体の成長

にも繋がっている。 

採用や昇任、異動についても、指針や目標などと連動して行うことで、適切に運用する

ことが出来ている。 

ＳＤについても、「学部教授会」「大学院教授会」、教員研修、「FD 委員会」など各種活動

へ主体的に参加しており、学内研修も設けていることで、一人ひとりの資質・能力を伸ば

す機会が整備されている。 

教育研究支援においても、組織的な支援体制が出来ている。 

 

[基準 6 の改善・向上方策] 

多様化する社会のニーズを常に把握しつつ、引き続き職員の適切な配置や資質向上を図

り、それに伴った事務体制を構築していく。 
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基準 7. 管理運営 

 

7-1. 大学の目的を達成するために､大学及びその設置者の管理運営体制が整備されてお

り、適切に機能していること。 

＜7-1 の事実の説明(現状)＞ 

7-1-① 大学の目的を達成するために大学及びその設置者の管理運営体制が整備され、適

切に機能しているか。 

本学の設置会社は定款第 2 条において、「コンテンツ・ＩＴ産業を中心とする教育事

業」を会社の目的の一つと定め、大学事業部を設置している。設置会社では、大学事務

局を大学事業部として社内の一部署として位置づけ、大学の使命・目的や教育研究目的

を掲げ、事業を推進している。 

本学における管理運営体制は、学校法人における理事会の働きに相当する法人管理運

営組織と、大学の実質的な運営と管理を担う大学管理運営組織で構成される。 

 

【図 7-1-1】大学管理運営組織図  

 

 

(1)法人管理運営組織 

設置会社の「定款」「取締役会規程」及び「経営会議規程」に基づき、「取締役会」「経

営会議」を置いている。 

1．株主総会 

設置会社「定款」第 3 章に定められている。 

 

2．取締役会・代表取締役 

設置会社「定款」第 4 章、「取締役会規程」及び「組織規程」に定められている。 

 

3．経営会議 

設置会社「経営会議規程」及び「組織規程」に定められている。 
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4．監査役 

設置会社「定款」第 5 章及び「組織規程」に定められている。 

 

(2)大学管理運営組織 

一般的な大学で教学部門と考えられる働きをする大学管理運営組織として、学長のも

とに以下の組織やその他委員会を置いている。 

1．学部教授会 

学部学則第 13 条、第 14 条及び「学部教授会規則」に定められている。 

 

2．大学院教授会 

大学院学則第 45 条、第 46 条及び「デジタルハリウッド大学大学院教授会規則」に定

められている。 

 

3．学部事務局  

学部学則第 12 条第 5 項に定められている。 

 

4．大学院事務局  

大学院学則第 50 条に定められている。 

 

7-1-② 管理運営に関わる役員等の選考や採用に関する規程が明確に示されているか。 

(1)役員 

役員については設置会社「定款」第 4 章において員数、選任、任期について定められ

ている。 

 

(2)経営会議 

「経営会議」の構成員については「経営会議規程」第 3 条に定められている。 

 

(3)学長 

学長については設置会社「取締役会規程」及び「デジタルハリウッド大学学長選任規

則」において、選任などについて定められている。 

 

＜7-1 の自己評価＞ 

管理運営体制は、設置会社においては、「定款」「取締役会規程」「経営会議規程」及び

「組織規程」により、学部及び大学院については、「大学組織規則」「学部学則」「大学院学

則」によって明確に規定されており、適切に機能している。 

 

＜7-1 の改善・向上方策(将来計画)＞ 

昨今の社会情勢による大学を取り巻く環境の変化に柔軟に対応していくためにも、設置

会社と教学部門が協力して大学運営に参画するよう、更に情報共有に努め、現行の体制に

甘んじることなく検証し、引き続き学長や事務局長が設置会社の役員もしくは管理職とし
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て教学と経営を架橋した機動力ある管理体制を維持していく。 

 

7-2. 管理部門と教学部門の連携が適切になされていること。 

＜7-2 の事実の説明(現状)＞ 

7-2-① 管理部門と教学部門の連携が適切になされているか。 

基準 7-1-①の(2)の通り、本学の大学事務局は大学管理運営組織であり、教学部門に

含まれる。 

現状、本学学長は設置会社の取締役を兼任すると共に、学部長、研究科長も兼務して

いる。また、学部事務局長は大学事業部長を兼任している。取締役と事業部長は「経営

会議」の構成員であるため、管理部門である設置会社と教学部門である大学事務局との

意思疎通は十分になされている。 

「取締役会」又は「経営会議」で決定された重要事項は、「学部教授会」「大学院教授会」

にて教員へ周知される。また、「学部教授会」及び「大学院教授会」には、各事務局長の他

にも各事務局内の各グループから多数の職員が陪席し、教員との連携を図っている。 

 

＜7-2 の自己評価＞ 

管理部門である設置会社と教学部門である大学事務局との意思疎通は十分に行われ、適

切に連携されているといえる。 

 

＜7-2 の改善・向上方策(将来計画)＞ 

大学運営にも組織の透明性や信頼性を求められる昨今、管理部門と教学部門、教員と職

員との間でも密な連携が求められており、現状適切になされている。 

今後もあるべき組織体制を検討していき、その連携の継続性を担保していく。 

 

7-3. 自己点検・評価のための恒常的な体制が確立され、かつその結果を教育研究はじめ

大学運営の改善・向上につなげるシステムが構築されていること。 

＜7-3 の事実の説明(現状)＞ 

7-3-① 教育研究支援の改善及び水準の向上を図るために自己点検・評価の恒常的な実施

体制が整えられているか。 

本学ではこれまで、学長、学部長、大学事務局長、学長が指名する専任教員、及び学長

が必要と認めた教職員で構成する「自己点検委員会」にて、教員及び事務組織の多面的な

活動状況などを客観的に点検・評価し、改善に努めてきた。 

また、同構成の「FD 委員会」では、教育研究面での点検評価及び改善を行っている。「FD

委員会」は本学の教員が、教育の質的向上を図るために組織的に取組む活動の推進を目的

としている。 

なお、これまで機関別 1 回、分野別 2 回の認証評価を受審しており、どれも学校教育法

に基づく大学院の基準に適合していると認定された。 

なお、大学院は、評価において本学の分野に該当する評価機関が無いため、学校基本法

第 109 条第 3 項但し書きに従って外部の有識者を集め、認証評価を行った。 
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7-3-② 自己点検・評価の結果を教育研究をはじめ大学運営の改善・向上につなげるシス

テムが構築され、かつ適切に機能しているか。 

基準 7-3-①の通り、「自己点検委員会」と「FD 委員会」を設置し、その内容は、「学部

教授会」「大学院教授会」にて周知し、問題点については検討する仕組みになっている。ま

た、自己点検については「自己点検委員会」のもとに各部署の職員で構成するワーキング

グループを設け、現場での問題点を把握している。 

その他にも、本学では学生からの評価が点検評価の基本的な事項であると考え、ＦＤ

の一環として、開学時よりすべての科目において原則として毎回の授業終了後に「エヴ

ァリエーションシート」と、学期ごとにその期を統括するアンケートを実施している。

その内容については、担当教員、大学事務局双方で共有し、改善の必要のある場合は、

迅速に措置を講じている。 

 

 7-3-③ 自己点検・評価活動等の結果が学内外に公表され、かつ大学の運営に反映され

ているか。 

本学は「自己点検委員会」および「FD 委員会」を設け、自己点検活動を行ってきた。 

これまでに機関別は平成 22(2010)年度、分野別は平成 20(2008)年度および平成

24(2012)年度に自己点検・評価報告書を作成し、学内には冊子を配布し、本学Ｗｅｂサ

イトで学外にも公表してきた。認証評価の受審結果も本学のＷｅｂサイトに掲載してい

る。認証評価の際に評価委員会より今後の課題などとして指摘を受けた部分は、大学事

務局及び「学部教授会」「大学院教授会」などで検討を行い、運営の改善を図っている。

例えば、平成 22(2010)年度に受審した機関別認証評価にて、参考意見として提示され

た履修登録単位数の上限が高かった点については、平成 23(2011)年度より学生の学修

においてより適切な値へ引き下げた。 

 

＜7-3 の自己評価＞ 

本学では「自己点検委員会」及び「FD 委員会」において、学内の問題点の把握、改善・

向上に努めてきた。平成 20(2008)年度、大学院の外部評価委員会の評価以降、基準 7-3-

③の通り、その結果の学内外への公表、及び改善に繋がる流れが構築されており、適正に

機能していると言える。 

 

＜7-3 の改善・向上方策(将来計画)＞ 

大学院においては、学校基本法第 109 条第 3 項但し書きに記されている外部の有識者

を評価委員とした認証評価を実施する行為の適用期間が終了したため、平成 24 年度に

外部評価委員より認証評価団体の評価を受審。その際、客観的かつ公平な評価結果を得

るために産業界や学術団体と連携し認証評価機関の設立の早期実現が指摘されていた

が、各団体への打診などの検討を進めている段階である。今後認証評価については、法

令に定められた期間内に実施し自己点検において認識された課題などは、「自己点検委

員会」にて検討し、随時「学部教授会」「大学院教授会」で周知、検討し、機関別・分

野別を交互に隔年で実施し公開していく。 
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［基準 7 の自己評価］ 

本学は株式会社立大学であり、学部及び大学院の事務局は設置会社の一部署である。

そのため管理部門である設置会社と教学部門との連携は円滑で、意思決定や大学運営の

現場へのフィードバックも迅速に行われている。また、開学以降 10 年間、教育研究目

的を念頭に置き、管理運営体制を適切に整備してきた。 

本学では「自己点検委員会」や「FD 委員会」などにおいて、学内の問題や課題の把

握、解決するための手段の検討実施について迅速に行ってきた。その結果、過去 3 回行

われた認証評価では適合の結果に結びついている。 

 

［基準 7 の改善・向上方策(将来計画)］ 

今後も設置会社の管理部門と大学運営管理組織である学部及び大学院事務局や、その他

委員会組織の間での連携を維持していく。本学のＦＤ活動を継続して実施し、学内の問題

点の把握と改善に努め、自己点検・評価の活動を活発化していく。 
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基準 8. 財務 

 

8-1. 大学の教育研究目的を達成するために必要な財政基盤を有し、収入と支出のバラン

スを考慮した運営がなされ、かつ適切に会計処理がなされていること。 

＜8-1 の事実の説明(現状)＞  

8-1-① 大学の教育研究目的を達成するために必要な経費が確保され、かつ収入と支出の

バランスを考慮した運営がなされているか。 

本学は、設置会社の一部署であるため、会社法に基づき決算を行っている。 

予算編成の過程、手続きについては、毎年度末に過去の実績及び翌年度以降の中期計画

に基づき収支を計算し、検討・討議を重ね、最終的に設置会社の「経営会議」及び「取締

役会」にて審議の上、決議・承認される。 

本学の収入はほぼすべてが学生納付金であり、支出はすべて同納付金より賄われている。

その範囲の中で、教育研究目的において最も優先されるべき教育に大きく資源を配分して

いる。 

  

8-1-② 適切に会計処理がなされているか。 

設置会社における会計処理は、「会社法」「企業会計原則」「法人税法」に基づき「経理

規程」を定め、財政状態並びに経営成績、キャッシュフローの状況を明らかにし、経営活

動の効率的運営を図り、会計処理は適切に行われている。 

また、学部・大学院の学校会計は、「学校会計区分経理適用基準」を設け、財務諸表(貸

借対照表、損益計算書、キャッシュフロー計算書)について、会社会計の年度決算より区分

経理への適用を行っている。 

（【資料 8-5】学校会計区分経理適用基準） 

 

8-1-③ 会計監査等が適正に行われているか。 

設置会社における会計監査については、毎会計年度終了後に会計監査人(監査法人)によ

る会計監査を実施されており「適正意見」を表明されている。会計監査は、会社法第 436

条第 2 項第 1 号の規定に基づき、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計画書及び個

別注記別表並びに附属明細書について実施され、設置会社の株主総会において報告される。 

また、千代田区、八王子市、大阪市との構造改革特区の協定に基づき、四半期ごとに各

自治体に対し財務状況報告を行っている。 

 

＜8-1 の自己評価＞ 

本学は株式会社立大学であるために文部科学省の助成金や税制面での優遇などを得る

ことはできないながらも、コスト削減と業務の効率化を図り、大学の教育研究目的を達成

するために必要な財政基盤を築いている。 

会計処理や会計監査については、会社法などに基づき適切に実施している。 

また、万一大学運営が困難となった場合のセーフティネットとして、各自治体と締結し

た協定に基づき、本学の学生が他の教育機関へ転籍するための費用を「留保金」として独

自に学生納付金とは別に現金にて担保している。 
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学部の完成年度である平成 20(2008)年度以降、学部のみに限ると財政基盤は安定してい

る。大学院は、過去に入学定員数を確保できていない年度があり、また平成 18(2006)年の

学費システムの変更により、履修科目数に伴い授業料が変動するシステムとなったことで、

学生納付金は減少した時期があった。その後平成 22(2010)年度より、長期履修から標準年

限愛での修了を推奨する制度への変更に伴った学費制度の改定や、順調な入学定員確保の

結果、現在は大学院単体でも安定して黒字となっている。 

 

＜8-1 の改善・向上方策(将来計画)＞ 

経営基盤強化のため引き続き入学定員の充足と安定した学生納付金の確保に努めると

ともに、家計の急変のために学費未納による退学者数・除籍者数を減少させるために学費

の支援制度の充実を図る。 

また、設置会社としては、継続的な経費削減策を実施し財務体質の改善や資金調達力の

強化を図りつつ、高等教育機関として更なる安定性・継続性の向上に努める。 

 

8-2. 財務情報の公開が適切な方法でなされていること。 

＜8-2 の事実の説明(現状)＞ 

8-2-① 財務情報の公開が適切な方法でなされているか。 

本学は株式会社立の大学であるため、設置会社が決算公告を実施している。また、会社

法に則り「事業報告」及び「計算書類」を整備しており、利害関係者から請求のあった場

合には閲覧に供することにしている。 

本学は構造改革特区の特別措置を受け開学した大学であるため、キャンパスを設置して

いる千代田区、八王子市、大阪市との構造改革特区の協定に基づき、四半期ごとに各自治

体に対し財務状況報告を行っている。 

 

＜8-2 の自己評価＞ 

設置会社が会社法に則り、適切な情報公開を行っている。 

 

＜8-2 の改善・向上方策(将来計画)＞ 

引き続き設置会社が会社法に則り、適切な情報公開を行ってゆく。 

 

8-3. 教育研究を充実させるために、外部資金の導入等の努力がなされていること。 

＜8-3 の事実の説明(現状)＞ 

8-3-① 教育研究を充実させるために、寄付金､委託事業､科学研究費補助金、各種ＧＰ

(Good Practice)などの外部資金の導入や収益事業､資産運用等の努力がなされて

いるか。 

本学は株式会社立大学であるために、税制上の優遇措置の対象外であるため損金算入が

認められておらず寄付金の獲得は困難といえる。また、各種ＧＰについても株式会社立大

学は公募の対象外であるために応募不可能であり、本学の外部資金導入に関する制限は多

い。 

 収益事業や資産運用については、設置会社の一部署である大学事業部としては行ってい
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ないが、教育研究の充実のため、民間企業との共同の教育研究を行っている。例えば、平

成 21(2009)年にドイツの老舗文房具メーカーのファーバーカステル社との連携による東

日本大震災被災地区の小学生の指導、平成 22(2010)年および平成 23(2011)年は、株式会社

エヌ・ティ・ティ・ドコモとの連携による同地区のタブレット PC を用いた子供教育、平成

25(2013)年からはパナソニック株式会社との 4K 時代における新たな映像表現や 4K 動画撮

影が可能なミラーレス一眼カメラをはじめとするデジタルイメージング機器の開発に向け

た共同研究などがある。 

 

＜8-3 の自己評価＞ 

基準 8-3-①の通り、本学の外部資金導入は制限が多いものの、設置会社が 20 年に渡り

運営している専門スクールで培った産業界とのコネクションや、デジタルコンテンツとい

う本学の専門分野と親和性のある企業と連携した教育研究を実施している。また、過去に

は平成 17(2005)年と平成 19(2007)年度に経済産業省委託事業を、平成 19(2007)年には科

学技術振興調整費といった競争的資金も獲得してきた実績がある。 

 

＜8-3 の改善・向上方策(将来計画)＞ 

本学においては基準 8-3-①の通り、外部資金の獲得は制限が多いため、競争的資金の獲

得は重要な課題である。今後も外部資金の獲得のために産学官連携センターを中心に、更

に本学の教育研究と社会との連携を一層深める努力をしていく。 

 

［基準 8 の自己評価］ 

本学の財務状況については、設置会社の一部署として予算に対してバランスの取れた運

営が行われており、教育研究目的を達成するために必要な経費が確保され、適切な会計処

理がなされている。 

学部においては、平成 17(2005)年に開学して以来、入学定員を下回ることなく、安定し

た経営状況を保つことが出来ている。 

大学院においては、過去に定員数を確保できていない年度があり、それに加え、平成

18(2006)年の学費システムの変更により、履修科目数に伴い授業料が変動するシステムと

なり、学生納付金は減少した時期もあったが、その後の入学者層への教育効果を鑑み、平

成 22(2010)年度より、長期履修から 2 年間での集中履修への推奨の変更に伴った学費制度

の改定や、順調な定員確保の結果、現在は大学院単体でも黒字化された。 

 

［基準 8 の改善・向上方策(将来計画)］ 

定員は学部・大学院ともに安定したため、引き続き定員が充足している状態を継続し、

経済的困難さを持った学生への学費支援制度の充実および産学官連携センターを中心とし

た外部資金の獲得、設置会社による資金調達力の強化に努める。 
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基準 9. 教育研究環境 

 

9-1. 教育研究目的を達成するために必要なキャンパス(校地、運動場、校舎等の施設設

備)が整備され、適切に維持、運営されていること。 

＜9-1 の事実の説明(現状)＞ 

9-1-① 校地、運動場、校舎、図書館、体育施設、情報サービス施設、附属施設等、教育

研究活動の目的を達成するための施設設備が適切に整備され、かつ有効に活用さ

れているか。 

本学は、2013年 4月に秋葉原キャンパスメインキャンパス、秋葉原セカンドキャンパス、

秋葉原サードキャンパス、御茶ノ水キャンパスから駿河台キャンパスへ移転統合し、駿河

台キャンパス、八王子制作スタジオ、大阪サテライトキャンパスによって構成されている。 

校地面積は合計 24,383 ㎡であり、これは収容定員 1,000 人から算出した 10,000 ㎡を超

えており設置基準を満たしている。 

運動場は八王子制作スタジオ内にあり、グラウンドは 10,000 ㎡の広さがある。本学学

生の利用だけでなく、地元地域住民のスポーツ活動の場として提供している。 

また、本学は構造改革特別区域計画により、千代田区内のキャンパスと八王子制作スタ

ジオについては、代替措置を講じることにより、運動場を設けないという特例措置を受け

ているが、現状は八王子制作スタジオに運動場があるため、設置条件を満たしている。 

校舎については、大学設置基準における学部の種類について本学の学部が該当する分野

が無かったため、大学設置認可申請時に大学設置審議会に相談したところ、本学学部に関

連のある、経済学関係、社会学・社会福祉学関係、工学関係、美術関係の学部の値の合計

から算出した平均値で良いとの助言を受けた経緯がある。 

平成 18(2006)年 3 月に秋葉原セカンドキャンパス、同 7 月に八王子制作スタジオ、平成

19(2007)年に秋葉原サードキャンパスと、拡大を重ね、2013 年に駿河台キャンパスに秋葉

原の 3 つのキャンパスと御茶ノ水キャンパスを移転統合した。 

校舎面積は、合計 10,621 ㎡であり、大学設置基準より算出した必要面積の 8,574 ㎡を

満たしている。 

本学は構造改革特別区域計画により、千代田区内のキャンパスと八王子制作スタジオに

ついては、大学設置基準第 34 条に定められている「学生の休息・その他に利用するのに適

当な空地」については特例措置を受けており、校舎内においてそのような環境が確保され

ているため、それとは別に空地が確保されていなくても、学生にとって、休息その他に利

用する環境が整うと考えられる。 

 

(1)駿河台キャンパス 

駿河台キャンパスには、教室 17 室とパソコン教室 8 室、会議室 3 室、大学院生専用

の研究室 1 室、研究室、医務室、メディアライブラリー、学長室、事務室がある。 

 

(2)八王子制作スタジオ 

八王子制作スタジオは、廃校となった旧三本松小学校を八王子市より賃借し、制作ス

タジオとして改修したものである。パソコン教室の他に、作品制作の会議など、多目的
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に使用できるプロジェクトルームと、プロジェクターを設置し、授業も可能なセミナー

ルームが合わせて 10 室がある。長期の制作活動に対応できるよう、シャワールーム(男

女各 1 室)、キッチンや仮眠室(男女各 1 室)も併設している。 

また、関連企業によりモーションキャプチャスタジオが設けられており、教員や学生

の希望者は利用可能である。 

 

(3)大阪サテライトキャンパス 

大阪サテライトキャンパスには、講義室、学生専用の研究室、パソコン教室などがあ

る。 

 

(4) 研究室 

研究室については、基準 5-3-①の通り、本学では実務経験を有する教員を多数配置

しているため、実務が研究活動の一環であるとの考えから、校舎への出勤だけを教育研

究時間であるとは捉えていない。そのため、学内に全教員に対しては独立した研究室は

設けておらず、教員が実務を行う場所を学外の研究室と認めている。このことは従前指

摘されていた研究室の設置に関する留意事項が平成 21(2009)年度には指摘されなかっ

たことから、大学設置審議会及び文部科学省に理解されたものと認識している。 

しかしながら、本学の専任教員の役割及び責任の在り方が、より重要性を増している

と共に、研究活動も活発化していることを鑑み、教員の研究・教育活動の状況に合わせ

て、駿河台キャンパスに共同の研究室として教員室を設置し、八王子制作スタジオ内に

は教員個別の研究スペースの設置を進めている。 

教員と学生とのコミュニケーションの場としては、校地での教育担当時間以外でも、

一部教員はメールアドレスを学生に公開し、随時質問や相談に対応できる環境を提供し

ている。また、学内グループウェアにおいても、質疑応答や課題の出題・提出、掲示板、

オンラインテストの実施が可能であるなど、様々な機能を使って、教員と学生との接点

を増やす工夫をしている。 

 

(6)情報関連施設 

情報関連施設などについては、学内ＬＡＮを整備し、全キャンパスにおいて無線ＬＡ

Ｎによりインターネットアクセスが可能である。 

自習用に設置したパソコン教室は終日自習用として、また授業で使うパソコン教室に

おいても授業のない時間は平日 8:30 から 22:30 まで、土曜日は 9:00 から 18:45 まで開

放し、毎週金曜日と土曜日は 22:00 から翌朝 8:00 まで利用できる。また、大学院生専

用研究室のパソコンも学生は終日自由に使用できる。 

学内グループウェアは、授業の時間割、シラバス、休講情報などを閲覧でき、履修登

録や成績照会、授業評価アンケートにも利用している。また、学生への重要な連絡も随

時掲示し、これについては携帯電話からのアクセスも可能である。 

 

(7)図書館 

メディアライブラリーは学部の開学時には、秋葉原メインキャンパスに設置されてい
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たが、平成 19(2007)年度 4 月に秋葉原セカンドキャンパス 6 階に移転、2013 年 4 月の

移転で駿河台キャンパス内に移転した。秋葉原キャンパスでは図書館に独立したスペー

スを確保できず、キャンパス内に 184 ㎡のスペースを設けるにとどまっていたが、駿河

台キャンパス移転に伴い、独立したメディアライブラリーを設置し、スペースも 285 ㎡

と面積が拡大している。 

 

メディアライブラリーの開館時間は、平日(月～金)10：30～22：00、土曜日 10：30

～19：00、日曜日、祝祭日は休館日としている。 

開学当初より蔵書の充実に努めてはいるが、まだ充分とは言いがたい状況である。そ

のため学生に対しては毎年 4 月に実施している図書館ガイダンスにおいて、本学周辺の

公共図書館や他大学の図書館利用案内や、インターネットを利用した文献検索方法、他

大学図書館への文献複写や貸借の依頼などについても説明している。また、私立大学図

書館協会に加盟しており、学術情報の提供と他大学図書館との協力にも努めていく方針

である。 

図書館システムについては独自のデータベースで蔵書管理を行っているため、利用者

が館内で蔵書を検索することは出来ない。そのためインターネット上の蔵書開示サービ

スを利用し、利用者が蔵書の一部を検索できるようにしている。また一部図書と雑誌の

バックナンバーを除いて開架に配置し、書架の配置や案内図を設置するなどして、利便

性が向上するよう工夫している。また、図書に関して問い合わせがあった場合は常駐す

る職員がデータベースで検索して案内している。 

 

【表 9-1-1】メディアライブラリー所蔵資料数の推移（各年度 3 月 31 日現在） 

 平成 23年度 平成 24 年度 平成 25 年度

図書 13,521 冊 14,571 冊 15,297 冊 

雑誌 115 種 134 種 136 種 

視聴覚資料 1,039 点 1,039 点 1,040 点 

 

(8)医務室 

医務室については、現在駿河台キャンパス内に 1 室設けている。事務室に救急薬品を

配置しており、学生教職員が利用できる。 

 

(9)体育施設 

体育施設は、八王子制作スタジオに 700 ㎡の広さの体育館が有り、バスケットボール、

バレーボール、卓球、バドミントンなどに利用できる。また、トイレ、更衣室(男女各

1 室)を併設している。また、体育館も運動場と同様に、地元地域住民のスポーツ活動

の場として提供している。 
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【表 9-1-2】八王子施設利用状況（各年度 3 月 31 日現在） 

年度 学生利用 市民利用 

平成 22(2010)年度 78 件 315 件 

平成 23(2011)年度 60 件 289 件 

平成 24(2012)年度 44 件 262 件 

平成 25(2013)年度 87 件 201 件 

 

(10)学生寮 

本学が独自に管理・運営する学生寮は無いが、学生会館を管理・運営する企業と提携

しており、都内及び千葉県の 12 箇所の学生会館に 26 人の学生が入居している。 

 

9-1-② 教育研究活動の目的を達成するための施設設備等が、適切に維持、運営されてい

るか。 

本学校舎はすべて賃借物件であるため、その維持及び管理に関する業務は、貸主が行っ

ている。また、清掃業務、建物機械警備、電気や空調設備業務、消防設備業務については、

専門業者へ業務委託し、良好な状態を保っている。 

パソコン教室、及びネットワーク環境の管理については、設置会社の管理部情報システ

ムグループが保守業務を担当している。 

また、ソフトウェアについては最新のバージョンのものを導入している。 

映像撮影などに使用する各種機材も秋葉原メインキャンパス及び八王子制作スタジオ

に保有しており、一部の機材は学生にも貸出を行っている。機材については職員やＴＡが

随時状態の確認を行い、修理が必要な場合は専門業者に依頼している。 

 

【表 9-1-3】 撮影用機材(一部抜粋) 

機材名 駿河台キャンパス 八王子 

キャンパス 学部 大学院 

ＤＶカメラ 14 1 1 

ＨＤＶカメラ 8 2 - 

ＤＶＣＡＭカメラ 1 - - 

ＨＤＶＣＡＭカメラ - - - 

デジタル一眼カメラ 3 - - 

三脚 23 1 - 

照明セット 4 3 1 

ガンマイク 15 1 1 

ワイヤレスマイク 1 2 - 

ピンマイク 1 - - 

撮影用クレーン 1 - 1 

ドリー(撮影用移動車) 1 1 - 

グリーンバック 1 1 - 
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＜9-1 の自己評価＞ 

校地、校舎共に設置基準を満たしている。また各施設は適切に整備、維持、運営されて

おり、概ね有効に活用されている。 

 

＜9-1 の改善・向上方策(将来計画)＞ 

現在のところ、校地、校舎の増床や改築の将来計画はない。 

 

メディアライブラリーにおいては、今後も継続的に資料の収集を行い、蔵書を充実させ

る計画である。ＯＰＡＣの導入については「メディアライブラリー運営委員会」において

検討している。 

 

9-2. 施設設備の安全性が確保されていること。 

＜9-2 の事実の説明(現状)＞ 

9-2-① 施設設備の安全性が確保されているか。 

本学の校舎はすべて賃借物件であるため、清掃、施設設備の営繕管理、法定点検、定期

点検は貸主の指示により、専門業者との業務委託によって実施されている。 

防火対策についても、貸主の指示により、専門業者との業務委託によって防火対象物定

期点検を実施している。また、防火管理者を選任し管理にあたっている。 

バリアフリーについては、駿河台キャンパスについては整備されている。八王子制作ス

タジオ、大阪サテライトキャンパスにおいては、完全整備にまでは至っていない。 

防犯については、駿河台キャンパス、大阪サテライトキャンパスにおいては入居してい

るビルの警備員の巡回があり、警備員不在の時間帯は機械警備システムが運用されている。

また、八王子制作スタジオと御茶ノ水キャンパスにおいても機械警備システムが導入され

ている。 

また、耐震についても移転した校舎は平成 23 年竣工の建築物であるため、超高強度コ

ンクリートが使用され、最新鋭の免震構造が採用されており、安全性は高まっている。 

  

＜9-2 の自己評価＞ 

施設設備面はビル管理会社の手配により専門の業者によって維持、管理されており、安

全を担保している。 

 

＜9-2 の改善・向上方策(将来計画)＞ 

駿河台キャンパスもバリアフリーであり、本学の校舎はすべて賃貸物件である利点を活

かし、バリアフリーなどの視点からも、より良い条件の物件があれば再度の増床や移転も

検討する。 
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9-3. アメニティに配慮した教育環境が整備されていること。 

＜9-3 の事実の説明(現状)＞ 

9-3-① 教育研究目的を達成するための、快適な教育研究環境が整備され、有効に活用さ

れているか。 

本学の駿河台キャンパスがある御茶ノ水はＪＲ、私鉄を含め 3 線が乗り入れ、各キャン

パスは駅から 5 分以内の距離にあり、通学に便利な場所に位置している。また、学内にカ

フェテリアを併設しており、学生は比較的安価で昼食を取ることができる。 

学生の休息の場として、駿河台キャンパスのカフェテリアのほか、各キャンパスのラウ

ンジなどにテーブルと椅子、ソファーなどを設置している。 

八王子制作スタジオには長期の制作活動を支援するために、シャワーやキッチンを併設

しており、学生グループやゼミなどの制作活動に活用されている。 

 

＜9-3 の自己評価＞ 

本学の駿河台キャンパスにほど近い秋葉原は、世界のコンテンツ産業の中心地としても

注目度が高く、デジタルコンテンツを学ぶ本学にとって重要な意味を持っている。また、

駿河台キャンパス複数の路線から至近の立地であり、交通の便も良く、学生だけでなく都

内中心部の企業に拠点をかまえる実務家教員の通勤にも便利な場所である。その反面、都

心駅前という立地ゆえにスペース面での制限があり、図書館の閲覧机や自習(学習)スペー

スの不足という課題がある。これについては、ラウンジにソファーや机椅子を配置するこ

とにより改善を図っている。 

 

＜9-3 の改善・向上方策(将来計画)＞ 

現在のところ、教育研究環境に関する将来計画はないが、必要な部分は今後も修繕など

を行っていく。 

 

［基準 9 の自己評価］ 

本学は多くの大学が立ち並ぶ、日本有数の知の集積地、御茶ノ水にキャンパスを設けて

いる。JR 御茶ノ水駅前、地下鉄千代田線新御茶ノ水駅には直結という立地は、学生・教職

員の通学通勤への負担が少なくメリットは大きい。また、秋葉原駅からも徒歩 9 分圏内。

パソコン関連のハードウェアやソフトウェア、アニメやゲームなどで世界的にも注目され

ている「秋葉原」に隣接しているため、デジタルコンテンツを学ぶうえでメリットも多く、

学生の様々な意識向上の一旦を担っている。その一方、都心の駅前という立地条件ゆえに、

校舎、校地共に大学設置基準を満たしているものの、学生の憩いの場の拡張を求める声も

ある。 

施設設備面については、本学のすべてのキャンパスが賃借物件であるため、ビル管理会

社の手配により専門の業者によって維持、管理されているため安全面についても信頼性が

高い。 

 

［基準 9 の改善・向上方策(将来計画)］ 

今後は引き続き、図書館の所蔵充実を計り、パソコン教室においてハードウェアのリプ
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レイスやソフトウェアのバージョンアップを行っていく。  
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基準 10.社会連携 

 

10-1. 大学が持っている物的・人的資源を社会に提供する努力がなされていること。 

＜10-1 の事実の説明(現状)＞ 

10-1-① 大学施設の開放、公開講座、リフレッシュ教育など、大学が持っている物的・

人的資源を社会に提供する努力がなされているか。 

(1)大学施設の開放 

駿河台キャンパスにおいては、本学の教育研究目的と親和性の高い趣旨の活動を行う

個人・団体には積極的に施設を開放している。 

八王子制作スタジオにおいては、学生や教員の教育研究のために施設を開放するだけ

でなく、本学は八王子市の観光資源をロケ地として撮影に広く提供する「八王子フィル

ムコミッション」に協力しているため、映画・ＴＶ番組撮影などへも数多く施設提供を

している。また、近隣住民にも広く施設を提供しており、体育館、校庭などでは、セミ

ナー、イベント、スポーツと利用頻度が多く、住民と本学による交流も日々盛んに行わ

れている。 

(【資料 10-3】八王子フィルムコミッションへの協力実績) 

 

(2)公開講座、リフレッシュ教育など 

本学はデジタルコンテンツ分野における最先端の教育研究を行う大学であり、高度に

デジタル化した社会をより豊かにすることを使命としている。従って、本学に集積され

る知見や情報を迅速かつ広範に社会へ提供していくための公開講座などを数多く開催

している。なお、常に業界の動向に沿った講座を提供していくため、講座の内容、形式、

開催時期、対象などについては柔軟な運営を行っている。 

(【資料 10-4】公開講座、リフレッシュ教育等実績) 

 

(3)人的資源の提供 

本学の責務を果たすため、多種多様な人的資源の提供を行っている。具体的には、石

川県金沢市立中央小学校、岩手県大船渡市立綾里小学校、へ講師派遣八王子市が運営し

ている地域住民を対象とした生涯学習講座である「いちょう塾」に、本学教員を積極的

に派遣している。さらに、品川エトワール女子高等学校、東京都立光丘高等学校、自由

の森学園高等学校、都立久留米西高等学校、都立砂川高等学校、クラーク記念国際高等

学校 秋葉原 IT キャンパス、神奈川県立逗子高等学校、都立総合工科高等学校などの

教育機関へ講師派遣なども実施している 

(【資料 10-5】教員派遣実績) 

(【資料 10-6】いちょう塾実績) 

 

＜10-1 の自己評価＞ 

本学は、高度にデジタル化した社会をより豊かにしていくことを使命としている。その

趣旨のもと、広く施設を開放し、また本学で培った知見を社会へ還元していくための公開

講座などや人的資源の提供がなされている。 
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＜10-1 の改善・向上方策(将来計画)＞ 

デジタルコンテンツ分野における先端的な教育研究を行い、その成果を還元していくこ

とが本学の責務であるため、施設、講座、人的資源の提供を今後もより充実させていく。 

 

10-2. 教育研究上において、企業や他大学との適切な関係が構築されていること。 

＜10-2 の事実の説明(現状) ＞ 

10-2-① 教育研究上において、企業や他大学との適切な関係が構築されているか。 

 (1) 企業との連携 

本学の設置会社は設立以来、産学協同という理念のもと、専門スクールを運営してき

た。このため、様々な企業と連携した教育を行っており、常に産業界との関係は密接で

ある。 

また、本学は多くの実務家教員を採用しており、そこから派生する企業との連携とし

て、基準 4-3-③の通りＯＪＴや、基準 4-4-②の通りインターンシップを実施しており、

他にも 企業が講師となって学内で就業体験ができる企業ゼミや、寄与講座の開設を行

っている。 

(【資料 10-7】企業ゼミシラバス) 

(【資料 10-8】寄与講座シラバス) 

 

(2)他大学との連携 

本学は、八王子市及び多摩地区が運営し、同地域の大学や企業が加盟している「大学

コンソーシアム八王子」及び「ネットワーク多摩」に加盟しており、同団体に加盟する

大学や企業と交流を図っている。 

 

 

(3)海外の大学との連携 

基準 3-2-⑥の通り、平成 22(2010)年 5 月現在、19 校と協定を結んでいる。協定の内

容は学生・教員・研究者・事務職員の派遣、研修、その他の交流や、共同研究の実施と

いう内容で、特に学生の留学については積極的に行っている。協定先はコンテンツ制作

における先進国である英語圏の高等教育機関に集中しており、英語力を身につけるだけ

でなく、世界のコンテンツ産業の実態を学び、また、世界的視野を身につけ人間力を高

めるための留学環境を用意している。 

  また、平成 22（2010）年 6 月には、上海音楽学院との合作学部である「デジタルメデ

ィア芸術学院」を設置。加えて、吉林動画学院への講師派遣、アモイ大学、杭州師範大

学、浙江大学大学院での特別講義の実施や、タイ国内の泰日工業大学教員の研修受け入

れなど、海外の大学との連携強化を推進している。 

 

＜10-2 の自己評価＞ 

本学の母体となるデジタルハリウッド専門スクール設立以来、産学協同という理念のも
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と、企業との連携を行ってきた。その特徴を活かし企業との適切な関係を築くことができ

ている。 

また、他大学との連携においては、広く国内外の大学と適切な関係を築いている。 

 

＜10-2 の改善・向上方策(将来計画)＞ 

これまで良好な関係を保っている企業や大学とは、引き続き連携を深めていく。 

また、海外の高等教育機関との連携においては、学生の留学にとどまらず、研究者や教

職員についても一層の交流を推進していく。 

 

10-3. 大学と地域社会との協力関係が構築されていること。 

＜10-3 の事実の説明(現状)＞ 

10-3-① 大学と地域社会との協力関係が構築されているか。 

本学は千代田区、八王子市、大阪市において、構造改革特区を利用して設立した大学で

あり、人材育成を通じて地域産業を活性化に貢献することで、地域社会との良好な協力関

係を築いている。 

 

(1)千代田区との協力関係の構築 

千代田区とは、構造改革特別区域計画における、キャリア教育の推進による最先端の

知識と技術を持った職業人の育成による地域産業活性化において協力関係を築いてい

る。 

また、本学は同区が設立する千代田区観光協会の会員でもあり、交流を行っている。

同区と学生との共同活動においては、千代田区を活性化させる取組みとして、千代田区

活性化共同プロジェクト「千代田物語」の制作機会が設けられた。加えて、平成 26（2014）

年度には、千代田区ウェブ広報映像制作を受託した。 

さらに、秋葉原地域活性化事業「万世橋ルネッサンス」でのポスターやロゴなどの制

作、アキバ献血ルームとコラボレーションした「献血センターポスター&デジタルサイ

ネージ制作」、神田消防署の依頼による「消防団員募集」「♯7119 を広める」の 2 つを

テーマにしたポスター制作を実施。秋葉原駅周辺地区 生活環境改善推進連絡会の合同

パトロールによる清掃活動にも参加している。 

 

(2)八王子市との協力関係の構築 

八王子市とは、構造改革特別区域計画における、ＩＴの先端技術に習熟した人材育成

による地域産業活性化において協力関係を築いている。 

また、同地域の大学や企業が加盟している「大学コンソーシアム八王子」及び「ネッ

トワーク多摩」に加盟している。特に、「大学コンソーシアム八王子」が主催する学生

発表会の市政提案部門に毎年参加し、本学学生が同市長に直接提言を行っている。 

その他、八王子市の郵便用「共通封筒」に本学学生のデザインが採用され、世界的指

揮者の西本智実さんが「オリンパスホール八王子」で開催した公演において、当日のオ

ーケストラ演奏の背景に使用する映像を本学学生が制作した。 

さらに、八王子制作スタジオにおいては、キャンパスが地域の避難場所となっており、
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社会貢献だけでなく、危機管理の面からも協力体制が成されている。 

 

(3)大阪市との協力関係の構築 

大阪市とは、構造改革特別区域計画における、ＩＴ産業の育成などのための最先端の

ＩＴ技術に習熟した人材育成による地域産業活性化において協力関係を築いている。 

また、大阪市の周辺地域との関係も構築されており、メディアサイエンス研究所塩見

政春研究室による梅田活性化イベント「梅田浴衣撮影会＆浴衣美少女コンテスト 2012」

を開催や、同塩見政春研究室・栩木雅典研究室による「梅田スノーマンフェスティバル

2012」への AR アプリ開発参加などを実施した。 

 

(4)その他地域社会との協力関係の構築 

設置会社であるデジタルハリウッド株式会社とのデジタルコンテンツ産業振興など

に関する包括的協定の締結による地域産業活性化を行っている。また、産学官連携セン

ターによる、岩手県や香川県など地方自治体との連携も行っている。 

さらに、学部においては、竜巻被害からの復興に取り組む茨城県つくば市の北条地域

活性化を目的に、同地域の観光資源を保全する NPO 法人“矢中の杜”の守り人 Web サイ

トや、北条地域の観光案内 Web サイトを制作した。 

加えて、メディアサイエンス研究所においては、荻野健一研究室、三淵啓自研究室、

香田夏雄研究室により開発されたプラットフォームを組み込んだスマートフォンアプ

リで、墨田区の寺社をめぐる「妖怪まちあるき」を制作。デジタルコンテンツ分野にお

ける研究成果を、地域の活性化に役立てる試みを行っている。 

 

＜10-3 の自己評価＞ 

本学の拠点である千代田区、八王子市、大阪市との良好な協力関係を構築している。ま

た、岩手県、香川県などの地方自治体との取組みについても良好な協力関係を構築してい

る。 

 

＜10-3 の改善・向上方策(将来計画)＞ 

これまで良好な関係を保っている地域社会とは、引き続き協力関係を深めていく。 

 

[基準 10 の自己評価] 

本学の母体となるデジタルハリウッド専門スクールは設立以来、産学協同という理念の

もと産業界と密接に結びついた学校運営を行ってきた。さらに、構造改革特区を利用し設

立した大学であるため、地方自治体とも連携することができている。 

他大学との連携においては、国内外問わず適切な関係を築いている。 

 

 [基準 10 の改善・向上方策] 

株式会社立大学としての特徴を活かし、産学官連携センターを中心に、今後も社会連携

を一層強化していく。 
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基準 11. 社会的責務(組織倫理、危機管理、広報活動) 

 

11-1. 社会的機関として必要な組織論理が確立され、かつ適切な運用がされていること。 

＜11-1 の事実の説明(現状)＞ 

11-1-① 社会的機関として必要な組織倫理に関する規定がなされているか。 

本学では組織、職員に対する規程はすべて、設置会社が定める規程を遵守し遂行してい

る。その一部として基本規程、組織規程、業務管理規程などがあり、それら諸規程類を体

系的に整備して業務管理の正常化と合理化を図る規程として「規程管理規程」がある。 

本学に在籍している教員、ＴＡに対しては大学で定める業務委託契約書を結び組織倫理

を遵守させている。 

また、大学で定めるその他の組織倫理規程として「利益相反マネジメントガイドライン」

「ハラスメントの防止等に関する規則」などがある。 

 

11-1-② 組織倫理に対する規定に基づき、適切な運用がなされているか。 

本学の職員は、各種組織倫理に関する規程に基づき高い意識を持って職務を遂行してい

る。これらの規程は社内サーバーに保管され、いつでも確認できるようになっている。 

教員に対しては業務委託契約書にて組織倫理の遵守を明記し、1 年ごとの契約を締結し

ている。 

また、ハラスメント事故を未然に防ぐために、学生に対しても「ハラスメントの防止等

に関する規則」に則り、相談体制を整備した。併せて、「情報セキュリティ規程」を改定し、

厳重な体制で個人情報を管理している。 

加えて、本学では産学官連携活動を推進しており、学生及び教職員が公正かつ効率的な

研究などの活動を行えるよう、「利益相反マネジメント専門委員会」を設置し、ガイドライ

ンに沿った運用を行っている。 

 

＜11-1 の自己評価＞ 

本学の教職員は組織倫理に基づいた各種規程を遵守し適切に大学運営を行い、社会的責

任を果たしている。 

  

＜11-1 の改善・向上方策(将来計画)＞ 

今後とも法律と諸規程を遵守し適切な大学運営を行うと共に、法令の改正や関連規程の改

正が出た場合は速やかに対応する。 

 

11-2. 学内外に対する危機管理の体制が整備され、かつ適切に機能していること。 

＜11-2 の事実の説明(現状)＞ 

11-2-① 学内外に対する危機管理の体制が整備され、かつ適切に機能しているか。 

本学は以下のような危機管理体制を整備している。 

 

(1)災害時(地震・風水害・火災・危険物・交通災害)の危機管理 

消防法第 8 条 1 項に基づき、各キャンパスに防火管理者を配置している。また、災害
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時に備え、各キャンパスに緊急時の避難経路を分かりやすく掲示している。 

火災を未然に防ぐために、駿河台キャンパス、大阪サテライトキャンパス、八王子制

作スタジオでは喫煙スペースを限定し分煙を徹底している。 

また、八王子制作スタジオは、災害時に近隣住民の避難場所となっており、八王子市

との協定により、災害備蓄物資を保管する主管校となっている。 

 

(2)健康危機管理 

本学の学生は全員、学生教育研究災害傷害保険に加入しており正課の授業中の他、イ

ンターンシップ、課外活動、通学中の傷害も対象となり補償される。 

また学部において、海外の協定校に留学をする学生には留学期間中の保険の加入も義

務付けている。 

本学学内で、緊急の心肺停止に起こった際に対応できるようＡＥＤ(自動体外式除細

動器)を設置している。 

麻疹、インフルエンザ、エイズ、風疹などの感染症に対する注意に関しては、文部科

学省や保健所から情報を取得し学内グループウェアなどに掲載し、注意を呼びかけてい

る。 

さらに、臨床心理士へ学生生活の悩みを相談できる心理カウンセリング制度を設け、

24 時間・年中無休の電話によるカウンセリングおよび定期的な予約制による対面カウ

ンセリングを実施している。 

 

(3)情報危機管理 

学生が利用できるＰＣ、教員が利用するＰＣ、職員が利用するＰＣ、本学が所有する

ＰＣすべてに対してはアカウント管理、データ持ち出し対策及び監視体制を確立してい

る。 

物理的な制限として教室ネットワークと業務用ネットワークを完全分離している。ま

た、職員が使用するＰＣには不要な持ち出しを防ぐため、原則としてデスクトップＰＣ

としている。やむを得ず社外へ持ち出しする場合には、ＨＤＤ暗号化が施され、アカウ

ント認証デバイスを併用したセキュリティを設定したＰＣを利用することを義務付け

ている。 

学生が所有しているＰＣを接続する無線 LAN ネットワークからは、ＰＣルーム・業務

用ネットワークへの接続は遮断している。また、定期的にＰＣの使用状況を確認してお

り、不正防止に多重のチェック体制を構築している。 

ウィルスなどの悪意のあるソフトウェアに対しては、本学に設置するすべてのＰＣに

対してネットワーク上で監視を行うソフトウェアを導入しており、伝染性のソフトウェ

アを含め逐一監視を行っている。 

万が一、学生が情報危機管理に関する伝染性ソフトウェアの持ち込みやソフトウェア

違法コピー、他者の著作物の違法利用などの行為を行った場合は「学生懲罰に関する規

則」に則り、罰することができる。 

本学のＷｅｂサイトではプライバシーポリシーを明記し個人情報保護の徹底してい

る。 
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＜11-2 の自己評価＞ 

各種危機管理に対しては、体制の整備や情報の周知などを行っており、一定の安全性を

確保している。 

 

＜11-2 の改善・向上方策(将来計画)＞ 

引き続き、危機管理体制を維持し、事故を未然に防ぐ。 

 

11-3. 大学の教育研究成果を公正かつ適切に広報活動する体制が整備されていること。 

＜11-3 の事実の説明(現状)＞ 

11-3-① 大学の教育研究成果を公正かつ適切に学内外に広報活動する体制が整備されて

いるか。 

本学では設置会社に広報室を置き、大学全体の広報活動を管理している。広報室では教

育機関としての社会的責務を果たすために積極的な情報開示やメディアへの迅速な対応を

行っている。また、教育研究成果を公表するうえで、公正さを保つためのガイドラインを

作成し、本学の学生や教員が発表する研究実績が、プレスリリースなどを用いて、各種メ

ディアを通じ広く発信できる仕組みを整えている。 

情報発信の手段としてはＷｅｂサイトやパンフレット(学校案内)、DIGITAL HOLLYWOOD 

NEWS（広報誌）、ソーシャルネットワーク（本学 Facebook ページ、Twitter アカウント）、

コミュニケーションメール（学部保護者、大学大学院教員向けメールマガジン）、パブリシ

ティなどで教育研究成果を公表している。 

 

＜11-3 の自己評価＞ 

本学の広報活動は、パンフレット(学校案内)、DIGITAL HOLLYWOOD NEWS（広報誌） な

どの紙媒体や本学のＷｅｂサイトやソーシャルネットワーク（本学 Facebook ページ、

Twitter アカウント）、コミュニケーションメール（学部保護者、大学大学院教員向けメー

ルマガジン）などにより、最新の教育研究活動の状況を学内外に情報発信しており適切な

広報活動が行われている。 

 

＜11-3 の改善・向上方策(将来計画)＞ 

今後も多様なメディアを活用し公正に広報活動をしていく。 

 

 

[基準 11 の自己評価] 

本学では、危機管理に対して各種規程、マニュアルを定めているが、万が一事件、事故、

緊急を要する対応が必要になった場合は、設置会社が定める「緊急連絡エスカレーション

フロー」に基づき意思決定を行い、対応している。 

高等教育機関としての社会的責務において、必要な組織倫理に関する規程は整っており、

運用できている。 

また、大学の教育研究成果を公正かつ適切に学内外に広報活動する体制が整備されてい
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る。 

 

[基準 11 の改善・向上方策(将来計画)] 

今後も、高等教育機関としての社会的責務において、必要な組織倫理に関する規程を適

切に運用していく。また、多様なメディアを活用し公正に広報活動をしていく。 
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Ⅳ. 特記事項 

 

前述の「大学の個性・特色」で謳われている通り、他大学にはあまり見られない特徴を

持った環境を活かし、「建学の精神」「使命・目的」「教育研究目的」に沿った人材を育成し

てきた。 

本学開学以来８年間という短い期間ではあるが、ここでは開学以来行ってきた本学の教

育により、生み出された実績・成果の中で特に顕著なもの、自己点検評価報告書本編の中

では触れられていないものについて述べることとする。 

 

(1) 学部 

1. コンテストなど受賞実績 

学部における教育の成果のひとつとして、各種コンテストの受賞がある。それを改め

てここでその一端を明示しておく。 

 

入賞年月 コンテスト名 主催者 賞名 作品名 

2011 年 12 月 MPA CICE Film Work Shop
MPA アジア太平洋地

域 Office CICE 
入賞 Intangible 

2011 年 11 月 

JCF 学生映画祭 2011 in 

Tottori 学生アニメ

AWARD 

JCF 学生映画祭実行

委員会 
入選 Selfish 

2012 年 5 月 
第 48 回亜細亜現代美術

展 

公益社団法人亜細亜

美術協会 
奨励賞 

レトロガーリ

ィー 

2012 年 6 月 ADC 賞 

東京アートディレク

ターズクラブ 

(Tokyo Art 

Directors Club)  

入選 あかべ子 

2012 年 6 月 

ホノルル市長杯 

第 42 回全日本青少年英

語弁論大会 

ＥＣＣ外語学院  

ＥＣＣ国際外語専門

学校  

ＥＣＣジュニア・ブ

ランチスクール 

2 位  - 

2012 年 9 月 

第 11 回 JCF 学生映画祭 

in Tottori 学生アニメ

AWARD 

JCF 学生映画祭実行

委員会 
入選 VISITORS 

2012 年 12 月 

「Yahoo! JAPAN インタ

ーネット クリエイティ

ブアワード」 

一般の部・スマート

デバイス広告部門  
Gold 1min.QUEST 
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2013 年 6 月 

SSFF & ASIA 2013  CG

アニメーション部門  

supported by デジタル

ハリウッド 杉山学長 

ショートショート実

行委員会 / ショー

トショート アジア

実行委員会 

ノミネート SHADOW CHALK 

2013 年 9 月 

第６回したまちコメデ

ィ映画祭 

in 台東「したまちコメデ

ィ大賞２０１３」 

「したまちコメディ

映画祭 in 台東」実行

委員会 

入賞 Frill 

2013 年 8 月 

「シネマジャンクショ

ン 2013」 （横浜のアク

ション映画祭） 

ハードボイルドヨコ

ハマ 
準グランプリ Shadow Play 

2013 年 10 月 TBS DigiCon6 ＴＢＳ 
SPEC 賞 ノミネ

ート 
SHADOW CHALK 

2013 年 10 月 

JCF 学生映画祭 2012 in 

Tottori 学生アニメ

AWARD 

JCF 学生映画祭実行

委員会 
グランプリ LIFE LINE 

2013 年 10 月 ASIAGRAPH 

経済産業省 

一般財団法人デジタ

ルコンテンツ協会 

動画（アニメー

ション）作品公

募部門 

 「CG アニメー

ションシアタ

ー」 優秀作品

受賞 

SHADOW CHALK 

2013 年 10 月 ASIAGRAPH 

経済産業省 

一般財団法人デジタ

ルコンテンツ協会 

学生（25 歳以下）

アニメーション

作品公募部門」 

優秀作品 

SHADOW CHALK 

2013 年 10 月 ASIAGRAPH 

経済産業省 

一般財団法人デジタ

ルコンテンツ協会 

学生（25 歳以下）

アニメーション

作品公募部門 

優秀作品 

BrushUp 

2013 年 10 月 ASIAGRAPH 

経済産業省 

一般財団法人デジタ

ルコンテンツ協会 

学生（25 歳以下）

アニメーション

作品公募部門 

優秀作品 

Frill 

2013 年 10 月 ASIAGRAPH 

経済産業省 

一般財団法人デジタ

ルコンテンツ協会 

学生（25 歳以下）

アニメーション

作品公募部門 

入選 

LIFE LINE 
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2013 年 10 月 西東京市民映画祭 2013 
西東京市民映画祭実

行委員会 

自主制作映画コ

ンペション 入

選 

Frill 

2013 年 10 月 
こどもアニメーション

フェスティバル 

こどもアニメーショ

ンフェスティバル実

行委員会 

ひこねのりお賞 まねきねこ 

2013 年 11 月 

第 17 回いばらきデジタ

ルコンテンツ・ソフトウ

ェア大賞 2013  

茨城県高度情報化推

進協議会・（一社）

茨城県情報サービス

産業協会 

特別賞   まねきねこ 

2013 年 11 月 Mashup Camp for student

リクルートホールデ

ィングス・メディア

テクノロジーラボ 

MA9 賞 Trick Cover 

2013 年 12 月 yahoo inter huck U ヤフー株式会社 Happy huking 賞 

SyllaBase 

-Academic 

Curation 

Service 

 

 

2. 留学プログラム利用実績 

学部での特徴的な教育方法のひとつとして「留学プログラム」があげられる。本プロ

グラムは学部開学 1 期生より実施されており、多くの学生に利用されている。その詳細

は基準 3-1-③の通りであるため割愛するが、実績の一部を下記に明示しておく。 

 

国 大学名 
2007 

年度 

2008 

年度 

2009 

年度 

2010 

年度 

2011 

年度 

2012 

年度 

2013 

年度 

アメリカ 

ニューヨーク大学 

New York University 

2008 年

度より

実施 

7 5 7 2 0 0 

カリフォルニア州立大学ロサンゼルス校 エク

ステンション 

University of California, Los Angeles 

(Extension) 

1 0 1 5 1 2 3 

南カリフォルニア大学 

University of Southern California 

2011 年度より実施 1 1 1 

カリフォルニア州立大学ロングビーチ校 

California State University, Long Beach 

11 7 6 9 1 2 1 

ピアースカレッジ 

Pierce College 

2011 年度より実施 2 0 3 
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カピオラニ・コミュニティ・カレッジ 

Kapiolani Community College 

0 0 1 1 1 0 0 

カナダ 

トロント大学 

University of Toronto 

２011 年度より実施 2 0 0 

シェリダン・カレッジ 

Sheidan College 

5 2 4 プログラム停止 

コンコーディア大学 

Concordia University 

8 1 4 6 1 0 0 

ビクトリア大学 

University of Victoria 

6 5 2 6 1 1 1 

ボドウェル・カレッジ 

Bodwell College 

2 プログラム停止 

インスティテュート・オブ・アドヴァンスト・メ

ディア 

Institute of Advanced Media 

2008 年

度より

実施 

1 プログラム停止 

イギリス 

サンダーランド大学 

University of Sunderland 

3 2 0 0 0 0 0 

テムズバレー大学 

Thames Valley University 

8 1 4 7 プログラム停止 

カンタベリー・クライスト・チャーチ大学 

Canterbury Christ Church University 

11 4 6 8 2 3 0 

アイルラ

ンド 

グリフィス・カレッジ・ダブリン 

Griffith College Dublin 

0 2 1 0 0 0 0 

オースト

ラリア 

クィーンズランド工科大学 

Queensland University of Technology 

3 3 1 2 0 0 0 

グリフィス大学 

Griffith University 

0 0 3 0 1 0 0 

ウーロンゴン大学 

University of Wollongong 

8 5 3 5 0 0 0 

モナッシュ大学 

Monash University 

4 0 0 1 3 0 0 

エディス・コーワン大学 

Edith Cowan University 

4 1 3 0 0 0 0 

ニュージ

ー 

ランド 

クライストチャーチ工科大学 

Christchurch Polytechnic Institute of 

Technology 

7 6 4 1 0 0 0 

シンガポ

ール 

ラサール・カレッジ・オブ・ザ・アーツ 

Lasalle College of the Arts 

3 0 0 0 0 0 0 
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中国 清華大学 1 プログラム停止 

 

 

3. 就職実績 

本学学部は幅広い業界に亘って、人材を社会に輩出している。それはデジタル化され

た現代社会で、人類の発展に寄与する人材を本学が育成していることの証左に他ならな

い。 

 

就職進路業種別一覧 

業種 2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度

建設業 1   2   

製造業 3 4 3 1 

情報通信業 40 42 35 54 

運輸業、郵便業   2     

卸売業、小売業 4 10 5 6 

金融業、保険業 1       

不動産業・物品賃貸     1 6 

学術研究、専門・技術サービス業 5 3 6 8 

宿泊業、飲食サービス業 1 1 2 3 

生活関連サービス業、娯楽業 4 5 2 7 

公務       1 

建設業         

教育、学習支援業   1 1 3 

医療、福祉       2 

複合サービス事業         

サービス業 1 8 6 2 

合計 60 76 63 93 

 

 

(2) 大学院 

4. 起業実績 

本学研究科の学位を取得した修了者の成果として、起業実績においては、全大学の大

学発ベンチャー企業数において上位 5 位に入った。これは大学の規模という視点で他大

学と比較した場合、毎年コンスタントに企業実績を残しており本学の学生規模を鑑みる

と起業数は高い割合であると認識しており、デジタルコンテンツに係わる起業を可能と

した能力を養う教育の成果といえる。 

経済産業省平成 20 年度大学発ベンチャーに関する基礎調査報告（抜粋） 
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また、本学研究科の学位を取得した修了者の成果として、進路においては、以下の通

り、デジタルコンテンツマネジメントの学位を以て専門職としてのキャリアチェンジや

キャリアアップを実現している。 

 

修了生の進路の割合 （平成 25(2010)年 6 月 1 日現在） 

項目 起業 就職 転職 進学 在職 
フリー 

ランス 
不明 合計 

人数 19 25 30 3 64 19 3 163 

割合 12％ 15％ 18％ 2％ 39％ 12％ 2％ 100％ 
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起業

12%

就職

15%

転職

18%進学

2%

在職

39%

フリーランス

12%

不明

2%

起業

就職

転職

進学

在職

フリーランス

不明

 

 

 

5. 産学官連携の推進実績 

本学の教育研究の成果として、主にラボ(ゼミ)や各種プロジェクトにて企業、官公庁、

他大学と連携して、新しいコンテンツやサービスの研究を行っている。 

 

(成果例) 

ア．エンタテインメントコンテンツとビジネスの融合を目指したストーリーマーケテ

ィング理論の研究 

・ 明治製菓(株)ストーリーマーケティングサイトの研究 

・ 明治製菓(株)サイトにおけるコンテンツ「チョコレートンの冒険！」の制作 

・ イトーカンパニープロデュース「STAR Chart Project」にてショートドラマ制作、

ＤＶＤ発売 

・ (株)ジェーシービー共同研究「産学協同の情報交換セッション」(テーマ研究) 

 

 

明治製菓(株)コンテンツサイト 

『チョコレートンの冒険！』 

 

イ．メタバースを活用した、コンテンツ制作ビジネスモデル、経済モデルの研究 

(書籍) 

・ 「セカンドライフの歩き方バーチャルワールドガイドブック」(アスキームック) 

・ 「セカンドライフ非公式まるわかりガイド」(徳間書店) 

・ 「セカンドライフビジネス成功の法則 だからみんな失敗した！」(ＤＨＣ) 

・ 「セカンドライフ探検ガイド 仮想社会にようこそ」(実業之日本社) 

・ 「超実践！セカンドライフ」(角川書店) 
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自分の分身(アバター)を操り、バーチャル世界を楽しむ。

「DigiCafe ++ ©Digital Hollywood」 

 

ウ．使うための色彩、デジタルの色彩に重点を置いた新しい色の先端研究 

(学会等設置) 

・ ＮＰＯ日本カラーイメージ協会の設立 

・ デジタル色彩検定の新設・運営 

(書籍) 

・ 「色の新しい捉え方」(光文社) 

・ 「図解で分かるヒット商品の配色術〈商品ごとの特製カラーチャート付き 〉」(誠

文堂新光社) 

 

エ．コンテンツやＩＣＴを活用した新しいビジネス価値創造に関する研究 

(プロジェクト) 

・ ＢＳテレビ番組とインターネットの連動による、地域活性コンテンツの制作 

・ 観光ビジュアル情報プラットフォーム「ジャーニージャパン」Ｗｅｂサイト企画、

制作 

(テーマ研究) 

・ ＣＧ、ＶＲ、写真などを地図上に配置・整理するシステム「JI-GEN(地源)」の研

究 

・ デジタルサイネージが持つ公共性と倫理性の研究 

・ 3Ｄサイネージのビジネスの可能性についての研究 

・ コンテンツ共有制作環境の研究 

 

 

地域観光を疑似体験できる地域ストーリーサイト 

『Journey Japan(ジャーニージャパン)』 

  

 

オ．ソフトウェアなどを利用した初等中等段階における高度なＩＴ 教育に関する実証

研究 

(プロジェクト) 

・ 2006 年度子どもゆめ基金助成活動 

(委託研究) 

・ 平成 18 年度経済産業省ＩＴ採択事業「国際競争力のあるＩＴクラフトマン育成プ

ログラム～世界聴診器のゲームプログラミングへの応用～」 

(教育) 
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・ 小中学生を対象としたコンテスト＆スクールスーパーサイエンスキッズ・スクー

ル「SqueakFest '07」で本研究室の活動を発表 全国各地でワークショップ開催 

(教材提供) 

・ 国際協力機構(ＪＩＣＡ)に協力しボスニアの高校などで教材を提供 

 

 

本学で子供たちを集めたワークショップを開催 

 

カ．「ヒット現象」の科学的検証と研究 

(学会発表) 

・ 経済物理学の研究会にて、鳥取大学石井晃教授との共著による「ヒット現象の数

理モデル」を発表 

(書籍) 

・ 「ヒット学～コンテンツビジネスに学ぶ 6 つのヒット法則」(ダイヤモンド社) 

 

以上 


